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環境負荷低減を指向した微少潤滑歯車の潤滑・冷却効果 

小西 大二郎* 

 

Performance of Transmission Gear with Minimum Quantity Lubrication 

Method 

Daijiro KONISHI 
 

From an environmental point of view, a MQL (Minimum Quantity Lubrication) method should be adopted to gear 

transmission systems. This study aims to find a reliable MQL method and a design method for gears operated under 

high-speed driving conditions. The conclusions are as follows. First, the application of centrifugal lubrication method is 

able to pull out the full cooling performance of the lubricant. Second, the operation of gears with 30% specific sliding 

shows less heat generation than that of gears with 50% specific sliding. Third, combining the centrifugal lubrication 

method and the gears with 30% specific sliding is effective for reducing an environmental load of gear transmission 

systems.  

 Key words:  Gear, MQL method, Gear design method, Centrifugal lubrication method, Specific sliding 

 

１．緒 言 

 

高速・高負荷能化の歯車技術動向は歯車装置の

運転温度を高める傾向にあり，歯車温度上昇はス

カッフィングの発生などにより熱定格として歯車

装置の許容伝達動力を制限する 1)．このため一般に，

歯車装置の発生熱を除去し耐スカッフィング能を

向上させるため極圧添加剤を含んだ多量の潤滑油

が使用される．しかしこのことは使用後の廃油処

理コストや環境問題の面から解決すべき問題と考

えられる．動力伝達用歯車の潤滑に関する従来の

国内外の研究をみるとき，地球環境保全のために

歯車への潤滑油及び極圧添加剤の使用量を微少に

する具体的な方法を検討した研究例はない． 
本研究の目的は，使用潤滑油量削減や極圧添加剤

の使用を避けることで歯車装置の環境負荷低減を

図ることにあり，次の二つの方法でこの目的を達

成しようとしている．第一の方法は，高速運転条

件下であっても潤滑油を歯車歯面に確実に到達さ

せることができかつ少ない潤滑油量であっても効

果的・効率的に歯車温度を低下させる潤滑方法を

見出し，使用潤滑油量を低減すること．第二の方

法は，歯車の最大すべり率を低く設計することで

耐スカッフィング能を高め，極圧添加剤の使用を

避けることである．

 

本報では，微少量潤滑法，すなわち遠心潤滑法
2,3)あるいは噴霧潤滑法 4)を適用することが潤滑油

量低減に有効であることをジェット潤滑法の場合

と比較しながら検討した結果を報告する． 
 

２．試験歯車および実験方法 

 
 歯車対を用いた負荷運転実験では歯面のかみあ

いによって発生する熱量は負荷荷重や運転速度以

外にも歯面上の潤滑状態によって変化することに

なりこのときの歯車温度をもって潤滑法のもつ冷

却性能の高低を評価できない．そこでモジュール 4， 
歯数 24， 歯幅 20 mm の平歯車単体を回転させ，

熱量一定条件下で歯車を電磁誘導加熱し，潤滑に

よる歯車冷却の効果を調査する冷却性能実験を行

った．Fig.1 に歯車冷却性能試験に用いた平歯車の

原稿受付 平成 25 年 8 月 30 日 

＊機械工学科 
Fig.1   Tested spur gear 
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概略図を，Fig.2 に試験歯車箱の概略図をそれぞれ

示す．なお，歯車と歯車軸とをベークライト製ス

リーブで断熱した．試験歯車には遠心潤滑が可能

なように歯中心断面上に歯先面に通じる直径 1 

mm の潤滑油噴出穴を一枚の歯に二個所とそれぞ

れの歯の歯中心線上の歯元部に供給油を一旦歯内

部に溜めて歯を冷却するための直径 4 mm の冷却

穴を歯すじに平行に設けた．歯車本体温度測定の

ため，一枚の歯の歯側面から 3 mm 内側の基準円歯

面上および歯幅中央断面位置の歯中心線上に設け

た穴の内部の歯先から 5 mm の位置に，歯車ボス部

側面から深さ 5 mm の穴内部にそれぞれ素線径 0.1 

Fig.2   Test equipment 
 

 

Fig.3   Diagram of cooling performance experiment  

 

Table 1 Specifications of lubricant 

Density(at 288 K)  g/m3 0.8667

Flash point  K 413

Kinematic viscosity(at 313 K)  mm2/s 8.526

Kinematic viscosity(at 373 K)  mm2/s 2.323

Viscosity index, VI 78

Pour Point  K 248

Sulfur content  mass % 0.035

Thermal conductivity   W/(m・K) 0.1315)

 

 

Fig.4  Power circulating gear testing machine 
 

Table 2 Specifications of tested gear pair 

Items 
Gear pair Ⅰ Gear pair Ⅱ 

Pinion Gear Pinion Gear 
Maximum specific 
sliding on approach 
contact      % 

-43.73 +30.43 -96.68 +49.16 

Maximum specific 
sliding on recess 
contact      % 

+31.85 -46.73 +50.25 -100.99 

Normal module 4 
Helix angle  deg. 19 
Number of teeth 21 24 21 24 
Tip diameter  mm 86.5 98.6 87.5 99.5 
Face width  mm 30 

 

 
Fig.5   Photograph of tested gear wheels designed for 

centrifugal lubrication 

 

 
Fig.6   Relationship between normal load 

 and Maximum Hertzian stress 

Torque sensor 1

Torque sensor 2

Test gears
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mm の K 種熱電対をエポキシ系接着剤で取り付け

た．熱電対からの出力信号を回転アンプ，スリッ

プリングを介してデータロガーに記録した． 

冷却性能実験は Fig.3 に示すように，所定の回転

速度一定条件の下，歯車の歯の温度が定常温度に

達するまで無潤滑で回転させ，その後遠心潤滑法，

噴霧潤滑法，ジェット潤滑法のいずれかの方法で

給油し試験歯車を冷却させた．  
用いた潤滑油は極圧添加剤を含まない鉱油基油 

ISO VG10 で，温度 313±2 K 一定条件下で給油量

Qoil=150 mL/min の割合で給油・冷却し，回転速度

と歯車の歯の温度との関係を調べた．なお，噴霧

潤滑法を用いた試験では，噴霧ノズル部で鉱油基

油を圧縮空気 Qair=31 NL/min と混合させた．また，

ジェット潤滑法と噴霧潤滑法ではそれぞれノズル

から歯車回転中心に向けて潤滑油を噴出させた．

Table 1 に供試鉱油基油 ISO VG10 の諸元を示す． 

冷却性能実験の実施後に，潤滑油の耐スカッフ

ィング能に及ぼす潤滑油粘度の影響が小さくなる

ように小歯車の歯先での最大すべり率 σmax を約

30% に歯形設計し 6)，かつ確実に歯面に潤滑油を

到達させることのできる遠心潤滑法を採用するこ

とで歯車温度やスカッフィング発生を抑制するこ

とができるかを評価・確認するため負荷実験を行

った．  

用いた試験歯車は歯直角方式はすば歯車で，小

歯車の歯先での最大すべり率 σmax がそれぞれ約

30 %，50 % となる歯車対Ⅰ，Ⅱを用いた．Fig.4
に負荷実験に用いた試験機の概略図を示す．また，

Table 2 に供試はすば歯車の諸元を, Fig.5 に大歯車

の写真をそれぞれ示す．大歯車には遠心潤滑が可

能なように歯中心断面上に歯先面に通じる直径 2 

mm の潤滑油噴出穴を一枚の歯に二個所とそれぞ

れの歯の歯中心線上の歯元部に歯を冷却するため

の直径 4 mm の冷却穴を歯すじに平行に設けた．大

歯車に設けた冷却穴が歯車の歯の温度に及ぼす影

響を調べるため歯車対Ⅱの場合で冷却穴のない供

試大歯車を用いた実験も行った． 

また Fig.6 には，歯面法線荷重と最大ヘルツ応力

の関係を示す．供試歯車対によって正面かみあい

率，歯面曲率が異なるため，歯車対Ⅰの最大ヘル

ツ応力は歯車対Ⅱと比較して 1.9 倍高い． 

歯車の歯の温度測定のため，大小歯車それぞれ

の一枚の歯に歯中心線上歯先から 2 mm の歯側面

表面に素線径 0.1 mmの K種熱電対をエポキシ系接

着剤で取り付けた．熱電対からの出力信号を回転

アンプ，スリップリングを介してデータロガーに

記録した． 

負荷実験は所定の大歯車回転速度 n=2500 min-1

一定条件の下，歯面法線荷重を 1.0 kN から 0.5 kN 

ごとに増加させるステップストレス試験とし，各

荷重段階の運転時間は 600 s とした．試料油には冷

却性能実験同様，ISO VG10 鉱油基油を温度 313±2 

K 一定条件下で給油量 Qoil=150 mL/min の割合で

給油し，歯面法線荷重と歯車の歯の温度との関係

を遠心潤滑法とジェット潤滑法の場合とで調べた． 

 

３．実験結果および考察 

  

３．１．冷却性能実験 

各潤滑条件下での歯車冷却性能を，まず以下の

式(1)で示される温度効率ηにより比較することで

調査した．加えて，ペルチェ素子モジュールユニ

 
 Fig.7   Temperature effectiveness change   

 

Fig.8   Temperature change  
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ット（容量：64.8 W）を用いて歯車箱を強制的に

冷却する方法が歯車の歯の温度に及ぼす影響も調

査した．なおこの場合，ペルチェ素子モジュール

ユニット伝熱面を，純銀粒子を含む熱伝導性グリ

ースを介して歯車箱側面中央位置にねじで機械的

に結合した． 
 

 
 
 
 
 
 

 冷却性能実験結果を Fig.7, 8 にそれぞれ示す．な

お，ここで歯車の歯の測定温度は，一枚の歯の歯

幅中央位置の歯中心線上に設けた穴の内部の歯先

から 5 mm の位置に固定した熱電対で計測した温

度を用いた． 

Fig.7 から温度効率は，どの運転速度においても

噴霧潤滑法の場合が最も高く，以下遠心潤滑法，

ジェット潤滑法を採用した場合の順であった．特

に，歯車装置に一般的に採用されるジェット潤滑

法では，高速運転になるほど歯車の回転に抗して

潤滑油を歯元まで確実に到達させることは難しく

なり，基準円での回転周速度がノズルからの潤滑

油噴出流速 3.1 m/s を越える速度域で温度効率が大

きく低下した．一方，遠心潤滑法では歯車の歯内

部に潤滑穴を半径方向に設け歯先面から潤滑油を

噴出する方法を採用したので，かみあい直前にあ

る相手駆動歯車の作用歯面の歯先から歯元まで噴

出潤滑油を確実に到達させることができる 2)．加え

て，潤滑油が歯車本体と歯内部を通過するため直

接歯車を冷却することができるので，比較的少な

い油量で運転歯車温度の上昇を抑制できたといえ

る． 

Fig.8 から，採用する潤滑法によって回転速度が

増すほど歯車温度の差が大きくなることがみてと

れる．また，高速回転域で噴霧潤滑法の場合より

も遠心潤滑法で歯車箱内雰囲気温度の上昇を抑制

している点が注目される．ペルチェ素子モジュー

ルユニットで歯車箱を強制的に冷却する方法を併

用しても，歯車箱内の空気の熱伝導率が潤滑油の

ものより低いため歯車温度・歯車箱内雰囲気温度

に及ぼす影響は小さかった．したがって，歯車箱

外側にフィンなどを設けた設計例では歯車箱の冷

却は可能であっても歯車箱内に収納される歯車自

身の効果的な冷却は困難であることが明らかにな

った． 

さらに各潤滑条件下での歯車冷却性能を伝熱特

性数（平均ヌセルト数 Nur と回転レイノルズ数 Rer）

との関係を用いてに比較することを考える．ここ

で試験歯車の一枚の歯に設置した各熱電対の加熱

後の定常温度の温度差は±0.5 K であり，歯車の歯

内部に温度勾配はなく，歯内部温度は一様であっ

たので回転歯車に対して集中熱容量モデルが適用

できると考えられた．ここで，非定常熱伝達の冷

0
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Fig.9 Changes of temperature drop rate in each cooling performance experiment 
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却曲線は次の式(2)で示されるニュートンの冷却方

程式で表現できる．さらに式(2)を変数分離して積

分すれば式(3)を得ることができる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig.9 に冷却中の歯の温度が給油を開始して時定

数に達するまでの温度降下割合 θと時間 τ-τ0との関

係を片対数グラフ上に示した．ただし，Fig.9 中の

時間軸は時間 τ-τ0を改めて τと表示しなおしてある．

測定データから求めた θと τ-τ0の関係はすべて片対

数グラフ上で直線関係にあり，この直線の傾きか

ら熱伝達率 h を求め，伝熱特性数である平均ヌセ

ルト数 Nurと回転レイノルズ数 Rerの算出をおこな

った．なお，試験歯車の熱容量及び伝熱表面積は，

直径が基準円直径，幅が歯幅の仮想円板を考え，

歯車材料の密度を 7860 kg/m3 として求めた． 
ここで，平均ヌセルト数 Nur と回転レイノルズ

数 Rer は以下のように定義される．  

 

 

 

 

 

 

Fig.10に示した回転レイノルズ数Rerと平均ヌセ

ルト数 Nur との関係曲線において，噴霧潤滑法と

遠心潤滑法の場合には回転レイノルズ数 Rer 増大

にともない平均ヌセルト数 Nur が単調増加したの

に対して，ジェット潤滑法の場合には単調減少す

る傾向を示した．ジェット潤滑法を用いた場合，

回転周速度を噴出潤滑油流速より高くすると伝熱

挙動が変化し歯車冷却性能を極端に低減させた．

遠心潤滑法の場合では伝熱挙動の変化はほとんど

なかった．これらに対して噴霧潤滑法では，回転

速度とともに伝熱挙動が向上しており，歯車を効

果的に冷却できることがわかった． 

以上のことから，潤滑油量が極端に少ない条件

下であっても遠心潤滑法と噴霧潤滑法では歯車表

面の熱コンダクタンスの低下がなく，高速運転歯

車の潤滑法として適していると判断される． 

 

３．２．負荷実験 

どの運転条件下であっても運転試験によってスカフ

ィング損傷が発生することはなかった．供試はすば歯

車の潤滑状態を推測するために最小油膜厚さ hmin
7)

と歯車歯面上の合成粗さ(Rq1
2+Rq2

2)1/2 との比，すな

わち膜厚比 Λ8)の計算を行った．後述のように歯車

対Ⅰの場合よりも歯車の歯の温度が高温であった歯

車対Ⅱの場合で冷却穴を有する大歯車と小歯車と

 

Fig.11   Film parameter change with normal load (σmax=50%) 

 

Table 3    Surface roughness on tooth flank of test gears 

Items 
Gear pair Ⅰ Gear pair Ⅱ 

Pinion Gear Pinion Gear 

Before test 

Arithmetic average 
roughness  Ra μm 

0.162 0.194 0.162 0.209 

Root mean square  
roughness   Rq μm 

0.237 0.270 0.241 0.281 

After test 

Arithmetic average 
roughness  Ra μm 

0.168 0.203 0.117 0.148 

Root mean square  
roughness   Rq μm 

0.235 0.255 0.165 0.210 
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Fig.10   Relationship between dimensionless numbers 
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を組合せた場合の計算結果をFig.11に示す．なお，

最小油膜厚さ hmin の計算に際して，油膜温度に大・

小歯車でそれぞれ計測した歯の温度を平均した温

度を使った．また，負荷試験前後で測定した歯車

歯面上の表面粗さを Table 3 に示す．Fig.11 から歯

面法線荷重 1.0 kN 以外の場合において Λは 1 より

も小さな値にとなり，互いにかみあう歯面間の潤

滑状態は境界潤滑条件下にあったといえる 8)． 

負荷実験結果を Fig.12, 13 にそれぞれ示す．Fig. 

13 に示したように遠心潤滑法を採用した場合，大歯

車の冷却穴の有無が歯車の歯の温度に及ぼす影響

については，冷却穴を有する場合の方が歯車の歯

の温度は低かった．加えて冷却穴を有する大歯車

と小歯車とを組合せた歯車対Ⅱで遠心潤滑法を採

用した場合のみ，歯面法線荷重増加に対する大歯車の

歯の温度上昇割合が低く，小歯車の歯先での最大す

べり率 σmaxが異なっても歯面法線荷重が同じであれば

大歯車の歯の温度はほぼ同じで摩擦損失動力の大小に

よる影響は小さかった．これらのことは大歯車内部を

潤滑油が通過する際に熱交換された結果といえ，さら

に歯車対を低すべり率に設計すれば，歯車の歯の温度

上昇を抑制できることがわかる．  

どの運転条件下であっても大歯車よりも小歯車の歯

の温度が高く，採用する潤滑法による影響は小さかっ

た．小歯車の歯の温度を上昇させたのは歯車かみあい

の際に歯面上で生じた摩擦損失動力によるもので，歯

面上の摩擦係数が一定であれば，歯車の歯の温度上昇

と歯面法線荷重増加の関係は比例するはずであり，負

荷実験結果も歯面法線荷重が増えるにしたがって小歯

車の歯の温度は上昇した．すなわち歯のかみあいによ

って歯面上に酸化膜が形成され 9)，歯面上の動摩擦係

数を低下させ，その結果として歯面法線荷重増加割合

に対して歯車の歯の温度上昇割合が低下するようなこ

とはなかった． 

 

４． 結   言 

 

 給油量が極端に少ない一定給油量条件下で運転

条件を変化させて冷却性能実験・負荷実験をおこ

なった結果，以下のことがわかった． 

1. 遠心潤滑法と噴霧潤滑法では，回転数増加に

対して歯車表面の熱コンダクタンスの低下がなく，

高速運転歯車の潤滑法として適していると判断さ

れた． 

2. 噴霧潤滑法では，潤滑油のみによる潤滑法（遠

心潤滑法とジェット潤滑法）の歯車冷却能を上回

る性能を示した．しかし，噴霧潤滑法では，歯車

冷却のための空気圧送のための補機を要すること

によるコスト増やノズルからのミスト噴出音やミ

スト状の噴出油による環境汚染の問題があり，噴

霧潤滑法を歯車装置に採用することは実用上好ま

しくないと考えられる． 

3. 歯車温度・歯車箱内温度の低減は歯車箱冷却

による方法では期待できない．すなわち，歯車箱

外側にフィンなどを設けた設計例では歯車箱の放

熱は可能であっても歯車箱内に収納される歯車自

身の効果的な冷却は困難であると考えられた． 

4. 遠心潤滑法を採用し低すべり率に歯車を設計

すれば，歯車の歯の温度を抑制することができた．

具体的には，小歯車の歯先での最大すべり率 σmax

を約 50% とした場合で遠心潤滑法を採用すれば，

ジェット潤滑法の場合よりも最大約 37 K の大歯

車の歯の温度の低減が，小歯車の歯先での最大すべ

り率を約 30% とした場合で最大約 17 K の大歯車

の歯の温度の低減ができた．また本実験範囲におい

て，互いにかみあう歯面間の潤滑状態が境界潤滑

状態にあったと推測されたにもかかわらずスカッ

 

Fig.12   Temperature change with normal load (σmax=30%) 

 

Fig.13   Temperature change with normal load (σmax=50%) 
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フィング損傷は発生しなかった． 
以上のことから，歯車装置の微少量潤滑法とし

て遠心潤滑法を適用することが潤滑油量の低減や

耐スカッフィング能向上に有効であるということ

がいえ，本研究により地球環境保全を指向した動

力伝達用歯車の潤滑法と設計法に対して指針を与

えることができたと考えている．  

本研究は科研費(21560158)の助成を受けたもの

であることを付記しておく． 

最後に，研究遂行のため真摯に労をとってくれ

た当時の卒業研究学生諸君に感謝の意を述べる． 
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木質ラーメン構造物に用いる接続用金物の変形解析 
 

塩田 祐久* 藤森 資希** 

 

Deformation Analysis of Steel Connector on Timber Frame Structures  

 

Hirohisa SHIOTA and Yoshiki FUJIMORI 

 

The deformation analysis was performed for the box-type steel connector on timber frame structures using the 

elastic-plastic finite-element method(FEM).  The development of the plastic deformation zone was shown through the 

FEM analysis.  The results indicated that the load vs. displacement relationship of the connector was markedly influenced 

by the base-plate thickness.   Moreover, for optimum design of this connector, it was important that the side-plate 

thickness was almost the same as the base-plate thickness. 

 Key words:  Timber frame structure, Box-type steel connector, Finite-element method

１．はじめに 

 

近年，集成材技術の進歩により体育館や公民館など

の中規模施設が木質構造物で建てられている．このよ

うな施設は多人数で使われることが多いため，筋かい

や耐力壁のない柱と梁のみで構成されたラーメン構造

を使って建物の出入口に大開口部が作られる．ところ

で，ラーメン構造では梁と柱の間でモーメントを伝達

する必要があるため，それに耐え得る接合部が必要と

なる．一方で，建物の施工に際して接合部は作業の手

間のかかる箇所であるため，簡単に組み付けができる

ものでなくてはならない．そのような要求のもと，ラ

ーメン構造用の接合部品としてラグスクリューボルト

（以下，LSB）が開発された 1)．LSB は施工性が良く，

いろいろな接合金物を使用できるという特徴があり，

今後さらに実用化が広がると思われる．ところで，LSB

を使用した接合部における破壊としては，集成材の割

裂破壊 2)，LSB の引抜け 3)，LSB と接合金物を締結す

るボルトの破断などに起因することが考えられており，

これらはいずれも構造物としては脆性的な破壊である

ため，実用上問題視されている．このため現在，LSB

を保持する接合金物を工夫することにより，このよう

な脆性的な破壊が起こる前に接合金物を変形させ，接

合部で変形とエネルギ吸収を起こさせることが試みら

れており 4)，テーパナットとちぎり金物を組み合せた

金具 5)，箱型金物 4)，せん断抵抗棒と連結金物を使用

したもの 4)などが提案されている． 

 

 

 

 

これらの中で大きな変形能を持つと考えられるのが

箱型金物である．これは鋼板を箱状に溶接したもので，

接合する木材間に挿入し，木材にねじ込んだ LSB の他

端をこの金物に固定するというものである．これによ

り LSB による固定作業が簡単になるとともに，構造物

に大きな変形が生じたとき箱型金物が塑性変形するこ

とで脆性的破壊が起こる前に変形量を稼ぐことが期待

できる．しかし，上述した脆性的な破壊を起こす荷重

に対して箱型金物が適当な塑性変形を起こすためには，

金物を適切な材料と板厚で作製しておく必要がある． 

このような背景のもと，これまで箱型金物を構成す

る材料の特性と板寸法を使って，引張力が作用したと

きの金物全体の初期剛性や耐力を予測する試みがなさ

れている 4)．しかし，金物の塑性変形を考慮したうえ

で板厚の適性を調べた報告はない． 

そこで本研究では，箱型金物について有限要素法に

よる弾塑性解析を行い，金物における荷重と変形量の

関係と変形の様相を調べ，それらに影響を及ぼす因子

について考察し，板厚の選定に関する指針を検討する． 

 

 

２．箱型金物とLSBを組み合せた接合方法 

 

図１に箱型金物の実物写真とモデル図を示す．以後，

ボルト穴の開いた２面の板をベースプレート（BP），

それらの側面に位置する面のうち底面を除く２面の板

をサイドプレート（SP），底面の板を底板と呼ぶ．ま

た，図 2 に箱型金物と LSB を組み合せた梁と柱の接合

状態を模式的に示す．このような接合方法は木質構造

物以外では一般的ではないので，以下に概要を説明す

る．梁と柱を接続する前に，LSB を梁および柱にねじ

原稿受付 平成 25年 8月 30日 

＊機械工学科 

＊＊津山工業高等専門学校専攻科 平成 24年修了生 

（現 マツダ株式会社） 
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込んでおく．このときボルトの他端は木材から出た状

態になっている．次に，箱型金物の穴に木材から出て

いる LSB の端を通し，ナットで固定する．一般に，梁

および柱どちらに対しても LSB を 4 本使用する．この

ように金物を介して梁と柱を接続する手法である． 

  

    

(a)実物写真       (b)モデル図 

図 1 箱型金物 

 

 

図 2 箱型金物とLSBの取付模式図 

 

 

３．解析方法 

 

３．１．解析条件 

有限要素法解析ソフトとして ANSYS 12.0 

Workbench を使用し，弾塑性解析を行った．また，実

物の接合金物を用いた引張試験の結果 6)と比較するこ

とを考慮し，解析でも箱型金物を引張試験用治具に取

り付けた状態で引張負荷を加えた． 

解析は BP および SP の板厚を変えた接合金物に対

して行った．解析に用いた板厚の組み合わせを表 1 に

示す．なお，板厚を変えるときは，Model A を基準と

して箱型金物の内寸は変えず，箱の外寸を変化させた． 

 

表 1 箱型金物の板厚の組み合わせ（単位:mm） 

 

 

 

 

 

箱型金物に使用する材料の力学特性を表 2 に示す．

ヤング率，降伏応力および引張強さは本研究で同じ材

料の引張試験を行って得られた値である．また LSB に

用いられている材料の力学特性を表 3 に示す．  

 

表 2 箱型金物に用いた材料の力学特性 

材質 
ヤング率 

[GPa] 

ポアソン比 

[-] 

降伏応力 

[MPa] 

引張強さ 

[MPa] 

SS400 206 0.3 337 460 

 

表 3 LSBの材料の力学特性 

材質 
ヤング率 

[GPa] 

ポアソン比 

[-] 

降伏応力 

[MPa] 

引張強さ 

[MPa] 

SCM435 206 0.33 1100 1200 

 

 

３．２．解析モデル 

箱型金物を引張用治具に取り付けた全体図を図 3 に

示す．実際の解析は対称性を考慮して 4 分の 1 部分に

ついて実施した．なお，箱型金物の板のない面を開口

側と呼ぶ．治具先端部の穴をピン拘束し，単軸引張負

荷を加えた．穴は治具の長手方向にのみ直進するよう

に拘束し，ピン穴中心の回転は自由とした． 

 

図 3 箱型金物と治具を接合した全体図 

 

図 3 の解析モデルにおいて治具の両端に引張負荷を

加えると，開口側の変形が底板側より大きくなるよう

に回転する．そこで，箱型金物全体の変形量として，

回転のみによって生じる伸びを除いた変位δを下の式

から求めた． 

R  2/)( 43
 

ここで， 

234/)( 21 aR    

)234)/((92 212  a  

 

δ1 およびδ2 は治具の突出部分先端の距離の変化であ

り，δ1 は開口側，δ2 は底板側である．δ3 およびδ4

Model A B C D E F 

BP 9 9 16 30 12 9 

SP 9 12 9 12 30 30 

 

治具 
治具 

箱型金物 

δ1 

δ3 

δ2 

δ4 
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は両 SP 側の治具間距離の変化である．これらは，実

物の箱型金物の引張試験で変位を測定した箇所と同じ

位置であり，図 3 に併記してある． 

 

 

４．解析結果 

 

４．１．箱型金物全体の荷重―変形量関係 

板厚のすべての組み合わせで得られた荷重と変形量

の関係を取りまとめて図 4 に示す．BP の厚さだけを

変化させた場合，BP の厚さが増加すると箱型金物の変

形抵抗が顕著に増加する．また，BP の厚さを変えた場

合に比べ，SP の厚さのみを変えた場合は荷重と変形量

の関係にあまり大きな影響を与えないことがわかる．

したがって，金物全体に生じる変形量を変える場合は

BP の厚さを調節する必要がある． 

 

 

図 4 板厚を変えた場合の荷重－変形量の関係の変化 

 

 

４．２．箱型金物の変形過程 

Model B におけるひずみ分布の様子を図 5 および図

6 に示す．図 5 は降伏が起こる前の弾性ひずみの分布

である．また，図 6(a)～(d)は荷重の増加にともなう相

当塑性ひずみ分布の変化の様子を示している．いずれ

の図も，左の図が金物の 4 分の 1 部分の外面を右の図

が内面を示している．なお各図では，それぞれの強制 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

図 5 Model Bにおける弾性ひずみの分布 

変位において接合金物に生じているひずみの最大値か

ら最小値の間を等分割して色分けしてある．したがっ

て，各色に対応するひずみの絶対値は図によって異な

る．そのため，これらの図ではひずみの絶対値の変化

ではなく，ひずみの領域が拡大していく過程を定性的

に観察する． 

図 5 より弾性ひずみは BP のボルト穴周辺から自由

端までの範囲および金物内側R 部分とその周辺に集中 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

 (a) 強制変位 0.95 mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

 (b) 強制変位 1.49 mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

 (c) 強制変位 3.89 mm 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

 (d) 強制変位 6 mm 

図 6 Model B における相当塑性ひずみの進行過程 
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し，いずれでも自由端に近づくほど大きくなっている．

また図 6 より，相当塑性ひずみはまず大きな弾性ひず

みが生じていたボルト穴周辺と金物内側R部分の開口

側で生じ，荷重の増加とともにそこからボルト周辺と

内側 R 部分に広がっていく．相当塑性ひずみはこれら

の箇所で局所的に大きくなり，BP と SP，底板の境界

内側近傍に集中する．このことから，箱型金物は開口

側が開くように変形するが，全体で生じている変形の

ほとんどは BP の端の R 部分とボルト穴付近の変形に

起因する BP の湾曲によるものであると考えられる． 

 

４．３．板厚差の影響 

SP と BP の板厚の差が比較的小さい組合せである

Model A，Model B，Model C ではひずみ分布および

変形過程の傾向に大きな差は見られなかった．これら

の板厚の組合せでは図 6 で示したとおり，塑性変形の

領域は BP の R 部内側周辺とボルト穴周辺に集中して

いた． 

次に，相対的な厚さの違いの影響を調べるために，

BPあるいはSPの板厚を他方に対して厚くした金物の

解析結果を図 7 および図 8 に示す．図 7 は Model D

（BP：30mm，SP：12mm）の様子であり，図 8 は，

Model F（BP：9mm，SP：30mm）の様子である． 

図 7 より，BP の板厚が厚い場合，相当塑性ひずみ

はボルト穴近傍のみに局所的に生じるだけで，R 部分

を含め各プレートのほとんどの領域で生じない．その

ため，BP が大きく湾曲することはなく，箱型金物全体

でも大きな変形は生じない．図 4 に示したように，BP

が厚くなると荷重－変形量関係は直線から外れる荷重

が大きくなり，屈曲後もほとんど直線的になる．この

ような荷重―変形量関係における屈曲後の急なひずみ

の増加は，BP の湾曲ではなく LSB の塑性変形による

伸びに起因した変位である． 

一方，図 8 より，SP を厚くした箱型金物の場合，

BP が大きな湾曲を起こし，全体の大きな変形を生じさ

せていることがわかる．また，SP は塑性変形をほとん

ど起こさず，相当塑性ひずみの分布はボルト穴周辺の

領域と金物内側 R 部分の BP 側にかなり限定されてい

る．SP を厚くすることにより，BP のみに変形が集中

する結果となった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

図 7 Model Dにおける相当塑性ひずみの分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

外側               内側 

図 8 Model Fにおける相当塑性ひずみの分布 

 

４．４．LSB の引抜けおよび破断との関係 

Model A について，金物を固定する LSB に生じる

相当応力の最大値が外力により変化する様子を図 9 に

示す．最大値は常に固定部分に生じるが，同じ要素で

生じるとは限らず，最大値を示す要素が荷重によって

変わるため図は滑らかな曲線となっていない．なお，

LSB の材料の引張強度は 1200MPa であり，図中に黒

実線で示した．一方，LSB の引抜け耐力は条件によっ

てかなり変わる 7)．本研究と同様の LSB の本数および

配置での引抜け耐力の実測値はLSB 1本当たり60~65 

kN という報告 8) があるので，4 本の LSB に均等に荷

重が加わるものと仮定し，箱型金物に負荷される荷重

が 250 kN 程度で LSB の引抜けが起こるものとして，

図中に黒破線で示した． 
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Model A

図 9 負荷にともなうLSBに生じる相当応力の最大値の変化 

 

この図より，LSB 固定部に生じる相当応力は LSB

の引抜け耐力より低い引張荷重でかなり大きな値に達

することがわかる．これは，図 6 に示したように，BP

が比較的薄い場合は BP が大きく湾曲するために固定

部分のボルトは曲げ変形を受け，局所的に大きな相当

応力が発生するためと考えられる．このことは，LBS

の引抜けより早く，ボルトが破断する可能性があるこ

とを示している．実際，実物試験においても３回実施

された実験のうち１回はボルトが破断することで試験
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が終了している 6)．BP を薄くすることで箱型金物に大

きな変形が生じることが期待できるが，一方で固定用

ボルトには大きな曲げ変形を与えることとなり，接合

部での破壊を早める危険性がある． 

 

５．箱型金物の板厚選定指針の検討 

 

接続用金物の目的は，LSB の引抜けや破断が生じる

前に金物全体で大きな変形を生じさせることである．4

節で述べたように，BP と SP との相対的な板厚差が大

きい場合，R 部に局所的な変形が生じる．金物全体の

大きな変形量がR 部に局所的に集中した変形のみに起

因するより，できるだけ広く分布した塑性変形に起因

する方がR 部への負担は少なくなると考えられる．そ

のため BP と SP の間の板厚差は小さいほうがよいこ

とになる．また，箱型金物は BP，SP および底板を溶

接でつなぎ合わせるため，金物の R 部分の強度はばら

つくことが予想される．このことからも，R 部に局所

的に変形が集中することは避けた方が良いと考えられ

る． 

一方，BP の板厚が極端に厚い場合は，接合金物は塑

性変形をほとんど起こさず，ボルトのみが塑性変形を

起こす．これは金物の変形の前に LSB が破壊すること

になるので，箱型金物を採用する目的に合わない． 

これらのことから，BP と SP の板厚はできるだけ同

じものとし，BP の厚さは LSB の引抜け耐力程度の荷

重で大きく塑性変形できる程度のものとする．LSB の

引抜け耐力は LSB の規格（直径やピッチ）だけでなく，

これをねじ込む集成材の特性に大きく依存する 7)．例

えば，集成材の強度そのものだけでなく，集成材の目

の方向にも強く影響される．このため，箱型金物の設

計に際しては，まずその構造物における LSB の引抜け

耐力を正確に評価しておくことも重要となる． 

 

６．まとめ 

 

有限要素法による弾塑性構造解析を使って木質ラー

メン構造における箱型金物の変形挙動に影響を及ぼす

因子を調べた．得られた結果をまとめると以下のよう

になる． 

(1) 変形はBPに開けたボルト穴周辺とBP付け根の

R 部内側に局所的に集中し，箱型金物全体の変形

にはR部およびBPの湾曲が最も大きく寄与する． 

(2) BP と SP の厚さの差が小さい場合，BP の湾曲と

ともに SP でも変形が進行するが BP が厚くなる

と BP でも SP でも変形はあまり生じず，箱型金

物全体の変形が進む前にボルトが変形する． 

(3) 箱型金物の安全な設計のためには，LSB の引抜 

 

 

強度程度の荷重で BP が塑性変形する程度の厚さ

を持たせるとともに，SP とBP の厚さの差を小さ

くとる必要がある． 

 実際の構造物が変形するときは，箱型金物には曲げ

モーメントだけでなく引張荷重あるいは圧縮荷重が同

時に加わる．実際の状態に近い柱と梁を組み合わせた

構造体の破壊試験も実施されている 4)ので，今後それ

らとの整合性を調べる予定である． 
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国外での武力紛争における「生命に対する権利」に関する 

イギリス裁判所の判決 その２ Susan Smith 事件 
 

大田 肇*   

The Judgments of UK Courts on “The Right of Life” In Armed 

Conflict outside its Territory  No.2  The Case of Susan Smith 

 

Hajime OTA 

 

The main purpose of this study is to analyze the transition of the judgments of UK courts on its jurisdiction when they 

applied the European Convention of Human Rights, the positive obligations under the Right of Life which were argued at 

UK courts and a conflict between duty of care and combat immunity which were tried at UK courts too. 

 Key words: The Right to Life, European Convention of Human Rights, Jurisdiction, Combat Immunity

 

１．はじめに  

 

 2003 年 3 月から始まったイラク戦争は予想外の

早さで終わったが、その 5 月から始まったイラク

占領は、これまた予想外の困難を伴うものとなり、

多くのイラク市民とともにアメリカ・イギリス兵

も殺害され、占領終結後も治安は不安定なままで

ある。拙稿「国外での武力紛争における『生命に

対する権利』に関するイギリス裁判所の判決 そ

の１」1)においては、犠牲となったイラク市民から

の訴えを取り上げたが、今回は死傷したイギリス

兵からの訴えを取り上げる。 

 息子 Hewett 二等兵を亡くした Susan Smith 他の

訴えは、高等法院（女王座部）2)、控訴院 3)そして

最高裁判所 4)において審理された。高等法院の判

決は、2011 年 6 月 30 日に、控訴院のそれは 2012

年 10 月 19 日に、そして最高裁判所のそれは 2013

年 6 月 19 日に出された。本稿では、この最高裁判

決を中心にその内容を検討していく。 

 

２．事実経過 

 

 この訴えは、イラク従軍中に死亡した３人の兵士の

遺族と同じく重傷を負った２人の兵士からなされた。

これらは２つの事件に分けることができる。スナッチ

ランドローバー事件とチャレンジャー戦車事件である。 

スナッチランドローバー事件は、2005年 7月 16日、  

 

 

 

Al Amarah付近で爆発があり、その捜査のため軽装備

のスナッチランドローバーで出動したところ、道路に

仕掛けられていた簡易爆破装置(“IEDs”improvised 

explosive devices)が爆破し、スナッチランドローバ

ーが大破し乗っていたHewett 二等兵が死亡した事

件と、2006 年 1 月 28 日、Al Amarah のイラク警察

本部から Ab Naji 基地への帰路において、IED が爆

破し、スナッチランドローバーを運転していた

Ellis 二等兵が死亡した事件を合わせたものであ

る。チャレンジャー戦車事件は、2003 年 3 月 25

日、Basra へ進軍する途中で友軍の戦車から誤って

砲撃され、チャレンジャー戦車に乗っていた

Allburt 伍長が死亡し、Twiddy 伍長代理と Julien

騎兵が重傷を負ったものである。前者は、占領期

間中に発生したものであり、後者は戦争期間中に

発生したものである。 

 

３．法的争点  

  

 チャレンジャー戦車事件における兵士たち（そ

の遺族を含む）の請求は、コモンロー上の過失の

みに基づいて主張された。その主たる根拠は、国

防省が、砲撃された戦車と砲撃した戦車ともに、

誤射を防ぐための技術・装置を適切に装備しなか

ったことと、派兵前及び戦地において兵士に対し

十分な認識訓練を実施しなかったことであった。 

 スナッチランドローバー事件における遺族たち

の請求は、２つの根拠に基づいていた。１つは、

Hewett 二等兵と Ellis 二等兵両方の遺族から主張
原稿受付 平成25年8月30日 

＊一般科目 
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されたもので、国防省はヨーロッパ人権条約第２

条（生命に対する権利）に違反した、つまりスナ

ッチランドローバーでのパトロールを命令された

兵士の生命への現実かつ間近に迫った危険からし

て、当然取るべきであった措置を取らなかったと

いうものであった。もう一つは、Ellis 二等兵の遺

族から主張された、コモンロー上の過失であった。 

 国防省は、コモンロー上の過失に基づく請求に

対し、戦闘行動免責（Combat Immunity）の原則に

基づいて却下されるべきであると主張し、ヨーロ

ッパ人権条約第２条に基づく請求に対しては、ま

ず Hewett 二等兵と Ellis 二等兵は、その死亡時に

おいてヨーロッパ人権条約第１条のイギリスの管

轄権（Jurisdiction）に含まれていなかった、次

にその事実から、国防省は人権条約第２条に基づ

く義務を負っていなかったと主張した。以下、こ

の事件に関する最高裁判決の多数意見（Hope 卿）

を、ヨーロッパ人権条約第１条に関するもの、同

第２条に関するもの、そして戦闘行動免責に関す

るものに分けて、概観・検討していく。 

 

４．管轄権（人権条約第１条）  

 

 ヨーロッパ人権条約第１条は以下のように規定

している：  

  締約国は、その管轄内にあるすべての者に対

し、この条約の第一節に定義する権利及び自

由を保障する。5) 

  

ヨーロッパ人権裁判所の判決では、人権条約第 1 条

は領域に基づく制限を設けていると理解され、その領

域外での締約国の行動が人権条約第 1 条の適用を受け

るのは例外的場合（exceptional cases）のみであると

されてきた（Bankovic v Belgium 事件大法廷判決）６）。 

 よって、スナッチランドローバー事件の請求は、イ

ギリスの管轄権が、兵士がその領域外で活動して

いるときに人権条約第２条が保障されるよう、拡大さ

れるかという問題を提起することになり（イラクはヨ

ーロッパ人権条約締約国ではない）、そのためには、兵

士の国外での活動は例外的事由（exceptional 

circumstance）に該当すると認められなければなら

ないことになる。 

 この管轄権に関するイギリス国内裁判所の重要

な判決が、Al-Skeini and others事件に関する2007

年の貴族院判決 7)である。この事件は、イラク占

領期間中にイギリス軍によって殺害された 6 人の

イラク市民の遺族が、ヨーロッパ人権条約第２条

違反を根拠にイギリス国防省を訴えたものであり、

その前提として、イラクにおけるイギリスの管轄

権が審理された。貴族院は、6 人のうち、イギリス

軍によって管理されていた収容所で虐待され死亡

した Baha Mousa に関しては、イギリス軍が

effective control を行使しており、人権条約上の

権利及び自由を保障する義務が生じるとしたが、

その他の 5 人は、市街地その他で死亡しており、

当時のイラクの治安状況からすれば、そうした市

街地にイギリス軍の effective control が及んで

いたとは考えられず、人権条約は適用されないと

の判断を下した。2001 年のヨーロッパ人権裁判所

の Bankovic事件判決に沿って、管轄権を限定的に解釈

したものであった。 

 しかし、本件の最高裁判所の多数意見 8)は、

Al-Skeini 貴族院判決を踏襲しようとしない。その

理由は、第１、Al-Skeini 事件の原告はイラク市民

であり、彼らはイギリスの国家機関でも、その指

揮命令に服する者でもなかった。これに対し、イ

ギリス兵はイギリス当局の完全な管理下に置かれ、

イギリス法の下にある。第２、Al-Skeini 貴族院判

決は、領域に基づく管轄権を強調し人権条約上の

権利及び自由を分割も調整もできないとしたヨー

ロッパ人権裁判所の Bankovic 事件判決に強く影響さ

れている。第３、領域外での例外を明確に示すのはヨ

ーロッパ人権裁判所の役割であるが、Bankovic事件判

決後のヨーロッパ人権裁判所の判決及び決定はそれと

同じ主旨で述べられていない（not speak with one 

voice）。例えば 2004 年の Issa 事件のヨーロッパ人権

裁判所判決 9)は、Bankovic 事件判決とは異なる判断基

準：「締約国がその国外でおいてその機関を通じてその

権限と支配をその地域の人々に及ぼしたとき、彼らは

管轄権の範囲に含まれる」を示している。 

 Al-Skeini 貴族院判決以降、イギリス国内裁判所

におけるこの問題に関連した判決として、2008 年

の R(Gentle) v Prime Minister 事件貴族院判決 10)

と 2010 年の R(Smith) v Oxfordshire Assistant 

Deputy Coroner(Equality and Human Rights 

Commission intervening) （“Catherine Smith”）

事件最高裁判決 11)がある。 

R(Gentle)事件は、同じチャレンジャー戦車事件

において死亡した兵士の母親を含む死亡した兵士

２人の母親が訴えを起こしたもので、そこでの主

要な争点は、人権条約第２条は、国に軍事紛争に

その軍隊を投入する前に信頼できる法的助言を得

る た め 時 宜 を 得 た 手 段 を と る 実 体 的 義 務

(substantive duty)を負わしているか否かであっ

た。その判決の中で、イギリス兵はイギリス政府

の権限に服しているが、Al-Skeini 貴族院判決にお

いて解釈されたようにその管轄権には含まれない、

及び人権条約第２条は国際法上違法な侵略に参加

しないという義務を政府に課すものではないとさ

れた。Catherine Smith 事件は、イラクにおいて熱
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中症で死亡した Smith 二等兵の母親が訴えたもの

で、そこでの争点は、彼の検屍が人権条約第２条

の手続的要件を満たしていたか否かであったが、

判決はイラクのイギリス兵がその基地の外にいる

とき、彼（彼女）は人権条約の管轄内なのか否か

の問題にも踏み込んだ。最高裁判所の多数意見は、

締約国は人権条約を締結するとき、その領域外で

活動するその軍隊に人権条約を適用することを想

定していたとは思われないこと、国外で活動する

兵士のケースは、ヨーロッパ人権裁判所において

示された例外のどれにも該当しないこと、国が国

内法及び国際法上、国外のその軍隊に有している

管轄権が、その軍隊が人権条約第１条の目的のた

めの管轄内にあることを意味するという意見につ

いて、ヨーロッパ人権裁判所の判例または原理の

中にその根拠を見いだすことはできないことを理

由として、管轄外であるとした。 

このようにイギリス国内で裁判が展開されてい

くうちに、2011 年 7 月、Al-Skeini and others 事

件に関するヨーロッパ人権裁判所判決 12)が出され

た。この判決では、Al-Skeini 貴族院判決において

イギリスの管轄権を否定された５人のイラク人の

遺族にも、それが認められた。最高裁判所の多数意

見は、このヨーロッパ人権裁判所判決の中から、本

件に関連する箇所を抽出する。ひとつは人権条約

第１条の管轄権に関する一般的な原理の説明であ

り、もうひとつは、これらの原理の当該事件の諸

事実への適用である。 

まず、管轄権の行使は、締約国がその作為又は

不作為に責任を負うことになるための必要条件で

あり、その作為又は不作為が人権条約上の権利及

び自由を侵害したという訴えを生じさせた場合に

は、締約国がその責任を負うことになるとした。

そして、管轄権の範囲に関しては、①領域の原則が基

本であるが、現在までにヨーロッパ人権裁判所はそ

の判例の中で幾つかの例外的事由を認めてきたが、

それらに該当するか否かは、それぞれの事件につき、

それ特有の諸事実に照らして判断されなければならな

いとした。そして、これまでの判例の中に見いだされ

る例外的事由として、②国家機関の権限と支配、③

当該地域の実効的支配、④人権条約の法的空間を

挙げた。 

② 国家機関の権限と支配について、次のように説

明した。これまでヨーロッパ人権裁判所は、締約国の

領域外で効果を生じさせたその国の機関の行動に、管

轄権が拡大されることを例外として認めてきており、

判例を精査してその限定された原理を確認しなければ

ならないとした。そして、３つの限定された原理を提

示する。第１は、国際法に則り外国に滞在する外交官

及び領事官の活動が、その締約国の管轄権に含まれる

ことである。第２は、その地域の政府の同意、要請あ

るいは黙認によって、締約国が通常はその政府によっ

て行使されるはずの公的権力のすべてあるいはいくら

かを行使するとき、その締約国は領域外の管轄権を行

使していると認められることである。第３は、領域外

で活動している締約国の機関がそこで武力を行使した

場合、それによってその機関の支配下に置かれた個人

は、その締約国の管轄権に含まれることである。そし

て、この場合に重要なのは、当該人物への物理的な力

と支配の行使であると補足している。さらに続けて、

人権条約の権利及び自由は“分割も調整もできる”

とし、Bankovic事件判決とは異なる判断も示している。    

③当該地域の実効的支配について、次のように説

明した。適法あるいは違法の軍事行動によって、締約

国がその領域外の地域で実効的支配をおこなったなら

ば、その地域で人権条約上の権利及び自由を保障する

義務が、当該締約国に生じる。これは、その地域で実

効的支配をおこなったか否かという事実の問題であり、

その判断には主として締約国軍隊の存在の大きさが考

慮される、と。 

④人権条約の法的空間については、次のように説

明した。人権条約はヨーロッパの公的秩序のための憲

法的文書であるとし、ある締約国の領域が他国の軍隊

に占領された場合、占領した国は非占領国内の人権条

約上の権利及び自由を保障する義務を負うことになる、

なぜならば、そうしないと非占領国の人々からそれま

で享受していた権利及び自由を奪うことになり、結果

として人権条約の法的空間内で保障の“空白”を生む

ことになるから、とした。 

 次に、これらの原理の事実への適用である。

Al-Skeini 事件の死亡は 2003 年の 5 月から 9 月の

間に発生し、これらは戦争終結後の連合国暫定政権

(the Coalition Provisional Authority、イギリスも

その主要なメンバー)による占領期間中であり、イギリ

ス軍はイラクの暫定統治のため統治権力を行使してい

た。そうした状況を踏まえ、ヨーロッパ人権裁判所

は、イギリスはその兵士を使って、その死亡した

個々のイラク人に対し権限と支配を行使していた

と認定した。 

本件の最高裁判所の多数意見は、このヨーロッパ人

権裁判所判決ではどの原理が採用されたかは明示

されていないが、②国家機関の権限と支配の原理、

さらにその中の第２の限定された原理：「通常はそ

の政府によって行使されるはずの公的権力のすべてあ

るいはいくらかの行使」を採用して、死亡したイラ

ク人にイギリスの管轄権を認定したと推定する。

この期間、イラク政府は存在していなかったので、

「当該地域の政府の同意、要請あるいは黙認によって」

権力を行使したのではないが、もしイラク政府が存在

していたなら「通常はその政府によって行使されるは
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ずの公的権力」を、イギリス軍は行使していたからで

ある。 

しかし、以上の Al-Skeini 事件に関するヨーロ

ッパ人権裁判所判決の判断は、そのまま本件のスナ

ッチランドローバー事件に適用することはできないと

する。なぜなら、2003年５月から始まった連合国暫定

政権による占領は 2004 年 6 月 30 日のイラク暫定政府

の発足の2日前に終了し、Hewett 二等兵と Ellis 二

等兵が死亡した 2005年及び2006年の時点では、イラ

クのすべての統治権力はイラク暫定政府に移行し、イ

ギリスは、通常ならその国の政府によって行使される

はずの公的権力をもはや行使していなかったからであ

る。 

したがって、Hewett 二等兵と Ellis 二等兵が、そ

の死亡時においてイギリスの管轄権に含まれてい

たのか否かの問いに対し、ダイレクトな答えを

Al-Skeini 事件ヨーロッパ人権裁判所判決から得

ることはできない。しかし、その判決の中の「現在

までに(to date)」という表現は、例外的事由のリス

トがまだ完了していないことを意味し、今後新たな例

外的事由が追加される可能性があり、国が国外の軍隊

に対し国内法及び国際法上管轄権を有するということ

がその兵士たちは人権条約第１条の管轄内にあること

を意味するのか否かの審理を、ヨーロッパ人権裁判所

に求めた訴訟がこれまでなかったことに、それほど悩

む必要はないとする。 

次に、最高裁判所の多数意見は、Catherine Smith

事件最高裁判決が採用した、国外の軍隊は人権条

約第１条の管轄権の範囲に含まれないとする見解

をもはや支持できないとし、その結論を導く要点

を Al-Skeini 事件に関するヨーロッパ人権裁判所

判決から抽出しようとする。 

第１の要点は、ヨーロッパ人権裁判所が例外事

由として「国家機関の権限と支配の原理」を採用

したことである。第２要点は、ヨーロッパ人権裁

判所が、既述の Bankovic 事件判決と Issa 事件判決

との不一致を、「国家機関の権限と支配の原理」の

説明において Issa 事件判決をその判例の１つとして

引用し、Issa 事件判決をこの争点に関するヨーロッパ

人権裁判所判例の主流の中に据えることによって、解

決したことである。第３の要点は、繰り返しになるが、

ヨーロッパ人権裁判所が、Bankovic事件判決の人権条

約の権利及び自由は“分割も調整もできない”とう

考えを否定したことである。 

続いて、最高裁判所の多数意見は「国家機関の権限

と支配の原理」の変遷を、ヨーロッパ人権裁判所

及び同人権委員会の判決・決定から示そうとする。 

この原理が最初に登場したのは、1975 年の Cyprus 

v Turkey 事件ヨーロッパ人権委員会決定 13)であり、

その後いくつかの委員会決定、裁判所判決に見い

だすことができる。ヨーロッパ人権裁判所におけ

る Al-Skeini 事件の審理では、原告は上記の委員

会決定を引用しているが、人権裁判所にはそれを

批判する機会があったがそうしなかった。

Catherine Smith 事件の最高裁判所においても、

Phillips 卿他によって上記の委員会決定は参照さ

れた。したがって、現時点において、この原理は、

最上層部から末端の兵士までその指揮命令系統を

通じて、国の権限と支配が貫徹するという軍隊の

仕組みを考えれば、自明のものであるとする。 

 さらに、最高裁判所の多数意見は、ヨーロッパ評議

会の閣僚委員会（the Committee of Ministers）ある

いは議員会議（the Parliamentary Assembly）がその

文書の中で、軍隊での人権保障が実現するよう勧告し

ていることも、拘束力のない勧告であるが、その根拠

として挙げている。 

 以上から、Hewett 二等兵と Ellis 二等兵に人権条

約第１条の管轄権を認めた。 

 

５．生命に対する権利（人権条約第２条） 

 

 ヨーロッパ人権条約第２条１項は以下のように

規定している：  

  １ すべての者の生命についての権利は、法

律によって保護される。何人も、故意にその

生命を奪われない。ただし、法律で死刑を定

める犯罪について有罪の判決の後に裁判所の

刑の言い渡しを執行する場合は、この限りで

ない。14) 

  

 本件の最高裁判所の多数意見は、１項の権利の２つ

の側面を指摘する。ひとつは実体的なものであり、も

うひとつは手続的なものである。そして、本件に関係

するのは、前者だとする。そしてこの実体的権利には、

国に対し正当な理由なく生命を奪ってはならないと要

求することの他に、生命を守るための法制度、予防措

置、その執行手続の確立を要求することも含意されて

いるとする。 

 まず、最高裁判所の多数意見は、予備的考察をおこ

なう。武力交戦における戦闘行為に関わるいくつかの

問題が司法判断に適さないことは確かだが、軍隊の作

戦行動から生じる死亡・負傷のすべてが、人権条約第

２条の対象外であるとする考えには賛成できないとす

る。そして、ヨーロッパ人権裁判所は、積極的義務を

評価する際には競合する個人の利益と社会全体の利益

との間で公正な均衡をとらなければならないことを繰

り返し強調し、また広範な評価の余地が存在すること

も認めてきたとして、我々は、本件のスナッチランド

ローバー事件の審理において、2005年・2006年のイラ

クでイギリス軍が直面した状況の中で、その両極端
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（the two extremes）の間のどこに境界線を引くかの

決定を迫られているとする。 

 人権条約第２条１項の保護は、兵士を組織化された

軍隊の一部として国外での実戦行動に派兵することに

よって、兵士が実行を命じられることそれ自体に殺さ

れる危険が内在しているとしても適切に装備され自分

を守ることができるのであれば、侵害されたりはしな

い。つまり、人権条約第２条の適用はない。 

しかし、他方で、国家とその軍隊との関係に人権条

約を適用することを不可能にあるいは不適切にするも

のは、国外での作戦行動における装備、計画又は訓練

などの十分さに関しては、存在しない。例えば、兵士

の死因の調査から、その命を守るに必要な装備が支給

されていなかった、拙い計画あるいは危険の不十分な

予測の下で派兵したなどの組織的あるいは作戦上の怠

慢が判明する事例が多く存在している。 

人権条約第２条の実体的義務の軍事活動への適用が、 

不可能にあるいは不適切と考えられる程度は、そのコ

ンテクストによって変化する。練習場で展開される作

戦行動と敵と対面した戦場でのそれとの間には、根本

的な違いがある。後者の場合、裁判所は、そこでなさ

れた作戦行動上の現場の命令を問題にすることには、

慎重でなければならない。また、調達に関する問題が

ある。軍隊への、あるいは軍隊内での資源の割り当て

の問題は、現代の軍装備の多くが最先端技術の成果で

あり、非常に高価なものとなっていることから、政治

的な解決が適している。さらに、実戦における人間の

行動にも、大なる注意をもって、法は関わらなければ

ならない。実戦中の軍隊の作戦行動を厳格な審査にか

けることは、国の防衛能力を低下させる危険をおかす

ことになるからだとする。 

 次に、最高裁判所の多数意見は、この問題に関する

ヨーロッパ人権裁判所の判例を検討する。人権裁判所

は、人権条約第２条は国に対し生命を守るための法体

系をもつことを要求しており、その主たる義務は、刑

事法犯罪の確定と刑事司法機関の執行による生命に対

する権利の保障であるが、国にはさらに、積極的義務

として予防的措置をとる義務が暗黙のうちに課されて

いると解している。この後者の義務はさらに、生命に

対する権利への脅威に対して実効的な抑止措置をとる

ための立法的かつ行政的な体制をつくるという組織的

な義務と、生命に対して現実かつ間近に迫った危機が

生じた場合に、予防的措置を講じる義務とに分かれる

とする。最高裁判所の多数意見は、前者の組織的義務

は、本件での軍隊が作戦行動に派遣される前の段階で

の訓練と装備調達の問題に関わる可能性がある、そし

て後者の義務は本件にずばりあてはまると考える。   

そして、ヨーロッパ人権裁判所は、本件のような軍

事作戦に参加した軍隊に対し、人権条約第２条がどの

程度保障されるのか、を審理する機会をまだもってこ

なかったが、何らかの指針を示すものは存在している

として、ヨーロッパ人権裁判所の判例の検討を続ける。

まず、裁判所は軍隊独特の性格に留意しなければなら

ないことを確認する。そして、人権条約第２条によっ

て市民に与えられる保護と同じものを兵士に期待する

ことは、軍隊の性格と相容れないことは明らかである

とする。適切な訓練と装備の用意によって死亡・負傷

の危険から身を守るということが、なぜ兵士には、警

察官、消防士その他の危険業務従事者と同じようには

実施されないのか、という問いに答えることは難しい

が、兵士がリクルートと訓練から、実戦での作戦行動

へ移動すれば、話は変わってくる。また、実戦に際し

ては、作戦行動の立案とその実施に責任を負う現場の

指揮官に広範な評価権限を与えなければならないとい

うことが、国益から求められるとする。次に、2010年

11月 9日に下された、パラシュート降下訓練中に空

軍兵士が死亡するという Stoyanovi 事件に関する

ヨーロッパ人権裁判所判決 15 に注目し、人権裁判

所が予防的措置をとる義務を取り上げ、この義務は当

局に対し不可能なあるいは不釣り合いな負担をかけな

いように解釈されなければならないと述べ、この積極

的義務の適用はそれぞれのコンテクストに応じて異な

るとしつつ、国が危険な活動を担い、実施しあるいは

それらを認めるときはいつでも、国はその危険性を合

理的な水準にまで減らすよう、規則の制定と行き届い

た管理によって努めなければならず、それにもかかわ

らず損害が生じたとき、それが不十分な規制と管理に

起因するなら、それは国の積極的義務違反に行き着く

との判断を示したことを紹介し、しかしこの人権裁判

所の判断は訓練実施中に生じた事故、つまり国がその

状況を管理できる場合のもので、実戦における予測困

難な場面にこの判断枠組み、つまり規制と管理の枠組

みを適用することはできないとの考えを示した。 

こうして、最高裁判所の多数意見は、ヨーロッパ人

権裁判所の判例の検討から、以下の指針を導き出せる

とする。まず、戦闘状態での軍事作戦の計画及びその

実行に関しては、裁判所は国に積極的義務を課しては

ならない。しかし、人権条約第２条の保護を当人が期

待することに合理性がある場合には、積極的義務は果

たされなければならない。その訴えが人権条約第２条

の保護を超えたものかを判断することは、その訓練、

調達、軍事作戦についての決定が、上層部の命令であ

り政治判断と政策問題に関わっているならば簡単であ

る。また、危険を回避する責任を負う者が敵との交戦

状態にあった場合も、同様に簡単である（超えている）。

しかし、当局あるいは交戦状態にある者に与えられな

ければならない広範な評価の余地が、人権条約第２条

の意味を無にすることなく理解されるように、請求を

中景（middle ground）に持ち込むことができる余地が

あるのか否かの判断は、はるかに困難である。これは
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それぞれの事件の事実に照らしてのみ、なしうると。 

最後に、最高裁判所の多数意見は、こうした指針に

照らして、本件のHewett 二等兵に関する請求を検討

する。スナッチランドローバー事件が生じた環境は、

人権条約第２条の積極的義務が暗黙のうちに課せられ

たこれまでの事件のそれとは同じではなく、また

Hewett 二等兵に関する請求内容明示訴答書の中の

主張と Ellis 二等兵に関するそれも、同一ではな

いとする。それは、Hewett 二等兵が死亡した爆破

は、Ellis 二等兵のそれの 6 ヶ月以上前に生じてお

り、Ellis 二等兵に関する請求は、経験の観点から

の、不十分な装備の供給と重装備の車両によるパ

トロールに限定しなかった失敗とに集中している

からである。しかし、Hewett 二等兵に関する請求

も、少し雑でより広範囲であるが、彼より 7 週間

前に同じ状況で死亡した Brackenbury 伍長代理

の事件から、適切な車両と装備の供給における失

敗とパトロールに責任を有する者が下した作戦決

定に対する批判も含んでいるとする。しかし、多

数意見は、これらの提出された請求内容明示訴答

書（particular）は手短な概略でしかないという

事実を意識すべきだとし、またそれらの請求は

2008 年 1 月と 2009 年 2 月に出訴されており、

Stoyanovi事件ヨーロッパ人権裁判所判決が下され

る前であることも意識すべきだとする。なぜなら、

ヨーロッパ人権裁判所は現在では、本件のような

請求にあてはめられるべきより明確なアプローチ

を提供しているからである。それに照らせば、本

件で遺族が主張している失敗のいくつかは、積極的

義務の中の組織的な義務に関わるように思われ、その

他の失敗は、生命に対して現実かつ間近に迫った危機

が生じた場合の予防的措置を講じる義務に関わるによ

うに思われる。例えば、現場でなされた車両と装備の

供給に関する調達決定と同じく兵士の出動に関する決

定は、後者の予防的措置を講じる義務の範囲に含まれ

うるとする。そして、本件での請求が人権条約第２条

に含意されている積極的義務の構造に、如何に正確に

適合するか否かは、これらの事件に関しより多くの事

実を知らなければ決定できないとの結論を導き出す。 

 

６．戦闘行動免責  

 

 チャレンジャー戦車事件の請求は、Pinkstone 伍長

ら味方の戦車への誤射に直接関与した兵士たちの作為

又は不作為には、コモンロー上の過失責任はないとの

前提ですすめられた。請求の焦点は、関係した２両の

戦車に誤射を防ぐための技術・装置を適切に装備し

なかったという失敗と、派兵前及び戦地において

兵士に対し十分な認識訓練を実施しなかったとい

う失敗に向けられた。 

 これに対し、国防省は戦闘行動免責（combat 

immunity）を訴え、それには、死亡・負傷を生じ

させた作戦行動中の作為又は不作為のすべてが含

まれるよう、広い適用範囲が与えられなければな

らないと主張した。この戦闘行動免責の原理が適

用されれば、裁判所の裁判権から完全に過失責任

の争点を消すことができるのである。 

 最高裁判所の多数意見は、まず、この原理に関

する先例を検討する。この原理が最初に登場した

のは、1940 年の Shaw Savill & Albion Co Ltd 事

件に関するオーストラリア高等法院判決 16)だとす

る。この事件は、イギリス海軍の艦船と民間の船

舶が衝突した事件に関するもので、民間船舶の船

主はその衝突は海軍の過失によって生じたと主張

し、損害賠償を請求した。これに対し海軍は、敵

に対する実戦活動中においては、帝国軍隊は民間

人の損失・損害を回避しなければならないとの注

意義務を負わないと反論した。Dixon 裁判官は、敵

との実戦中に、軍艦の操縦将校が、その海域に現

れた民間船舶への危害を避けなければならないと

のコモンロー上の義務を負っていると考えること

は難しいとした。彼は、さらに、この原理は敵の

存在あるいは敵との遭遇が確実視されている場合

だけでなく、敵に対するすべての作戦行動に適用

されなければならないと主張した。こうした考え

は、1982 年の Grove 事件に関するオーストラリア

高等法院判決 17)の Gibbs裁判官、1996年の Mulcahy

事件に関する控訴院判決 18)の Neill 裁判官に受け

継がれ、2003 年の Multiple Claimants 事件に関す

る高等法院判決 19)の Owen 裁判官も、敵に対するす

べての作戦行動に広げることを支持し、そこでは

兵士は攻撃あるいは攻撃の恐れにさらされており、

さらに軍隊が攻撃を受けるか敵の抵抗に遭うかの

中での作戦行動の計画及び準備も含まれるとした。

が、Owen 裁判官は、この「作戦行動の計画及び準

備」については、そこで損害が生じた作戦行動の

計画及び準備を指しており、これから見込まれて

いる未確定の作戦行動のための一般的な計画及び

準備は含まれないとした。 

しかし、最高裁判所の多数意見は、Owen 裁判官

の、戦闘行動免責をそこで損害が生じた作戦行動

の計画及び準備にまで及ぼすという考えは、緩す

ぎて、これまでこの原理が適用されてきた状況を

超えて適用されることになるとし、2004 年の Bici

事件に関する高等法院判決 20)におけるEias裁判官

の、戦闘行動免責の範囲は限定的に解釈されるべ

きであるとの考えこそが、先例によって肯定され

るとする。 

 そして、チャレンジャー戦車事件の、技術・装置

の適切な装備を怠ったという失敗と派兵前及び戦
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地において兵士への十分な認識訓練を怠ったとい

う失敗に関わる請求は、敵対行動が開始される前にこ

うした措置が取られるべきであったということにまと

めることができるとし、本件での問題は、戦闘行動免

責の原理が、実戦段階の失敗からそれ以前の時点での

失敗にまで及ぼすことができるか否かであるとする。

最高裁判所の多数意見は、本件における敵対行動が開

始される前の失敗にまで、この原理を適用することは、

これまでの適用範囲を超えることになり、認められな

いとする。例えば、Shaw Savill & Albion Co Ltd 事

件において、オーストリア高等法院は、事故当時、

海軍の艦船は敵との交戦状態にはなかったとして

戦闘行動免責を認めず、Mulcahy 事件においては、

控訴院はその適用を認めたが、それは当該事故が

敵との交戦の前ではなく、まさにその最中に生じ

たからであると説明する。 

さらに、免責の範囲を拡大するには、その正当

化が必要であり、それは必要性によって示されな

ければならないとする。Shaw Savill & Albion Co 

Ltd 事件のオーストラリア高等法院判決の中で、

Starke 裁判官が、戦争時に行われたすべての作戦

行動が戦争に関わる作戦行動ではないと述べてい

ること、また Dixon 裁判官も敵との交戦活動と戦

闘行動の中のその他の活動との間には区別が存在

することを認め、後者の例として母港に帰港して

いる海軍の艦船を挙げて説明しているとし、この

例の場合、艦船の将校に注意義務を課してはなら

ないとする根拠は、明らかに存在しなかったとす

る。最高裁判所の多数意見は、以上の視点から、

チャレンジャー戦車事件においても、いつ、技術・装

置の適切な装備と兵士への十分な認識訓練に関す

る失敗が生じたのか、が問題となるとする。そし

て、派兵前であろうと戦地であろうと兵士が訓練

されているとき、あるいは戦車その他の戦闘車両

の装備に関する決定がなされているとき、考慮し、

計画しそして判断を下す時間があるはずであり、

これらの活動は、敵対交戦中の危険から十分に離

れたたものであるから、チャレンジャー戦車事件の

請求には戦闘行動免責は適用されないとの結論を下す。 

 Ellis 二等兵の遺族から請求に関しては、最高裁

判所の多数意見は、そこで主張されているいくつ

かの失敗は、現場において交戦中に指揮官によっ

てなされた決定によるものであり、戦闘行動免責

に含まれるという主張が成り立つ可能性があると

する。しかし、どちらにせよ、人権条約第２条に

基づく請求と同様、この判断に必要な情報が現段

階では不足しているとする。 

 

７．ま と め  

  

スナッチランドローバー事件とチャレンジャー戦車

事件に関する最高裁判所の多数意見は、ヨーロッパ

人権条約に基づく請求に関しては、第１条の管轄

権については認めたが、第２条の生命に対する権

利の侵害については、より多くの事実が必要であ

るとし、コモンローに基づく請求に関しても同様

の理由から、その結論を留保するものとなった。

この事件は、より詳細な事実に基づく審理が高等

法院で開始される見込みである 21)。 

 イラク戦争・占領期間中のイギリス軍が関与し

た事件に、ヨーロッパ人権条約が適用されるのか

否かの問題は、Al-Skeini and others 事件に関す

る 2004 年 12 月 14 日の高等法院（女王座部）判決

においてその適用範囲を限定的に解釈されて以降、

議論されてきたが（その多くは判決に批判的なも

のであったが）、本件の最高裁判所の多数意見によっ

て適用範囲の拡大が示された。イギリス国外のイギリ

ス軍兵士への人権条約の適用は、今後も踏襲されると

思われる。それに対し、人権条約第２条の生命に対す

る権利の具体化、戦闘行動免責適用範囲の明確化に関

しては、活発な議論の展開が予想され、それらの細か

な検討は次の課題としたい。 

ここでは、この判決に対する国防省その他の反

応と、裁判官 7 人の意見が４対３に割れた本件の

最高裁判所判決の少数意見を短く紹介して、まと

めに代えたい。 

 Philip Hammond 国防大臣は、「私は、結局のと

ころ我々の軍隊がその作戦行動を実行することを

さらに困難にし、広範な軍隊の決定を不確かな訴

訟へと開放する可能性のある、この判決の広範な

含みに大いに注目している。・・・我々は、次のこ

とを今後の裁判において主張し続けるだろう、作

戦行動中の軍隊が、我が国の安全を守るために作

戦上必須なものよりもヨーロッパ人権条約を優先

させなければならないということは正しいはずが

ない、と。」と述べた 22)。イギリス陸軍のトップ

（chief of general staff）である Sir Peter Wall

大将は、2013 年 6 月 27 日に RUSI（Royal United 

Services Institute for Defence and Security Studies）

において講演し、その中で「先週の戦闘行動免責

に関する最高裁判所判決の影響を見定めるには、

もうしばらくかかります。私はみなさんに、その

決定は戦闘の真っ直中で下される決定には影響を

及ぼさないことを確約できます」と述べた 23)。2013

年 6 月 25 日の貴族院でも取り上げられ、フォーク

ランド戦争に従軍した元海軍将校の West 卿が「持

っている装備でその戦争を戦うのが軍人の義務で

ある。この義務に反対するために人権法を使うこ

とができるとは、全く馬鹿げている」と主張した

他、他の議員からも今後の作戦活動への懸念が示
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された 24)。議会・庶民院の国防委員会は、2013 年

7 月 3 日に“派兵されたイギリス軍兵士の保護と

義務に関し、その合法性と正当性を保障するため

の新しい調査”を始めると発表した 25)。2013 年 7

月 31 日のイギリスの新聞は、2003 年 6 月にイラク

で反発したイラク人群衆に殺害されたイギリス憲

兵隊員の遺族が、この事件における国防省の対応

に過失があったとして訴訟を起こす、前月の最高

裁判所判決を受けての動きであると報じた 26)。 

 最高裁判所判決の３人の裁判官の少数意見の中

で、最も詳細な Mance 卿の意見を取り上げる。ま

ず、Mance 卿は管轄権については多数意見に同意す

る。しかし、コモンローによる判断を、ヨーロッ

パ人権条約第２条によるそれよりも優先させるべ

きだと主張する。そして、それぞれの請求の中味

を吟味し、例えばチャレンジャー戦車事件におい

ては、現場において戦車の砲撃を指揮した下士官

の責任を無視することはできないとする。コモン

ロー上の兵士に対する国の責任については、1947

年国王訴訟手続法（Crown Proceedings Act）から、

国王は不法行為に関して他の使用者と同じ責任を

負うことになるが、戦時の実戦に関しては軍の行

動は司法審査の外にあるとする判決の存在を指摘

する。そして交戦状態での作為又は不作為に適用

されるコモンロー上の戦闘行動免責に関しては、 

本件の２つの請求は、交戦状態から離れた状態で

の出来事として戦闘行動免責には該当しないよう

に主張されており、したがって注意義務（duty of 

care）の有無が問題となるとし、公的政策（public 

policy）における注意義務に関する判例を検討し

ていく。そして、多数意見では装備の調達・訓練

の実施等と実戦における現場での命令等の間の関

連性が、軽視されていることなどを指摘し、より

良い装備・訓練は政策決定と関係しそれらはより

広範な問題へとつながる可能性があり、しばしば

政治的論争となるとする。さらに、死亡した兵士

の遺族が国をその装備の不備を理由に訴えること

ができるとするならば、兵士たちも実戦中に、そ

の装備は不十分なもので、したがってそれを使っ

て戦闘行動に入れと命令することはコモンロー上

の注意義務違反あるいは人権条約第２条違反だと

主張するかもしれない、もし国内法によってそれ

を強制すれば兵士たちはヨーロッパ人権裁判所に

訴えるかもしれない、とも述べる。したがって、

コモンロー上の不法行為に基づくチャレンジャー

戦車事件の請求は、交戦状態におけるものであり

国に注意義務はないとして、却けられるべきであ

る、Ellis 二等兵の遺族から請求も同様であるとし

た。次に、人権条約第２条に基づくスナッチランド

ローバー事件の請求に関しては、本件のような事件に

ついて、ヨーロッパ人権裁判所は判決を下しておらず、

そうした中ではコモンローに照らして判断を下してお

くのが国内裁判所としては妥当な対応であるとし、そ

の請求も、却けられるべきであるとの結論に達し

ている。 
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数学と化学の学際共同研究と福井プロジェクト I 
 

有本 茂 1* 福田信幸 2* 廣木一亮 3* 村上達也 4*  
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Mathematics and Chemistry  

Interdisciplinary Joint Research and the Fukui Project I 

 

Shigeru ARIMOTO, Nobuyuki FUKUDA, Kazuaki HIROKI, Tatsuya MURAKAMI 
Isao NARUKI, Kyoji SAITO, Shigeru TAKEUCHI, and Masaaki YOKOTANI 

 

The present series of articles (Parts I, II, and III) records essentials of the Mathematics and Chemistry Interdisciplinary 

Symposium 2013 Tsuyama, whose main themes were symmetry, periodicity, and repetition. The symposium was held on 

April 5th and 6th in Tsuyama city, Okayama, Japan, in conjunction with the Fukui Project and was devoted to the memory 

of the late Professor Kenichi Fukui (1981 Nobel Prize) who initiated the project. The present series also provides a 

challenging cross-disciplinary problem which is directly related to the Fukui conjecture and to recent carbon nanotube 

research. This problem is formulated using mathematical language of unique factorization domain (UFD) and related 

notions, which are not well known among chemists despite the importance of these notions in elucidating additivity and 

high-speed asymptotic phenomena in molecules having many repeating identical moieties.  

 

Key Words: the Fukui conjecture, Elliptic functions, Unique factorization domain (UFD), Carbon nanotube, 

Polyacetylene 

１．緒 言 
 

 平成２５年、４月５日（金）、４月６日（土）、

津山高専において、「数学と化学の学際シンポジュー

ム・２０１３・津山」と称する集会が開かれた。本論

文は、この学際シンポジュームで発表された学術的内

容を総括記録すると共に、福井予想及び最近のカーボ

ンナノチューブ研究と関連し、数学と化学の学際領域

において重要性をもつ概念「一意分解整域（UFD）」を

その定式化の中にもつ１つの学際的基本問題を提起す

るものである。（この問題提起の部分のみは、英語で

表記した。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記学際シンポジュームは故福井謙一博士（１９８

１年ノーベル化学賞）がカナダを本拠地として１９９

２年開始した、国際的・学際的・世代交流的共同研究

「福井プロジェクト」のグループ及び、津山市、津山

市教育委員会の後援で、最近の福井予想証明とナノサ

イエンスに関係する成果を記念する集会であった。本

シンポジュームの数学の部では数学と諸科学の交流の

歴史を顧み、現在化学者にとって疎遠であるが今後重

要性が増すと考えられる楕円関数、複素解析等の数学

分野に関連した講演がなされた。 

これらの講演の本質的部分を記録し、補足した本論

文は New Frontier Project と称する福井プロジェクトの

新しい局面展開に呼応するものである。 

 ４月５日の第１部は、数学と隣接科学分野の概観、

数学と化学のとの間に横たわる広大な未開拓領域に関

する概説、福井謙一博士の回顧より始まり、京都大学 

物質−細胞統合システム拠点 (iCeMS)の村上によるカ

ーボンナノチューブの癌治療への可能性をさぐる話

（講演は録音再生を用いた）、今年１０月、津山講演

予定の白川英樹博士（２０００年ノーベル化学賞）の

原稿受付 平成 25 年 8 月 30 日 

1＊, 2＊, 8＊ 津山高専 一般科目  3＊ 津山高専 一般科目 

4＊ 京都大学  物質−細胞統合システム拠点 (iCeMS) 

5＊ 立命館大学 理工学部・数学物理学系・数理科学科 

6＊ 東京大学 カブリ数物連携宇宙研究機構 

7＊ 岐阜大学 教育学部・数学科 
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直弟子、廣木による、ポリアセチレン合成の発見論的

逸話等が披露された。 

また、この日、本シンポジューム特別ゲストにより、

数学とその隣接科学の歴史的概観と数学と化学の境界

における新しい動向についての話が披露された。４月

６日の第１部はドイツの国際学術雑誌で紹介された中

に向かって無限に繰り返しを持つ神秘的な「津山城関

数」と呼ばれるフラクタル３次元図形にかかわる話、

朝日新聞社賞受賞の津山高専４年生橘智子さんによる

「複素ピタゴラス数の構造について」の話、津山高専

数学科、横谷、福田による、一般、数学アマチュア向

け初等的「フェルマーの無限降下法」の話を経て、斎

藤、成木による「楕円関数と２重周期性」の講演が行

われた。  

 
２．福井謙一博士の思い出 

 

 平成２５年、４月５日、６日「数学と化学の学際

シンポジューム」冒頭において、福井プロジェクト・

ディレクタ－有本と長崎総合科学大学、新技術創成研

究所所長（京都大学名誉教授）山邊時雄教授により福

井謙一先生を回想する講演がおこなわれた。（後者の

講演は録音再生を用いた。）また、有本による福井謙

一先生回想の講演は補充された形で、化学同人出版、

学術雑誌「化学」に２０１３年１１月、発表された。

（第 III 部後記参照） 

 
 

３．ＵＦＤの数学 I 
 

成木勇夫 
 

 零因子を持たない可換環は整域（integral domain）と
呼ばれる。整域の理論の中で、良い性質を持つ類とし
て知られているものの一つとして、一意分解整域
（unique-factorization-domain, 略して UFD）と呼ばれる
ものがある。この小論では、それの本質が明らかにな
るような形で UFD を定義し、UFD 理論における最も
基本的な定理：「UFD 上の一変数多項式環は再び UFD
である」の証明について概説して見よう： 
 まずRは可換環とする。Rの二つの元u ,v に対して、
v はuの因子（factor）であるとは、u v w= ⋅ となる

{0}w RÎ - が存在するときに言う。Rの零元0はそ
れ自身の自明な因子であるが、0の、0ではない因子
は零因子と（特別に）呼ばれる。従って、Rがもし、
（上の意味で）整域であるとするならば、Rの0でな
い元の積は決して0とはならない。そして、これがま
たRが整域であるための条件である。 
 以後、Rは整域であると仮定する。また因子に関す
る議論は * {0}R R= - 上に限って行うことにしよう。 
 因子はまた、約元（divisor）とも呼ばれるが、その
理由はv がuの因子であることをv はuを約す、或は
割る（divide）などと言い表すからである。このuとv
の関係は記号 

|v u  

で表し、二項関係 |  を整除関係と呼ぶ。（整除 ＝ 割
り切ること。）また、このとき、 

u vw=  

となる *w RÎ は（一意的に決るので）記号 

u

v
 或いは /u v  

などで表し、uの、v による商（the quotient of u  by v ）
と呼ぶ。 
 整除関係に対しては、明らかに次の推移律が成り立
つ： 

(T)      |w v , |v u    |w u  

しかし、整除関係は一般には順序関係ではない。この
ことは以下の議論から理解される。 
 同値関係～を次のように定義する：  

u～v
def

 |u v , |v u  

さて、これによってu～v と仮定すると 

v

u
 ,  
u

v
 

は互に逆元、とくにどちらも1の約元である。一般に1
の約元は可逆元（invertible element）と呼ばれ、可逆元
の全体は *R での積に関して群をなす。この群を記号 

( )I R  

または単にI で表すことにしよう。 
 群I は乗法群として * {0}R R= - に作用しI による
軌道空間 * /R I は同値類空間 * /R ～と一致する。整除
関係 |  は自然に * /R ～での整除関係 |  を誘導し、そ
れは * /R ～での順序関係となる。 
 このような少し人工的な同値関係～の定義や
* /R ～上での順序関係となる整除関係などについて、

もう少し合理的で自然な説明を与えるには、Rにおけ
る単項イデアルの概念を用いた言い換えを導入するの
が早道である。 
 * {0}R R= - の元v に対して、v で生成されるRの
単項イデアルを( )v で表す： 

( ) : { | }v av a R= Î  

明らかに 

 （i） u～v    ( ) ( )u v=  

 （ii） |v u    ( ) ( )u vÍ  

が成り立つ。 
 実際、( )v はv を約元とする元の全体であるから 

|v u    ( )u vÎ     ( ) ( )u vÍ  

と（ii）が証明される。また、u～v は |u vかつ |v uと
定義されたので（ii）から（i）が従う。 
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 （i）によって、一つの単項イデアルの生成元の全体
は、同値関係～による一つの同値類をなし、逆もまた
成り立つことが分る。 
 
 （ii）を考慮して、同値類の大小関係を 

[ ] [ ]v u£    ( ) ( )u vÍ  

と定義する。[ ]u , [ ]v はそれぞれu , v の属する同値類
である。この定義によれば 

[1]I =  

は最小類である。対応するイデアルは最大イデアルR
である。 
 類aが [1]I = と異なり、またb a£ となる類b がI
と自身a以外にないとき、aは既約類と呼ばれる。 
 既約類に対応する単項イデアルは、Rを除いた全単
項イデアルの集合の中で、包含関係に関して極大なも
のであることになる。 
 ここで、小さな反省をして見る。確かに
* {0}R R= - には二元の乗法（積）があって、それは

可換で、結合律を満たしている。しかし、I 以外の元
には逆元がないので一般には *R は群ではない。しかし、
それは単なる可換半群であるばかりではなく、単位元
1を持ち、乗法は簡約律 

uw vw u v=  =    （u ,v , *w RÎ ） 

を満たしている。従って *R は、（半群の一般理論によ
って） *R で生成される可換群の中に（算法もこめて）
埋め込まれる。このような可換群は同型を除いて一意
的に決まり *R の商群（the group of quotients）と呼ぶ。
この商群を *K で表す。 *K は *R で生成されるので、 *K
の任意の元は 

1 u
uv

v
- =    （u , *v RÎ ） 

の形に書き表される。もちろん、表現は一意的ではな
く 

'

'

u u

v v
=    ' 'uv u v=  

と約束される。 
 ここで *K の二つの元の和を 

u s ut vs

v t vt

+
+ =  

と定義すれば、 0ut vs+ ¹ ならば、この和は二元の表
現には依らず *K の元として確定する。また

0ut vs+ = の場合は二元の和はRの元 0であるとす
る。この場合 

( 1)
s u u

t v v

æ ö- ÷ç ÷= = - ⋅ç ÷ç ÷çè ø
 

となるので、積と和の間に分配律が成り立つとすれば、
この定義はまったく合理的である。 
 実際、 

*: {0}K K=   

と定義すれば、Kは * {0}R R=  を含む体となる。K
はRの商体（the quotient field）と呼ばれる。それは整
域Rを含む最小の体であると考えることが出来る。 
 同値類空間 * */ /R I R= ～の各元はRにおける非
零単項イデアルと 1 対 1 に対応していることは上に見
た通りである。すなわちu , *v RÎ に対して 

u～v    ( ) ( )u v=    /u v IÎ  

が成り立つからである。 
 では剰余類空間 * /K I の各元に対して、類似の対象
を考えることが出来るであろうか？ 
 まず任意の *u KÎ に対しても 

( ) : { | }u au a R= Î  

と置くことが出来、これは分配律により、明らかに加
法部分群（ RÍ ）であり、またRの任意の元の乗法に
よって自身の中に写される。従って、Rの部分集合で
あると言う条件を除けば、イデアルであるための（残
りの）条件をすべて満たしている。このことから( )u は
uによって生成される単項分数イデアルと呼ばれる。 
 この考察により * /K I の各元は、一つの単項分数イ
デアルの生成元集合と同一視される。そして * /K I も
* /R I と同様に順序付けられる： 

[ ] [ ]u v£    ( ) ( )u vÍ    */u v RÎ  

 但し、[ ]u ,[ ]v などはそれぞれu ,v の属する同値類（＝
剰余類

u
I ,

v
I ）を表すものとする。 

 さて、これまでは * /K I は乗法群であると考えて来
たが、これからは、可換群なので、それを加法群と見
做しても、十分注意すれば、論理的には何の問題も起
こらない筈である。（環R、体K には乗法の他に加法
もあるが、それは * /K I の算法には何の影響も与えて
いないからである。）すなわち * /K I の単位元I は0と
書かれ、 * /K I での算法+は 

[ ] [ ] : [ ]u v uv+ =  

と定義される。 
 上で導入された順序£ に関して、 0 より大きい
* /K I の元は正元と呼ばれ、0より小さい元は負元と

呼ばれる。出発点の半群 * /R I は非負元の全体であり、
従って 

*: / {0}P R I= -  

は正元の全体である。上で既約類の概念を導入したが、
それは順序£に関する、Pの中の極小元と新たに特徴
付けられる。Pにおける極小元全体の集合を記号 
 

L  
 

で表すことにしよう。 
 これだけの準備の上で、ようやくRが UFD であるこ
とを定義することができる。 
 （第Ⅱ部に続く。） 
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４．楕円積分 
 

斎藤恭司 
 

楕円積分の研究は加法定理の発見（オイラー1751）以
来長い歴史があるが（文献 14) 参照）、本節では天下

り的にモジュライパラメータに関わる幾つかの結果を

原始形式の積分の立場から要約してみる（文献 9)-12) 
参照）。 

 §1 まず次の三種の方程式で定まる楕円曲線の族を

三つ考えよう。 

2

2 3

2 2 3
: ( , , ) : (4 ).
A

A F x y g y x g x g= - - -  (0.1) 

2

2 4 2 2

2 2 4 2
: ( , , ) : ( 8).
B

B F x y g y x g x g g= - + + +
 

(0.2) 

2

2 2 2 2 3

2 2 6 2
: ( , , ) : ( ) (3 ) 2 .
G

G F x y g x x y g x y g g= - + + + -

  (0.3) 
これ等は歴史的には各々Weierstrass、JacobiそしてHesse
の標準型として良く知られている（正確にはそれ等を原

始形式の立場から座標変換を施している）。それを改め

てrank 2のルート系の名を用いて
2
A -型、

2
B -型そして

2
G -型と名付ける。その理由を以下に述べよう。 

まず、式中のgは下付き数字で示したウエイトを持つ

複素二変数パラメータ空間 2 （それ等を型に応じて

2A
S , 

2B
S 又は

2G
S と名付ける）の点を動くものとする。

天下りであるが、判別式を 

 
2 2

2

2 3 2 4

3 2 4 2

2 6

6 2

: , : 64,

: 4
A B

G

g g g g

g g

D = - + D = - +

D = - +  
(0.4) 

と置きその零面を
2A

D ,
2B

D 及び
2G

D と記しディスクリ

ミナントと呼ぶ。すると、補集合の各点 
2 2
\

A A
g S DÎ , 

2 2
\

B B
S D 又は

2 2
\

G G
S D に対し、方程式 (0.1), (0.2), (0.3)

の零面が複素xy平面に定めるアフィン曲線
g
E は各々

穴が一個、二個又は三個あいた楕円曲線となる。複素楕

円曲線は位相空間としては2次元トーラスなので、下図

の第一段のように表示しておく。更に複素xy平面の自

己同型写像s を 

2
( , ) : ( , ),

A
x y x ys =  

2
( , ) : ( , ),

B
x y x ys = -

2

3
( , ) : ,

2 2G

x y x y
x ys

æ ö+ - ÷ç ÷= -ç ÷ç ÷çè ø
 

と置くと、各々、対応する楕円曲線の定義方程式を不変

にする位数1、2及び3の巡回群 s を生成し、楕円曲線

の穴に推移的作用する事が分かる。 

 ここで楕円曲線の1次元ホモロジー群
1
( , )
g

H E  を考

えると、夫々の型に応じて、次の図の一段目の様に
i

g  

(0 2, 3, 4i£ £ )という基底が取れ、各々階数が2、3又は

4の自由加群である。次の図の二段目はそれ等の基底の

交叉状況のダイアグラム表示を与えたものであるが、

 
 

夫々
2
A -型、

3
A -型そして

4
D -型のディンキン図式に成

る事が見て取れる。この事により、
1
( , )
g

H E  は対応す

るルート系のルート束に同一視される。ここで自己同型

写像s は基底の集合であるディンキン図式の自己同型

も引き起こしている。その自己同型により、ディンキン

図式を折り畳んだ結果の図が上図最下段に与えられて

いる。直ぐ見て取れる様に、夫々
2
A -型、

2
B -型そして

2
G -型のディンキン図式に成る事が見て取れる。この折

り畳まれたダイアグラムの二個の頂点が、不変部分群

1
( , )
g

H E s の基底を記述している。これが、夫々の楕円

曲線族に上記の名前を与えた理由である。以降三つの型

を統一的に扱うために、
2 2

(3)A I= 、
2 2

(4)B I= および

2 2
(6)G I= と置く。1 

 以上が意味ある方程式を見つけるという§1に対応す

る。次に§2及び§3を考えよう。 

 §2 a) 天下りであるが、被積分微分形式として前§1 

の三つの楕円曲線族の各型
2
( )I p

 
(p =3, 4又は6) 各々

に対し次のシンボルを考える。 

 
2

2

( )

( )

: Res
( , , )I p

I p

dxdy

F x y g
z

é ù
ê ú= ê ú
ê úë û  

(0.5) 

その意味は次の通りである。各点g を固定すると右辺の

括弧の中身はxy平面上の有理式係数の2-微分形式で丁

度楕円曲線
g
E に一位の極を持つ。それに対しResidue

（剰余）と呼ばれる
g
E 上の１-微分形式が定まる。 

それはxy 座標を用いる事により

2 ( )
/

I p

dx

F y¶ ¶
と表示さ

れる（ただし、 ,x yは
2 ( )
( , , ) 0

I p
F x y g = なる関係を満た

している）。即ち
2 ( )I p

z はg でパラメトライズされた１-

微分形式の族である。少し計算すると、この
2 ( )I p

z は穴

も含めた全楕円曲線の上で正則（極を持たない、即ち第

一種）となる事もすぐ分かる。この
2 ( )I p

z が原始形式の

古典的な例となる（文献 9),14) 参照）。 

 b) 次に原始形式
2 ( )I p

z を積分するサイクルのなす加
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群として各点g 毎に、
1
( , )
g

H E  の中の巡回群不変な階

数２の部分加群を考える。すでに脚注１で述べたように、

それは束
2 ( )I p
L と同型であるが、同型写像（即ち基底

1
e ,

2
e に対応する

1
( , )
g

H E  の元の取り方）は点g のみで

は決まらない（実際は点g とディスクリミナントの二つ

の分岐とを結ぶ道に依存して決まる）。即ち或起点
0
g で

同型を一つを固定してやると、あとはそこから点g まで

の
2 2( ), ( ),

\
I p I p
S D 内の道gに沿っての平行移動により

決まることが分かる。又、その決まり方は道gのホモト

ピー類にのみよる。この記述の帰結として次の二つの写

像が構成された。 
 
モノドロミー表現： 

2 2 21 ( ), ( ), 0 ( )
: ( \ , ) Aut( ),

I p I p I p
S D g Lr p  

道 に沿った の平行移動{ : }
X

g L g gg g gÎ =  . 

 
周期写像： 

2 2 2( ), ( ), 0 ( )

~( \ , ) Hom ( , ),
I p I p I p
S D g L    

2 2( ) ( )
{ }.

I p I pg
g L

g
g zÎ Îò   

 
先に行く前に基本群

2 21 ( ), ( ), 0
( \ , )
I p I p
S D gp   を決定し

ておく。Zariski van Kampenの古典的方法を(0.4)のディス

クリミナントの定義方程式に適用することにより、基本

群は以下の生成系と関係式で決まる。 

2 ( )
: , |

I p
G a b ab ba= =   

（ここで、定義関係式の両辺は各々文字a及びbが交代

的に現れる長さpの語である。現在の言葉ではこの群は

2
( )I p -型のArtin群である（文献 3), 12) 参照）。2 

 §3 以上の§1及び§2をふまえて、周期写像を考察

する（このセクションの詳細については文献 12) §6 
を参照）。 
 
定理 a) モノドロミー表現は次の完全列で与えられる： 

 2( ) 1
1 ([ / 2]) 1

p

I p
G p  G 

 
(0.6) 

但しは元 ( ) ( )( ) ( )k p k pab ba= ( (3) 12k = , (4) 8k = , 

(6) 6k = )で生成される無限巡回群であり、
1
([ / 2])pG

は対応
1 1

0 1
a

é ù-ê ú
ê ú
ê úë û

 , 
1 0

[ / 2] 1
b

p

é ù
ê ú
ê ú-ê úë û

 により束

2 2 2( ) ( ) ( )
( , )
I p I p I p
L J J- + の自己同型群の主合同部分群に

埋め込まれる。 
 

定理 b) 周期写像は次の
1
([ / 2])pG -同変な双正則同相

写像を引き起こす。 

2 2 2( ), ( ), 0 ( )

~( \ , ) /
I p I p I p
S D g 

   . 

但し周期写像の像領域は次のように与えられる。 
 

2 2( ) ( ) 1 2
: { Hom ( , ) | Im( ( ) / ( )) 0}.

I p I p
L e ej j j= Î >

   

 
定理 c) デデキントのエータ関数 ( )h t を用いて

2 ( )I p


上の関数を 

 (但し
2 ( ) 2

1 2

: ( ) ([ / 2] ) ( )

: ( ) / ( ))
I p

p e

e e

l h t h t j

t j j

=

=
  (0.7) 

と定義する。すると
2 ( )I p

l は主合同部分群
1
([ / 2])pG 上

のキャラクター 

( )
2 ( ) 1
: ([ / 2]) , , exp 1 / ( )

I p
p a b k pJ p´G  -   

をもつウエイト1 のカスプ形式であり、かつ判別式の次

の巾根を与える： 

 2 2

2 ( )

( ) ( )

k p

I p I p
lD =

 
(0.8) 

3 

ここで (3) 6, (4) 4k k= = 及び (6) 3k = である。 

 注. 楕円積分がそれ以前の弧長積分と比較して注意

を引いたのはFagnano によるレムニスケート曲線の弧

長の倍化点の代数性の発見（1718）そしてそれを一般化

したEuler による加法公式の発見（1751）による。即ち、

指数関数（三角関数）を超えた加法性を持つ関数の発見

に繋ったからである。これがその後のAbel-Jacobi の理

論へと、そして更には、現代のHodge 構造の理論へと

発展していく様はまさに壮観である。他方、同じ楕円積

分が、加法性とは別の視点である同次元性や原始性の立

場からも、あらたな古典としてよみがえり新しい数学を

導いている様に見える。偶然と言うには深い驚きであり、

魅力的に思える。 
 

1 同一視の意味を説明しよう。曲線
g
E のパラメータg をディスク

リミナントに近付けるとその経路に応じて 1 ,( , )gH E   の元が潰れ、

その(生成)元は消滅サイクルと呼ばれる。今ディスクリミナント

2
( )I p

D の原点における重複度二なので、その二つの分岐に対応し取れ

る消滅サイクルを
1
e ,

2
e とすると、 1 ,( , )gH E   の

2 ( )I ps -不変な部

分加群の基底を与える。更に
1
e ,

2
e 間の Seifert 形式 (link数) は（一

方の分岐の重複度が[ / 2]p である事から計算でき）

2
( )

1 [ / 2]

0 [ / 2]I p

p
J

p

-
=

é ù
ê ú
ê ú
ê úë û

となる。すると、加群
2
( ) 21:

I p
L e e= +  は

ホモロジー群としての交叉形式は反対称形式
2 2
( ) ( )

t

I p I p
J J- + を持

つが、他方、対称内積 
2 2
( ) ( )

t

I p I p
J J+ に関し

1
e ,

2
e を単純ルート基

底とする
2
( )I p 型のルート束と見なせる。 

2 群の生成系であるa ,b を与える道と消滅サイクル
1
e ,

2
e を与え

る為に選んだ道とは互いに“連動”しているのであるがここでは説明

は省略する5)。 
3 この様に、判別式の高位の巾根がキャラクター付カスプ形式で与

えられる事の単純な幾何的説明は今のところない。その本格的理解に

は鏡像対称性が必要となると思われる。 

 一般に、任意の有限ルート系X に対して、周期領域
X
 , シンプレ
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クテック・ディスクリート群 ( )XG 、位数
0

( )k X
>

Î  、キャラクタ

ー : / (2 ( ) )
X X

k XJ G  Ì  等が定義される（文献 2）参照）。

この時、判別式
X

D の2 ( )k X 位の巾根を与えるキャラクター
X

J 付の

X
G 付のカスプ形式

X
l が存在するであろうと予想されているが13)、今

のところ検証されているのは楕円積分に帰着できる上記の
2
A , 

2
B , 

2
G 及び

3
B 型のみである。 
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This is the second part of the series of articles that records essentials of the Mathematics and Chemistry 

Interdisciplinary Symposium 2013 Tsuyama, whose main themes were symmetry, periodicity, and repetition. The 

symposium was held on April 5th and 6th in Tsuyama city, Okayama, Japan, in conjunction with the Fukui Project and was 

devoted to the memory of the late Professor Kenichi Fukui (1981 Nobel Prize) who initiated the project. The present series 

also provides a challenging cross-disciplinary problem which is directly related to the Fukui conjecture and to recent 

carbon nanotube research. This problem is formulated using mathematical language of unique factorization domain (UFD) 

and related notions, which are not well known among chemists despite the importance of these notions in elucidating 

additivity and high-speed asymptotic phenomena in molecules having many repeating identical moieties.  

 

Key Words: the Fukui conjecture, Elliptic functions, Unique factorization domain (UFD), Carbon nanotube, 

Polyacetylene 

１．緒 言 
 

 福井予想の証明には理論化学、数理化学において比

較的親近性を持つ関数解析やオペレータ代数の数学言

語と同時に一般の化学者に馴染みの少ない環論、UFD

の理論、特異点解消に関連する数学言語が基本的意義

をもつ。 

 読者は本報読後の文献 1)-5)を参考にされたい。 
 

２．ＵＦＤの数学 II 
 

成木勇夫 
 

 

 

 

 

L * /K I  

 
 
 

  定義 I： Rが UFD（一意分解環）であるとは
* /K I が埋込写像 

L * /K I  

によって、Lを基底とする自由加群 [ ]L と自然に同型
となるときに言う。 
 この定義の意味をよく理解するために、任意の空で
ない集合M に対して、M を底とする自由加群 ( )M
を具体的に構成して見よう。 
 まず次のことを注意しよう。M から整数全体のなす
加群 の中への写像の全体の集合Map( ,M )は次のよ
うに定義される二元の和によって、明らかに加群（＝
アーベル群＝ -加群）となる： 

( )( ) ( ) ( )f y m f m y m+ = +   （ Mm Î ） 

           （ ,f y Î Map( ,M )） 

任意のf ÎMap( ,M )に対して、その台（＝support）
を 

supp( ) : { | ( ) 0}Mf m f m= Î ¹  

と置いて定義するならば、その台が空集合となる元は
零元であり、 f- は( )( ) ( )f m f m- = - によって決まる。 

原稿受付 平成 25 年 8 月 30 日 

1＊, 2＊, 8＊ 津山高専 一般科目  3＊ 津山高専 一般科目
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 さて、目的の ( )M は Map( ,M )の部分群として次
のように定義される： 

( ) : {M f= ÎMap( ,M ) | supp( ) :f finite set}  

これが部分加群であることは 

supp( )f = supp( )f-  

supp( )f y+ Í supp( )f  supp( )y  

などから理解される。 
 この ( )M がM を底とする自由加群と呼ばれるの
は、M を ( )M の中に埋め込む標準写像 

:Mi  ( )M  

が次のように定義されるからである。すなわち、与え
られた

0
Mm Î に対して 

0

0
0

1 ( )
( )( )

0 ( )

m m
i m m

m m

ìï =ïï= íï ¹ïïî

　　

　　 　
 

と定義する。 
 写像iは単射であり、M と像 ( )Mi をiによって同一
視すればM は ( )M の部分集合となり、 ( )M はM の
有限個の元の形式的 -係数 1 次結合の全体として表現
される。実際、f Î ( )M に対して、自明な等式 

supp( )

( ) ( )
m f

f f m i m
Î

= å  

が成り立つからである。 
 この説明から、次の ( )M の普遍的性質が証明され
る： 
 
 定理 I： 集合M から任意のアーベル群（＝加群）A
の中への任意の写像 f に対して、加群準同型 

:f ( )M A  

が一意的に存在して 

f f i=    

が成り立つ。 
 
 実際 

supp( )

( ) ( ) ( )f f
m f

f f m m
Î

= å  

と必然的に定義され、また、この定義は定理の要請に
対して十分である。 
 M を基底とする自由加群 ( )M はこの普遍的性質
によって（同型を除いて）特徴付けられることも簡単
に理解される。この性質を持つ二つの加群があれば、
それらのどちらにもM は自然に埋め込まれているの
で、一方から他方への加群準同型が二つ得られるが、
それらの合成も（合成の向きを変えることによって）
二つ得られるが、どちらも恒等写像である。定理の f が
M 上で恒等写像であるならば、fも一意性によって恒
等写像でなければならないからである。このような自
由加群 ( )M は函手論的なものである。 
 さて、Rは UFD であると仮定して、Rの商体K の
乗法群 *K の構造を明らかにするために定理Iを応用し

て見よう。 
 まず UFD であるとの仮定から同型 

（i）        * /K I @ ( )L  

が成り立っている。Lは * /R I の既約類の集合であっ
た。 
 Lの任意の元lは * /K I における剰余類であるの
で類lの中からlを代表する（ *R の）元を一つ選び、
それをl̂で表す。 * *R KÍ なので ˆl l をLから加群
*K の中への写像と考え 

ˆ( ) :f l l=  

と写像 *:f KL  を定義する。 
 ここでM = L , *A K= と置いて、定理 I を適用す
れば、加群準同型 

（ii）       :f ( )L *K  

が得られる。これを更に同型（i）と合成すれば、準同
型 

（iii）      * *: /K I Ks   

が定義される。更にこれを標準的全射 

* *: /K K Ip   

と合成すればp s は f の取り方からL（ * /K IÍ ）

をそれ自身に恒等的に写している。再び定理 I を同型

（i）を通して適用すれば 

（iv）        *( / )K I
idp s =  

が得られる。 
 等式（iv）によって、特にs は単射であることが解
り 、 ま た 任 意 の *v KÎ に 対 し て 、 v と

( ) ( ( ))v vs p s p= の商はp の核 I に属することも解
る。（ *K は、まだ乗法可換群と考えている。）すなわち
v はI の元と Im( )s の元として一意的に書かれる。す
なわち乗法可換群 *K はI と Im( )s の直積である。明ら
かに Im( )s は加法可換群 * /K I @ ( )L と同型だから、
結局 *K は直積 

I ´ ( )L  

と同型であることが証明されたのである。 
 具体的には( , )u If Î ´ ( )L に対応する *K の元は 

( )

supp( )

ˆu
f l

l f

l
Î

⋅   

と一意的に表される。 
 既約類l Î Lは *ˆ Rl Î によって代表されているので

ˆ ˆ[ ] Il l l= = であるが、lに対応する単項イデアルは 

ˆ ˆ( ) { | }a a Rl l= Î  

と取り敢えず代表元を用いて表現する他なかったので
あるが、もちろんこの単項イデアルは代表系 l̂の取り
方に依存しないので、もっと合理的に、この単項イデ
アルを記号 
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( )l  

で表現することにしよう。 
 この約束のもとで次の定理が成り立つ： 
 
 定理 II： Rは UFD であり、Lは * /R I における全
既約類の集合であるとする。このとき、すべてのl Î L
に対して、単項イデアル( )l は素イデアルである。 
 証明） *R の元v , 'v に対して 

' ( )vv lÎ  

であると仮定する。すなわち 

( ') ( )vv lÍ  

すなわち 
（1）      ( ) ( ')v vl p p£ +  
であると仮定する。 *R ∋v , 'v なので 

0 ( )vp£ , ( ')vp  

すなわち 

( )vf p= , ' ( ')vf p=  

と置けば、もちろんlに対しても 

( )f l , '( ) 0f l ³  

である。（1）より 

( ) '( ) 1f l f l+ ³  

となるので 

( ) 1f l ³ , 或いは '( ) 1f l ³  

でなければならない。すなわち 

( )v lÎ , 或いは ' ( )v lÎ  

が成り立つ。これで( )l が素イデアルであることが証明
された。 
 ここで、次のような反省をして見る。Rが UDF であ
ることは、同型 

( )L * /K I@  

の存在であった。Lは * /K I の部分集合なので写像
( )L * /K I は埋込L * /K I から一意的に決

まるが、これが同型であることが、Rが UFD であるこ
との決定的な意味である。すなわち逆同型 

* /K I  ( )L  

が存在することが重要なのである。 
 実際、まず標準写像 * * /K K I と合成することに
よって、写像 

*K  ( )L  

が得られ、また各l Î Lに対して射影写像 

( )L  ( )i l⋅ »  

を更に連結して、加群準同型 

*:v Kl   

が得られる。これは商体K に対して、付値（valuation）
と呼ばれるものを本質的に与えているのである。この
ことについて、少し説明をして見よう。 
 一般に体K と全順序加群Gが与えられているとき、
K から { }G ¥ への写像v が付値であるとは次の諸
条件が満たされているときに言う： 
（1） ( ) 0v a a= ¥  =  
（2）制限写像 *

*| :
K
v K G  は加群準同型である 

（3） ( ) min{ ( ), ( )}v a b v a v b+ ³  
ここで¥ は { }G ¥ の最大元となる形式的元である。 
Rが UFD であるとき、さらに 

(0)vl = ¥  

で定義を補えば、 

vl  （l Î L） 

はすべて付値であることが簡単に解る。今の場合
G = であって、実数の間の自然な大小関係によって、
全順序加群と見做される。このような付値は一般に離
散付値（discrete valuation）と呼ばれる。この場合、さ
らに 

*( )v Kl =  

となるので、正規離散付値（normalized ～）と呼ばれ
る。 
 結局、 * {0}a K KÎ = - の類[ ]a Ia= に同型 

* /K I @ ( )L  

を通して対応する ( )L の元f を（ ( )L を含む）
Map( ,M )の元と考えるとき 

( ) ( )v alf l =  （l Î L） 

が成り立っており、またこの等式によって対応が確認
される。 
 整域Rとその可逆元全体のなす群I も、この正規離
散付値族{ }vl lÎL によって、それぞれ 

 α） { | ( ) 0 ( )}R a K v al l"= Î ³ Î L　　  

 β） { | ( ) 0 ( )}I a K v al l"= Î = Î L　　  

と特徴付けられる。（0 RÎ , 0 IÏ に注意。） 
 今や UFD の定義を次のように変更することが可能
となる： 
 
 定義A： 整域RがUFDであるとはRの商体K が、

上の α), β)の他に、以下の条件を満たす正規離散付値族

{ }vl lÎL を持つときに言う： 

  γ）任意の * {0}a K KÎ = - に対して ( ) 0v al ¹ とな
るl Î Lは有限個しかない。 
 δ）写像 
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*K  ∋ ( ) ( )a v al
l

i l
ÎL

Îå ( )L  

は加群同型 
* /K I » ( )L  

を引き起こす。 
 
 整域Rがこの定義の意味でUFD であるとき加群 

* /K I @ ( )L  

は単なるアーベル群であるのみではなく、順序加群で
あることをもう一度思い起そう： 
 条件（α）を見れば分るように、 * {0}R R= - は
* {0}K K= - の非負元の全体であり、 * /K I におけ

る順序関係は（ *R に基く）整除関係に由来するもので
あった。（α）は全順序群 から導かれる自由加群 ( )L
における順序関係と一致することを述べているのであ
る。 
 もちろん、 ( )L における順序は一般には全順序では
ない。しかし有難いことに、空でない有限部分集合に
対する上限、下限の存在は既に（ ( )L を含んでいる）
Map( ,L )において保証されているからである。 
 実際、有限部分集合 

1
{ ,..., }

m
F f f= ÍMap( ,L )  

に対して 

1
(sup )( ) max{ ( ),..., ( )}

m
F l f l f l=  

1
(inf )( ) min{ ( ),..., ( )}

m
F l f l f l=  

                l Î L  
とすればF の上限、下限が決定されている。また
F Í ( )L の場合は supF , infF Î ( )L であることも
明らかである。 
 これら上限、下限の存在の意義は、 * /K I から *K に、
また *K から *R に戻って考えれば、非常に直観的なも
のとなる： 
 与えられた有限集合 

*

1
{ ,..., }

m
a a RÍ  

に 対 し て [ ]
j j j
a Iaf = = （ 1 j m£ £ ） と 置 き

1
{ ,..., }

m
F f f= とすればsupF 、inf F は * /R I の元と
して定まる。このとき剰余類 supF に属する元は（上
限の定義により）

1
,...,

m
a a の共通の倍元（公倍元, 

common multiple）であり、またすべての公倍元を整除
するもの、すなわち最小公倍元である。そのようなも
のは一般に一個ではなく、 * /R I における一つの剰余
類として定まるのである。 
 反対に下限 inf F は

1
,...,

m
a a の共通の約元（公約元, 

common divisor）であり、すべての公約元の倍元となっ
ているもの、すなわち最大公約元のなす剰余類を意味
している。 
 さて、いよいよRは UFD であると仮定し、R上の一
変数多項式環 

: [ ]S R X=  （ :X 不定元） 

が UFD であることの証明に、この最大公約元類の概念

を応用して見よう： 
 まず 

* : {0}S S= -  

と置き、 *S の元 

( )f f X=  

を任意に一つ取って考えよう。すなわち多項式 f の0
でない係数の集合をFとし、inf F すなわちそれらの係
数の最大公約元類を考えよう。 

infc FÎ  
とすれば 

1:p c f-=  

はまだ *S の元であり、与えられた f は 
f cp=  

と表される。では、ここで ( )p p X= はどのような多項
式かと問うと、それの0でない係数の公約元はすべて
可逆元（すなわち IÎ ）であるような多項式である。
この性質を持つ多項式は一般に原始的（primitive）と呼
ばれるが、この概念の最も便利な定義は次のようなも
のであろう。 
 定理 II によってl Î Lに対応する単項イデアル( )l
は素イデアルであるので、剰余環 

: / ( )R Rl l=  

は整域であり、標準全射 

: R Rl lp   

は整域の準同型 

ˆ : [ ] [ ]R X R Xl lp   

を引き起す。 
 
 定義 B： *S の元pが原始的であるとは、すべての
l Î Lに対して 

ˆ ( ) 0plp ¹  

となることを意味する。 
 
 この定義によって有名なガウスの補題が簡単に証明
される。 
 
 定理 III： *S に属する原始多項式の全体Pは積に関
して閉じている。すなわちPは *S の部分半群である。 
 
 実際 , 'p p PÎ とすれば、任意のl Î Lに対して 

ˆ ( ) 0plp ¹ , ˆ ( ') 0plp ¹  

[ ]R Xl は整域であるので 

ˆ ˆ ˆ( ') ( ) ( ') 0pp p pl l lp p p= ¹   （l Î L） 

従って 'pp PÎ 。 
 上で行った議論により、次の定理も証明されている： 
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 定理 IV： 上記の記法の下で 

* *S R P=  

が成り立つ。 
 
 上の議論では、 *f SÎ に対する分解表現 

f cp=  （ *c RÎ , p PÎ ） 

の多様性もまったく明らかになっている。すなわち 

' 'cp c p=  （ *, 'c c RÎ ; , 'p p PÎ ） 

であるならば 
'c uc= , 'p up=  

となるu IÎ が存在する。従って群I の軌道空間に移行
することによって、半群 * /S I の直積表示 

* */ ( / ) ( / )S I R I P I= ´  

が、定理の等式 * *S R P= の補足として得られる。 
 さて、ここで反省して見ると、 * /S I を含む 

* /K I @ ( )L  

が既に順序加群であり、有限部分集合に対する下限の
存在定理が成り立っているので、R係数の多項式ばか
りではなく、（0ではない）K 係数多項式 ( )f f X= に
対しても分解表現 

f cp=  （ *c KÎ , p PÎ ） 

が得られる。 
 この事実に定理 IV と類似の表現を与えるために 

: [ ]T K X= , * : {0}T T= -  

と置く。 
 
 定理 V： 上の記号のもとで 

* *T K P=  

が成り立つ。これより同型 

* */ /T K P I@  

および直積表示 

* */ ( / ) ( / )T I K I P I= ⋅  

などが得られる。 
 
 さて、我々の目的は（RがUFD であるとの仮定の下
で） [ ]S R X= が UFD であることの証明であった。そ
の目的を果すため、まずT が体K 上の一変数多項式環
として UFD であることに注意しよう。T はユークリッ
ドの互除法により PID（単項イデアル環）であること
が解り、簡単な議論により任意の PID はUFD であるこ
とが示されるからである。 
 さて、ここでS とT の商体が一致してしまうことに 
 
 
 

注意しよう。包含関係 

R S TÍ Í  

によってS の商体はRの商体K を含み、それはまた
T KS= を含んでしまうからである。このS とT の共
通の商体を記号Lで表そう。Lは体K 上の一変数有理
関数体と呼ばれるものである。 
 まず /P I は * */T K との同型を通じて * */L K の部
分半群となるが、T は PID なので * */L K は /P I の正
の全極小元の集合 'L を底とする自由加群と同型にな
る： 

* */L K @ ( ')L  

 次に加群の完全列 

* * * *0 / / / 0K I L I L K     

を考える。これは、今までに得られた同型によって 

0  ( )L * /L I  ( ')L 0  

と書き直される。しかし、 ( ')L は自由加群なので同型 

* /L I @ ( ')L L = ( )L Å ( ')L  

が得られる。右辺は 'L L を底とする自由加群である。
また、 'L L は半群 * /S I の中の正の全極小元集合と
解釈することができる。 
 これでS が UFD であることが証明された。実際Lは
S の商体であり、S の全可逆元の群はRのそれと一致
する。多項式環 [ ]S R X= の可逆元の次数は0でなけれ
ばならないからである。この証明の仮定はRが UFD で
あることのみであったので、次の定理が得られる： 
 
 主定理： UFD上の一変数多項式環はUFDである。 
 
 これでこの小論の目的は完全に果たされた。 
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１．数学と化学 
 

竹内 茂 

 

はじめに：本稿では福井博士の業績を記念して、博

士が化学の研究に果たす数学の役割を重視して来られ

たことに敬意を表し、また今後更に化学と数学の関係

が緊密になることを願って、これまでの両者の関係に

焦点を当てて歴史的なことを述べたい。本論に入る前

に、数学界・数学教育学界として博士に感謝しなけれ

ばならないことがある。それは、１９８０年代、今か

ら３０年以上前の学習指導要領改定時の博士のリーダ

ーシップである。ゆとり教育の重要性・必要性が叫ば

れ、理数科教育の軽視がおき、高校数学の中で古典的 

 

 

 

 

 

 

なユークリッド幾何の軽視が強まっていたときに、博

士のおかげで幾何教育が復興したことの意義を、当時

数学の教科専門委員として、その任に当たっていた小

平邦彦博士が述懐していたことはよく知られている。

尚小論の性格上、出典、文献等は（古典的なことが多

いので）全て省略する。 

先ず歴史的なことを述べると、近世（１７～８世紀)

まで、数学と物理学が渾然一体となって、進歩発展し

てきたことは、多くの人の認めることであろう。その

典型的例は、ニュートン、ガウスの２巨人が数学・物

理双方に多大の業績を残し、数学、物理の両分野で双

方とも数学者、或いは物理学者と考えていることに見

られる。しかし、その関係は近代（１９世紀）になっ

て、数学が固有の概念・用語・論理によって、独自の

発展を遂げるようになると、様相が一変する。その契

機となったのは、カント－ルらによる集合論の導入と、

ヒルベルトらによる数学における証明・論理の厳密化、

数学基礎論の発展であろうか。その前段階として、１

８～１９世紀にかけて、微積分学における極限操作の

厳密化が近代的な解析学の誕生を齎したという事実が

原稿受付 平成 25 年 8 月 30 日 

1＊, 2＊, 8＊ 津山高専 一般科目  3＊ 津山高専 一般科目 

4＊ 京都大学  物質−細胞統合システム拠点 (iCeMS) 

5＊ 立命館大学 理工学部・数学物理学系・数理科学科 

6＊ 東京大学 カブリ数物連携宇宙研究機構 

7＊ 岐阜大学 教育学部・数学科 
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あり、その過程で実数論の厳密化が要請されたことが

あろう。以下に近・現代になって独自の道を歩みはじ

めるまでの、数学の歴史を概観してみよう。蛇足では

あるが、数学の歴史において、カントール以前に集合

の考えが無かった訳ではないし、実際オイラーなどは

現今ベン図で知られる集合の視覚的表示を行っており、

論理構成や証明の過程で、（現代風に言えば素朴に）集

合の考えを多用していたと思われる。後年カントール

が集合論の創始者として登場する理由は、（非）可算濃

度の定式化など本格的に集合を数学の研究に用い、ツ

エルメローフレンケルの公理系の確立も相俟って、従

来考えられなかった範囲にまで数学の研究対象・方法

が広がったことによるのであろう。 

 数学が歴史に現れるのは、古代のギリシャが最初で

あろう。エジプトにおいてもプトレマイオス朝時代に

既に天体観測や地上での測量術が発達し、幾何

（Geometry)の語源が測地術であるということは、よく

知られている。ここではその後のユークリッドやピタ

ゴラス、ディオファントス、プラトンらのギリシャ数

学・哲学の系譜に属する幾何や数論の発展を見ると当

時は、自然学（現代から見れば物理学・天文学・化学）

と数学とは渾然一体となっていたように見受けられる。

数学の語源(mathesis)自体も日本語とは違って数とは無

関係に、単に学問・研究（厳密・精緻な思考）の対象

を表しているようである。主観性を排除し客観性、正

確性を備えた確実な知識という意味での科学 (science)

とほぼ同義であったと思われる。古代から中世へ向か

う間に、キリスト教の神学が優位となり、数学・科学

にとっては暗黒の時代になるわけだが、ルネサンスと

宗教改革によって、人間中心の思想が復権するととも

に、再び科学・数学の復興が起こって来る。しかし、

ギリシアの数学の遺産は皮肉なことに、ヨーロッパで

はなくアラブ人・アラブ語圏に引き継がれ、更にまた

その後はユダヤ人たちによってヘブライ語訳を経て再

び、ヨーロッパ諸語に翻訳されて、欧米に戻って来る

という歴史を辿っている。その頃ギリシアはオスマン

帝国の支配下にあり、かつてのギリシア文明の中心地

ではなくなっているので、実際にはローマ帝国の後継

国家であるイタリア、フランス、ドイツ、オーストリ

ア、イギリス等で、それらの遺産が省みられることに

なる。自由七科（三学四芸）という言葉で代表される

近世の中等・高等教育の教養教育は、その淵源をギリ

シア（プラトンのアカデメイア）・ローマまで遡ること

が出来るが、四芸に相当する算術・幾何学・天文学・

音楽は、少なくとも当時は全て数学に「関係した」教

科 (discipline)であった。音楽以外は現代でも違和感無

しに受け入れられる考えであろうが、音楽もピタゴラ

スの純正律で知られるように、当時から近世になって

バッハの平均律曲集が盛んになるまでは、音階理論が

極めて数論的に構成されていたため、数学の一分科と

見なされても当然と考えられていたのであろう。因み

に数学でしばしば用いられる (non-)trivial と言う言葉

は、辞書的な意味は「くだらない」とか「瑣末な」と

かであるが、語源的には上記「三学四芸」の三学 

(trivium)を表す名詞から派生した形容詞である（別の説

もあるが）。 

最後に、今までの議論を締めくくり、数学と化学の

今後の関係について述べてみたい。化学が扱う物質（元

素・化合物）の性質、新素材の発見・生成法など工学・

医学・薬学への応用において、今両者の協働が関心・

注目を浴びている。従来、（純粋）数学者は応用に余り

熱心ではなかった。勿論、ガウスやニュートンの例を

引くまでもなく、物理の問題を理論的に定式化する上

で、数学自身に新しい概念・方法が必要であった頃は、

既に存在する数学を何かに応用するという態度で、問

題に取り組んだわけではないだろう。物体の運動を記

述する上で、必然的に力の作用方向、大きさ・強度等、

また運動の速度等は自然に数学的な考えを要求し、ま

た数学はそれに応えるだけの普遍性・潜在力を持って

いたことになる。ただ、当時は集合論も整備されてお

らず、分子・原子など物質の構造や存在形式・性質を

記述する数学的手段・方法は略皆無であった。また理

論を裏付けるだけの実験や観測方法も存在しなかった。

だが今はそうではない。カントールが創始した頃の集

合論は、無限集合が本質的な格闘相手であった。今は

有限集合である分子・原子および無限集合である分子

の同族列を相手にして、それらの構造や性質が何によ

って本質的に決定されるかを、バナッハ代数などの数

学的構造をもちいて、総合的に記述する可能性が生ま

れてきているのである。ナノ化学の進展の中に、その

例を見出すことが出来る。  

 
２．半導体性および金属性単層カーボンナノチュ

ーブの光応答性とその癌治療への応用可能性 

 

村上達也 

 

 単層カーボンナノチューブ(SWNT)の生物医学応用

は、細胞生物学研究、診断、治療において大きな可能

性を有する1),2)。SWNT は近赤外光（650–900 nm）を

効率良く吸収できる。この領域の光は、生体成分、す

なわちヘモグロビン(<650 nm)、水(>900 nm)による吸収

が少ないため、生体にとって比較的安全とされている
3)。SWNT のこの近赤外領域の吸収は、孤立分散した

SWNT の M11 と S22 van Hove transition に由来する。

SWNT をベースとする癌治療法開発では、近赤外光照

射による SWNT からの熱産生、すなわち光線温熱効果

(photothermal effect, PTE)に注目が集まっている4)-6)。 

 SWNT は金属性と半導体性成分の混合物である。従

ってその modified Jablonski diagram によると、SWNT
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は PTE だけでなく光線力学効果(photodynamic effect, 

PDE)も示すはずである7)。半導体性 SWNT の Fermi レ

ベルでの状態密度はゼロであるため、半導体性 SWNT

の励起エネルギーは O2へ移動し、結果、活性酸素種が

生成しうることが予想される。しかしながら、我々の

知る限りにおいて、それぞれの SWNT の光応答性を分

離して評価した例はない。一方、近年、ゲルクロマト

グラフィー8)や小分子 9)を利用することで、金属性と半

導体性 SWNT を高収率で分離する手法が確立された。

ここでは近赤外光照射下でのこれら2種類のSWNTの

光応答性を詳細に検討し、さらにその癌細胞に対する

影響を評価することを試みた。 

 HiPco SWNT を sodium dodecyl sulfate (SDS)存在下、

ソニケーションして H2O 中に分散させた後、超遠心操

作により SWNT 分散液を得た。この分散液をアガロー

スゲルカラムに流し、金属性成分濃縮 SWNT 

(m-SWNT)を素通り画分、半導体性成分濃縮 SWNT 

(s-SWNT) を吸着画分として得た。分離濃縮は

UV-vis-NIR 吸収スペクトル測定により容易に確認でき、

さらにラマンスペクトル測定によりm-SWNT、s-SWNT

は、それぞれ 55%、86%の純度であることが示唆され

た。熱重量分析の結果、いずれの SWNT 分散液にも金

属不純物はほとんど含まれていないこともわかった。 

 まず m-SWNT と s-SWNT の PTE を調べるため、808 

nm レーザー照射下、水分散液の温度を測定した。

SWNT の濃度は、808 nm での吸光度換算で統一した

(Abs808 = 0.2)。これにより両 SWNT により吸収される

エネルギーは等しくなる。10 分照射後、m-SWNT 分散

液の温度は、s-SWNT のそれよりも高くなることがわ

かった。SWNT 濃度を上げると、温度上昇度（∆T (°C) 

= 照射後の温度 – 最初の温度）は徐々に増大し、Abs808 

= 0.6 以上で頭打ちとなった。一方で∆T はレーザーパ

ワー強度に比例して増大した。これらの結果から、

m-SWNTはs-SWNTに比べて高いPTEを示すことが示

唆された。さらに 808 nm 以外に、532 nm、670 nm、715 

nm のレーザーも用いたところ、m-SWNT と s-SWNT

の∆T の差は、532 nm レーザー照射で最も大きくなっ

た。UV-vis-NIR スペクトルから判断すると、532 nm で

はs-SWNTに比べてm-SWNTの方が効率良く光を吸収

できるため、m-SWNT の PTE が強調されたと考えられ

る。 

 次に 808 nm レーザー照射下、PDE を注意深く検討し

た。O2存在下、PDE により 2 種類の活性酸素種、スー

パーオキシドアニオン(O2
•–)と一重項酸素(1O2)、が生成

する。O2
•–と 1O2は、それぞれ励起された光増感剤から

O2 への電子移動(type I mechanism)とエネルギー移動

(type II mechanism)により生成する。ここではそれぞれ

の活性酸素種と特異的に反応する蛍光試薬を用いて、

PDE を評価した。808 nm レーザーを各分散液に 10 分

間照射すると、s-SWNT でのみ両活性酸素種が検出さ

れた。すなわち s-SWNT はm-SWNT に比べて高い PDE

を示すことが示唆された。また O2 フローにより

s-SWNT 分散液中の酸素濃度を高めてからレーザー照

射すると、1O2産生のみ増強された。このことはs-SWNT

が従来の PDE の光化学に従うことを示唆する10)。 

 ところで今回用いた m-SWNT には“不純物”として

45%の半導体性成分が含まれている。この半導体性成

分が PDE に寄与しない理由について知見を得るため、

原子間力顕微鏡を用いて両 SWNT の構造を比較した。

ナノチューブ長はいずれも主に 200–600 nm に分布し

ており、明確な差はなかった。ナノチューブ高さ、す

なわちバンドル形成の程度では明確な差があり、

s-SWNT がほぼすべて孤立分散した状態であるのに対

して、m-SWNT では高さ 3 nm 程度のバンドル化した

ナノチューブが主成分であった。このことから、

m-SWNTに含まれる半導体性成分はバンドル化するこ

とで不活化している可能性が考えられる。また同時に、

周囲に多数存在する金属性成分へのエネルギー移動に

より不活化している可能性も考えられる。 

 SWNTのPDEの細胞への影響は検討された例はない。

s-SWNT を細胞実験に供するには、生体適合性の分散

剤で s-SWNT を分散安定化する必要がある。我々の研

究室では、生体ナノ材料である高比重リポ蛋白質

(High-density lipoprotein, HDL)を作製し、生物医学応用

することも行っている 11)-12)。HDL はディスク状リン

脂質二重膜と脂質結合タンパク質(apoA-I)からなり、疎

水性物質を取り込むことができる13）。この性質を利用

し、s-SWNT に HDL を吸着させ、その後透析により界

面活性剤を除去することを試みた。この結果得られた

s-SWNT は生理的条件下でも凝集せず、HDL が分散剤

として機能することが明らかとなった。さらに癌細胞

に作用させても、細胞生存率は変化せず、界面活性剤

が効率良く除去されていることも示唆された。 

 HDL 安定化 s-SWNT を癌細胞に作用させた後、808 

nm レーザーを照射すると、細胞生存率は 55%にまで低

下した。さらに O2
•–失活剤あるいは 1O2失活剤存在下で

レーザー照射すると、後者の場合のみ、この細胞生存

率は上昇した。すなわち s-SWNT の PDE は癌細胞を死

滅させるのに十分強力であり、その活性本体は 1O2 で

あることが示唆された。 

 以上まとめると、金属性および半導体性 SWNT の

PTE と PDE を近赤外領域、より詳しくは S22 van Hove 

band gap transition 領域の波長(808 nm)のレーザー照射

下初めて評価し、金属性 SWNT が PTE に優れること、

半導体性 SWNT が PDE に優れることを示唆する結果

を得た。孤立分散した半導体性成分を濃縮したことが、

近赤外光照射下の明確なPDE検出を可能にしたと考え

られる。半導体性 SWNT の PDE は、SWNT の生物医

学応用に新たな知見を与えるものと考えられる。 
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３．ポリアセチレンとセレンディピティ 
 

廣木一亮 
 

 世界的な大発見・大発明の原動力は何だろうか？ 

その一つがセレンディピティである。科学研究に

おけるセレンディピティ（serendipity）とは、幸運な

偶然によって画期的な発見・発明をする潜在的な能力

をさす。セレンディピティによる発見のきっかけは偶

然や勘違い、時にはアクシデントであり、多くは本来

の研究目的とは違ったところに真の価値を見出し、発

展させた結果という例が多い。 

 セレンディピティによってもたらされた、化学分野

での大発見・大発明は数多いが、なかでも「導電性高

分子の発明」が良い例なので紹介したい。 

 もともとアセチレンの重合機構の研究をしていた白

川英樹博士（当時、東京工業大学・助手）は、ある日、

奇妙な出来事に遭遇する。研究生がポリアセチレンを

合成したいと言ってきたので、通常のやり方を指示し

たところ、研究生は「失敗した」と言ってきた。そこ

で様子を見に行った白川博士が目にしたものは反応フ

ラスコ内の黒い膜。当時、ポリアセチレンは粉末しか

できないとされていたので、当初の目的からすればこ

れは「失敗」であった。 

 ところが白川博士がその「失敗作＝黒い膜」を分析

してみたところ、なんと、それは誰も合成に成功した

ことがなかったポリアセチレン薄膜だったのである。

合成実験を繰り返すうち、そのポリアセチレン薄膜は

金属光沢を持ち始める。そこで白川博士は「ひょっと

したら電気が流れるのでは？」と、ひらいめいた。が、

絶縁体ではないにせよ、できの悪い半導体程度にしか

電気は流れなかった。 

 しかし、ある出会いがポリアセチレンに導電性高分

子としての道を切り開く。それはペンシルバニア大学

からやってきた無機化学者・マクダイアミド博士であ

る。たまたま窒素と硫黄の化合物なのに金色をしてい

るポリチアジルを研究していた彼は、東京工業大学に

立ち寄った際、有機化合物なのに銀色に輝くポリアセ

チレン、そしてその研究者・白川博士に出会ったので

ある。2 人は意気投合し、ペンシルバニア大学でとも

に研究することになった。そこで更なる出会いが待っ

ていた、固体物理学者：ヒーガー博士である。3 人で

研究をし始めた結果、化学ドーピングという手法で、

ポリアセチレンは金属にも匹敵する導電性を発現した。

世界初の導電性高分子「ポリアセチレン」の誕生であ

る。 

 2000 年、白川博士・ヒーガー博士・マクダイアミド

博士は揃って、ノーベル化学賞を受賞する。しかし、

その裏側でセレンディピティのひらめきの瞬間や、思

いがけない邂逅、専門が異なる 3 人の科学者の共同研

究があったことを知る人は少ない。更に導電機構の解

明や、ポリピロール・ポリチオフェンなどの合成・物

性評価にも白川博士（高分子化学）と山邊時雄博士（量

子化学）や吉野勝美博士（電子工学）らの分野を超え

た交流や共同研究が有ったことを忘れてはならない。

これからも導電性高分子は様々な分野の科学者・技術

者が出会い、手を携えて研究開発がなされ、人々の生

活を便利で快適なものにしていくことだろう。 

 
４．福井プロジェクトの新局面 

New Frontier Project 

 
有本 茂 

 

 福井予想の根底には、福井謙一博士（写真１）14) の

フロンティア理論第一報の共著者である新宮春男博士

（写真２）の炭化水素の構造と零点エネルギーの加成

的関係を実験データに基づき経験的に示した一連の研

究がある。シンポジュームでは次節の命題Ｉと直結す

るこの経験データが紹介され、この方面における化学

経験と理論の新しい融合に関連する概説が行われた。 
 実数列 EN が漸近線をもつとは、実数 と とが存

在して N  の時 
 EN = Na b+ + o(1)  

が成立する事である。ここで o(1)はランダウの記号を

表す。N は分子のサイズを表す自然数である。広範な

物性実験データに対する物性構造相関プロットは高速

漸近性と呼ばれる非常に速く直線に漸近する高度な規

則性を持つことが知られている。福井予想の証明は自

然界でこのような高度な規則性が観測できる理由をあ

る種の対称性、周期性、反復性考察によって行うもの

である。その際、次節で定式化される命題Ｉの中で用

いられる特殊な環（一意分解整域 UFD）の数学的考察

が重要な役割をはたす。 

 さらに福井予想はフロンティア電子理論における軌

道相の考察手法と連携され、反応論における形の観点

を物性論に拡張するガイドラインとなり、また、最近

のカーボン・ナノチューブの電気伝導性研究とも総合

連携され、数学と化学の新境界分野の開拓の旗印とな

っている。また、上記の物性構造相関プロットの高速

漸近性に関する研究は、リピート空間論（Repeat Space 

Theory）と呼ばれる総合的理論を通じ、一連の分子物

性の研究と統合され、New Frontier Project と呼ばれる福

井プロジェクトの新しい局面展開につながっている。

特にリピート空間論の特異点解消と環論とに連関する 

数学的手法は、（第 2 節、半導体性および金属性単層カ

ーボンナノチューブの光応答性とその癌治療への応用

可能性の初めの部分で言及されたvan Hove transitionと）

van Hove singularities の問題と関連している。この方面

40

津 山 高 専 紀 要　　第 5 5 号　　（ 2 0 1 3 ）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 1 福井謙一博士（1918-1998） 

 

 

 

 

 

 

写真 ２ 新宮春男博士（1913-1988） 

 

 

 

 

 

図１  直鎖パラフィン炭化水素 CnH2n+2の 

内部エネルギーET  (T 0 ºK)  E0: 零点振動エネルギー 
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の研究は数学と化学との間で薬学と医学とも連絡する

新しい学際研究に直結している。 

 

５．A Challenging Cross-disciplinary Problem 
Related to the Fukui Conjecture and to the 

Chemistry of Carbon Nanotubes 
 

Shigeru Arimoto, Masaaki Yokotani, and Nobuyuki Fukuda 

  

 In this section, let + and  denote respectively the set of 

all positive integers and real numbers. In what follows, we 

retain the notation given in the “Nanotube Series, parts I ~ III” 

published in the Journal of Mathematical Chemistry15)-17). 

The reader is referred to refs. 18)-20) and references therein 

for the science and technology of carbon nanotubes. 

 

Definitions I. 

 

Let a, b   with a < b and let I = [a, b]. 

A real-valued function on a subset S   is called real 

analytic on S if it is the restriction to S of a function which is 

real analytic on some open set O  S. 

C(I):  the ring (UFD) of all real analytic functions defined 

on I. 

C(I)[]:  the polynomial ring (UFD) over C(I) in the 

indeterminate . 

C(I) :  the ring of all real-valued continuous functions 

defined on I. 

C(I)[]:  the polynomial ring over C(I) in the indeterminate 

. 

[]:  the polynomial ring (UFD) over  in the 

indeterminate . 

 

For each   I, let Ev : C(I)[]  []  be the ring 

homomorphism defined by 

 Ev (c0n + c1n-1 + ... + cn) 

  = c0()n + c1()n-1 + ... + cn(). (1) 

Now we are ready to state our 

 

Problem I. Is it possible to prove the following proposition 

via the Weierstrass Preparation Theorem or other methods? 

 

Proposition I. Let  be a fixed positive real number. Let I = 

[  , 1+  ]. Let p  C(I)[] be a monic polynomial of 

degree q  + given by 

 p = q + c1q-1 + ... + cq. (2) 

Suppose that for any   I, the polynomial 

 Ev (p) = q + c1()q-1 + ... + cq() (3) 

over the field  has q real roots. Define the mapping f: I  

[] by  

 f( ) =  Ev (p), (4) 

and let rj (f()) denote the jth root of f() counted with 

multiplicity, arranged in the increasing order, where j  

{1, ..., q}. Let  be a real-analytic function defined on . Let 

 EN = 
1

N

k


1

q

j
 ( ( )).j

k
r f

N
  

 
 

 (5) 

Then, there exist real numbers  (), ()   such that 
 EN =  ()N + () + o(1) (6) 

as N  . 

 

Note I. The following proposition, which is easily 

established via Taylor’s theorem, is fundamental in 

investigating Proposition I. 

 

Proposition II. Let I = [0, 1]. Let C1(I) denote the set of all 

continuously differentiable functions (C1 functions) defined 

on I. Let g  C1(I). For each N  +, let 

 EN = 
1

N

k
 .

k
g

N
 
 
 

 (7) 

Then, there exist real numbers ,    such that 
 EN =  N +  + o(1) (8) 

as N  . 

 

The above Proposition II, which is easy to prove and has 

a link to the Fukui conjecture and to the chemistry of carbon 

nanotubes, has been used for educational purposes in 

Tsuyama National College of Technology. The details of the 

method that enables one to link the education of students to 

the frontier of science shall be published elsewhere. We 

would like to express sincere thanks to a member of the 

Fukui Project, Prof. Peter Zizler, (Mount Royal University, 

Canada) who provided the idea of using the above 

Proposition II for educational and cross-disciplinary 

purposes.  

 

６．後  記 
 

有本 茂 
 
今年、平成２５年は福井謙一先生の生誕９５周年に当

たる。平成２５年末に、数学と化学の学際シンポジュ

ーム２０１３・津山における有本の福井謙一先生回顧

講演の内容を補充した「福井予想と New Frontier Project」

と題する記事 21) が化学同人の学術雑誌「化学」に掲載

された。この場をお借りして、「化学と私」14) より本論

文への福井謙一先生の写真転写を許可され、上記の記
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事執筆の機会を提供された化学同人、編集長、平 祐

幸氏に感謝の意を表したい。 

上述の「化学」中の記事においては、福井予想の起

点の一つになった図１の実験データの解説がなされる。

図１に見られるプロットにおいて視覚的に捉えること

のできる（高速漸近）直線関係は５節、命題Iの（６）

式の漸近線  ()N + () と密接な関係をもっている。

詳しくは、上述の記事「福井予想と New Frontier Project」

を参照されたい。 

最後に、「数学と化学の学際シンポジューム２０１

３・津山」の企画・準備にあたって、福井プロジェク

ト、津山市役所、津山市教育委員会、Try アングル岡山

連携機関、津山高専内外の幾多の方々にお世話になっ

た事、津山高専校長裁量の御援助をいただいた事をこ

こに記し、感謝の意を表します。 
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学校部活動への参加義務化がもたらす効果と課題に関する一考察 

 

山本 浩二*  神野 賢治** 

 

A Study on the Effects and the Challenges that Mandatory Participation  

in School Extracurricular Activities will Bring 

 

Koji YAMAMOTO and Kenji KAMINO 

 

The purpose of this study was to consider the effect and the challenges that mandatory participation in school 

extracurricular activities will bring. In addition, second purpose was to examine extracurricular activities and grade 

differences. Consequently, the effectiveness of extracurricular activities and the relation between sociality and 

extracurricular activities were confirmed. In addition, the participants in extracurricular activities are higher sociality than 

the non-participants. And therefore, efforts of this school can be expected to increase the social nature of student. 

Key Words: Sociality, Effectiveness of Extracurricular Activities, Mandatory Participation  

１．緒   言 

 

 これまで、青少年期における日本のスポーツ活動

の基盤は学校運動部活動（以下、運動部活動）に

あった。しかしながら今日、少子化や顧問教員の

高齢化、それらに伴う運動部の統廃合、子どもた

ちや教員の部活動に対する価値観の多様化など、

これまで青少年のライフスタイル形成に大きな役

割を果たしてきた運動部活動は、存立の危機にま

で直面している。 

このような状況において、「スポーツ基本計画」は、

学校と地域が連携して、子どもの学校内外のスポーツ

環境を充実することを目標に掲げている１）。また、今

後の具体的施策展開として、運動部活動を総合型地域

スポーツクラブ等の地域のスポーツ活動と連携して実

施することを求めていることからわかるように、学校

内における運動部活動の運営が困難となった今日、地

域社会との連携、もしくは地域社会への委嘱が重要視

されるようになった。いずれにせよ、青少年期のスポ

ーツ活動の環境（場）の再考を迫られており、喫緊の

課題であるといえよう。 

本学教員においては、2010 度後期より「学校部

活動（以下、部活動）指導の全員化」を図ること 
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となった。全教員が部活動指導に関わることで、

学生とのコミュニケーションの向上、学生への教

育機会の拡大、さらには学校の活性化を目指した

取り組みである。さらに、2012 年度より本学に入

学してきた学生に対しても、「部活動参加の義務化」

を推奨し、学校内における部活動に教員そして学

生ともに参加することを方向づけた。この方針は

近年のわが国のスポーツ政策動向と 2 つの点で相

反する動きであるとも捉えることができよう。  

すなわち、一つ目に、部活動は自主的・自発的に

行なわれることを目的とされている２）にもかかわらず、

部活動参加を「義務化」したこと。二つ目に、「スポー

ツ基本計画」においても、学校と地域の連携を推奨し

ているにもかかわらず、学生がスポーツ活動および

文化活動を実施できる環境、そしてその運営まで

も「学校」主体で活動していくことを目指してい

ること。これらの取り組みは、近年の部活動の在

り方や運営の改善に対する方策とは対照的である。 

これまで青少年期の子どもたちのスポーツ・文

化活動の中心を担ってきた部活動を、従来どおり

学校内に留めるのか、地域へと委嘱してしまうの

か、それとも、学校と地域が手と手を取り合い、

協力して支えていくのか。この点に関しては、多

くの議論とともにケーススタディ（事例研究）の積み

重ねが必要であろう。すなわち、部活動の存在基盤を

学校内に位置付けた本学の取り組みは、一事例研究と

して、今後の部活動の在り方を示唆する手がかりとな

ろう。 

そこで、本研究では、本学学生（1～3年生）を対象

とした質問紙調査を元に、今日の高等学校期の学生が

＊一般科目 

＊＊金沢星稜大学 人間科学部 
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獲得している「社会性」に関して、各種活動参加状況

（「運動部」「学外クラブ」「文化部」「所属なし」）間で

比較・検討作業を施す。さらに、部活動参加義務化と

なった2012年度入学者（現1年生）は、どのような特

性を持つことになるのか。他学年との比較、あるいは

2 年前の本学学生に対する調査結果との比較により、

高等学校期に部活動に参加することの今日的意義や効

果の把捉理解を目指したい。以上の作業を踏まえ、今

後の部活動の方向性について言及してみたい。 

 

２．部活動に関する先行研究の検討  

 

部活動が子どもにもたらす教育的効果と影響力を検

討した先行研究は多く見られ、玉江ら（1998）は、「学

校部活動との適切な接点を有する者ほど精神健康状態

は良好である」６）との学校保健学領域の研究知見、ま

た、山本ら（2007）は、高校生の社会性獲得状況に関

する研究において、運動部活動への参加が高等学校期

における社会性獲得に好影響をもたらしていることを

確認している７）。さらに、中西ら（2007）は、「運動・

スポーツ活動は、子どもの社会力の形成に有意な

影響を及ぼすことが明確にされるとともに、学校

における体育・スポーツの重要性と存在価値が示

唆された。」10）と述べている。以上の研究知見に鑑

みただけでも、高等学校期の運動部活動への参加は生

徒の精神状態の安定さらには将来的に良好な社会性を

獲得していく能力の開発・開拓に大きな影響力を有し

ていると推察できる。 

部活動に多大な有効性があるにもかかわらず、地域

との連携、地域への移行が迫られるようになった要因

に関しては、先述したような、社会情勢の変化による

ものが大きい。運動部活動が抱える「困難」について、

松尾（2008）は、以下、3 点を指摘している。すなわ

ち、まず第 1 には、急激に進む少子化による学校運動

部員数の減少、少子化による教員数の削減とそれに伴

う教員の高齢化の進行などの人口統計学的な困難であ

る。第 2 に、専門的指導者の確保の難しさと教員の異

動に伴う運動部の継続の問題といった、指導者の供給

システム上の困難。そして、第 3 には、学習指導要領

の改訂に伴う特別活動としてのクラブの廃止の問題や

部活動の競技会の開催根拠となっていた文部事務次官

通知の廃止による対外運動競技の教育上の位置づけの

曖昧化などにみられる、法的・規程的正統性からみた

困難である 11）と論じており、部活動の拠点を地域へ移

行する方策が浮上せざるを得ない理由を窺うことがで

きる。 

では、学校内で部活動を実施することが困難となっ

た今日、活動拠点を「地域社会」へ移行できるのか。

そこにもまた、あらたな「困難」があると思われる。

三本松（2008）は「自主的な活動（運動部活動）を通

して、自主性・主体性を養うとともに個性を伸長し、

社会性を涵養して、心身の調和的な発達を図ることが

その理念として伝統的に謳われており、その理念は今

日でも変わっていない。」12）と述べており、さらに「当

該年齢の子どもたちを持つ親の 9 割が学校運動部の必

要性を感じている。」13）と指摘している。また、清水

（2011）は、「運動部活動は、自主的・自発的活動の形

態を保つことで教科では十分に育むことのできない部

分を育んできたのであり、これらの活動が学校外に移

行した場合には、学校の果たしてきた生活による教育

機能の低下を招くことが危惧される。」14）と論じてい

る。 

すなわち、先行研究の検討作業から言えることは、

長年にわたり青少年のスポーツ・文化活動の基盤とな

ってきた部活動の実施・運営が困難となった今日、地

域との連携、地域への移行に活力を見出そうとするも、

良好な連携、移行を成し遂げることができていないと

いうことが現状であるといえよう。 

 

３．研究目的 

  

 本研究において言及する事柄は、以下 3 点に集

約できる。 

１）本学学生の「社会性獲得状況」について把捉

理解し、部活動参加形態や性別、学年間によ

り比較・検討する。 

２）１）の結果を受けて、高等学校期に部活動に

参加することの教育的意義や効果について考

察する。 

３）学生のスポーツおよび文化活動の拠点を「学

校内」に置く、本学の取り組みに対する考察

と今後の学校部活動の方向性を言及する。 

 

４．研究方法 

 

４．１．分析枠組み 

本研究で用いる「社会性」に関する先行研究は心理

学、社会学の分野で多く見られ、子どもから大人にわ

たり幅広く用いられており、概して「今ある社会に適

応していく能力」を第一義として用いられている 15）16）。 

また、学校社会に特化した場合、「学校教育で想定さ

れる社会性とは、集団活動の場で自分の役割や責任を

果たす、互いの特性を認め合う、他者と協力して諸問

題を話し合う、その解決に向けて思考・判断する等の

能力や態度である」17）と位置づけられている。 

高校生の部活動をはじめとした諸集団活動からもた

らされる影響内容の検討が意図される本研究において

は、社会性を「適応能力」だけに狭義化するよりも、

「社会（環境）に適応し、自己を発揮していく能力」

と捉えるべきでなかろうか。そこで、本研究における
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「社会性」の位置づけとしては、「個人を取り巻く社会

（環境）において、自己を発揮し、実現していくため

の能力」と考える。 

 

４．２．調査方法 

 本調査においては、本学1～3年生までの学生491名

を対象に質問紙調査を実施した。調査実施者から各ク

ラスに対して協力を要請し、体育授業の時間帯に配

布・回収を行なっている。 

回収されたデータ数は全対象数である 491 部であっ

たが、分析対象者は、欠損回答が皆無の 462 部（有効

回答率 94.1％）となった。調査時期は 2012 年 9 月で

ある。 

また、本学における学校部活動所属者（1～3 年

生）は、現在、運動部には約 52.4％（462 人中 242

人）が所属しており、全国の高等学校運動部活動

所属者（約 37.4％）18）と比べても高い所属率であ

ると言える。文化部においても約 28.4％（131 人）

が所属しており、全体として約 80.8％（373 人）

が学校部活動に所属している。また、学外クラブ

所属者は約 2.6％（12 名）であり、多くの学生が

スポーツ・文化活動の拠点を学校内に置いている

ことが把捉できる。 

 

４．３．調査項目 

 本研究の主となる「社会性」を測定する尺度として、

山本ほか（2012）により開発された「高校生版社会性

測定尺度」19）を用いる（表1）。 

 

項　　　目 因子負荷量

意思表示（α ＝.80 )

1 　 人前で大きな声で、はっきりとした口調で話すことができる .71

23　何事も自ら積極的に行うほうである .71

48　性別や年代に関係なく、一緒に話をすることができる .67

56　自分には、まわりを励ましたり、元気づけたりする明るさがある .67

　　Fit index：GFI＝.997　　AGFI＝.985　　CFI＝1.00   RMSEA=.000

目標遂行（α ＝.74 )

11　自分の立てた目標を目指して行動することができる .65

41　物事を実行する目的を明確にしている .65

24　自分の目標が、何を、いつまでに、どれだけ達成するのかわかっている .60

35　自分のやりたいこと（職業）を意識して、進路設計している .56

　　Fit index：GFI＝.997　　AGFI＝.987　　CFI＝1.00   RMSEA=.000

対人関係（α ＝.72 )

12　仲間と意見交換し、協力することができる .65

4    他人が困っているときは、助けてあげたいと思う .62

16　他人の良いところは自分にも取り入れたいと思う .58

33　助言をしてくれる人たちを持っている .55

　　Fit index：GFI＝.997　　AGFI＝.985　　CFI＝1.00   RMSEA=.000

創意工夫（α ＝.73 )

27　他人の批判を受け入れ、自分の改善に取り入れる .68

39　多少気の合わない相手でも、協力して物事を行える .60

52　別の方法はないかとあらゆる可能性を探ろうとする .59

20　なるべくまねではなく、創意工夫したい .59

　　Fit index：GFI＝.996　　AGFI＝.980　　CFI＝1.00   RMSEA=.000

表1　高校生版社会性測定尺度

 

本尺度は4因子計16項目から構成されており、モデ

ルの適合度指標となる、GFIと AGFIにおいては、すべ

ての因子で十分に高い値が得られている。また、値が

1 に近いほど良いモデルとされる CFI においては、す

べての因子で1.00を示していることや、値が0に近い

ほど良いモデルとされる RMSEA においても、すべての

因子で.000を示していることから、非常に高い適合度

であると考えられる。 

さらに、学校行事に対する参加意欲について訊ねる

5 項目を設定し、それぞれ「4 大変感じている」～「1

まったく感じていない」の4件法により回答を求めた。

その他、「基本的属性に関すること」、「クラブ活動に関

すること」、「過去の体験に関すること」、「自分自身に

関する意識について」、「学校諸活動に対する参加意欲」

についても訊ねている。 

 

４．４．分析方法 

4因子16項目で構成された社会性測定得点との関連

性を把捉するため、一要因の分散分析を行なった。「社

会性獲得」との関連性を検討する項目としては、「部活

動（クラブ活動）参加状況」、「性別」、「学年」の 3 項

目とする。ただし、「学年」による比較・検討作業にお

いては、全員部活動参加義務化となった、現 1 年生

（2012年度入学生）と、本学の2年前（2010年度入学）

の1年生と比較・検討する４）。 

 

５．結果と考察 

 

５．１．各種活動への参加状況と社会性得点との関

連性 

 各種活動参加状況と社会性得点の比較・検討を行な

った（図1）。各種活動の所属者数は462名（運動部242

名、学外クラブ12名、文化部131名、所属なし77名）

である。 

まず、すべての社会性項目において最も高い値を示

したのは、「運動部」であった。すべての社会性項目で、

「所属なし」との間に有意差も確認できた。この結果

から、高等学校期に運動部活動に参加することの効果

の一端を確認できる。この結果に関しては、高校生を

対象とした山本ら（2007、2008）の先行研究の結果と

符合する８）20）。特に「対人関係因子」においては、「運

動部」とその他の各種活動間に有意差も見られ、さら

に「文化部」と「所属なし」との間にも有意差が確認

できることから、 部活動で見られる「学年の壁を越え

た縦断的な交流」が、得点の高まりを見せたのではな

かろうか。 

いずれにせよ、各種活動間で社会性得点に差異が見

られた、その要因を検証していく作業は不可欠であろ

う。すなわち、「なぜすべての項目において、運動部と

所属なしとの間に有意差が確認できたのか」、「なぜ同
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*** 

*p<.05,**p<.01,*** p<.001 

 

*** 

じスポーツ活動を伴う運動部と学外スポーツとの間に、

差が生じるのか」といったことに対して、質的アプロ

ーチにより解明していくことが必要であろう。 

 

 

 

 

図1  部活動参加状況と社会性得点 

 

５．２．性別と社会性得点との関連性 

 性別と社会性得点との比較・検討を行なった（図2）。

男女比に関しては、男性412名、女性50名である。す

べての項目で、女子学生が高い社会性得点を示す結果

となった。これは、先行研究の結果とも付随すること

から、高等学校期における社会性獲得は、男性より女

性の方が高い社会性を獲得しているといえよう。この

結果においては、中学校期、あるいは大学期にも焦点

化し、縦断的な調査研究が必要であろう。 

 

 
図2  性別と社会性得点 

 

５．３．学年と社会性得点との関連性 

 学年と社会性得点との比較・検討を行なった（図3）。

学年比に関しては、1年生184名、2年生129名、3年

生149名である。 

 注目すべき点は、「対人関係因子」である。1年生が

最も高く、2・3年生との間に有意差が確認できる。こ

の結果に関しては、部活動全員参加を促した、本学の

取り組みが、1 年生の社会性得点を高める要因となっ

たのか、それとも、もともと社会性得点（特に対人関

係能力）の高い学生が入学してきたのかについては、

今回の結果だけでは明言できない。しかしながら、先

行研究の結果に鑑みると、「高校生における社会性得点

は、すべての項目で 3 年生が高い」という結果が得ら

れていること９）、また、2 年前の本学調査結果におい

ても、1年生と2・3年生の社会性得点に有意差が確認

できていないこと５）からわかるように、現1年生の対

人関係因子得点の高まりは、先行知見と一致しないこ

とから、何らかの特別な動き（本研究に限れば、部活

動参加義務化）によるものだと推察できる。今後、縦

断的な調査により、明らかにしていきたい。 

 

 

図3  学年と社会性得点 

 

５．４．本学の部活動運営形態の変化に伴う社会

性得点の差異の検討 

 先述したように、本学においては、2012 年度入

学者より「部活動参加義務化」を実施し、いずれ

かの部活に所属するように促している。しかしな

がら、その動向に対する効果検証はまだなされて

いない。 

 そこで、2 年前に本学で実施したアンケート調査

結果との比較により、部活動参加義務化がもたら

す影響力を見ていくこととする。まだ始まったば

かりではあるが、2 年前のデータとの比較により考

察していきたい。比較対象は、2010 年度入学者（1

年生）163 名である。また、2 年前の調査時期は 2009

年 7 月であり、本調査とほぼ同時期である。調査
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項目に関しては、今回の調査項目である 16 項目に

合わせ、4 因子 16 項目で比較・検討を行った（図

4）。 

 この結果からわかることは、「対人関係」におい

て、現 1 年生の方が高い得点を示し、2 年前の 1

年生との間に有意差も確認できた。しかしながら、

その他の 3 項目においては、社会性得点にほとん

ど差が見られなかった。 

 ここからは推察の域に留まるが、入学して間も

ない時期に、部活動に参加することは、先輩、同

級生、顧問教員などの多数人物との関わる機会を

得ることができ、部活動参加を義務化したことで、

より多くの 1 年生が他者との関わる機会を得るこ

とができたのではなかろうか。その結果、現 1 年

生の対人関係得点が、他学年、さらに 2 年前の 1

年生よりも有意に高いという、これまでの先行知

見とは異なる結果に繋がったのではなかろうか。 

 

 

 

図4  過去の調査結果との社会性得点比較 

 

６．ま と め 

 

 本研究では、部活動参加義務化に向けた本学の

取り組みが、学生にどのような影響を及ぼすのか、

その効果検証と、そこから見えてくる課題につい

て考察していくことを目的とした。まずは、高等

学校期の部活動への関わりと社会性獲得の関連性

について実証的に検討するために、本学生を対象

に質問紙調査を実施した。本研究において得られ

た知見は以下のとおりである。 

１）社会性項目の得点はすべての項目で「運動部」

が最も高い値を示し、「所属なし」との間に有

意差も確認できた。また、「対人関係」に関し

ては、「運動部」、「文化部」が高く、「所属な

し」との間に有意差が確認できた。 

２）学年別に見ていくと、4 項目中 3 項目において

あまり差は見られなかったものの、「対人関係」

においては、1 年生が最も高く 2・3 年生との

間に有意差も確認できた。 

３）部活動参加義務化を導入した現 1 年生と 2 年

前の 1 年生とを比較した結果、「対人関係」に

おいて、現 1 年生の方が有意に高い値を示し

た。 

以上 3 点より、今後の研究継続にあたり課題と

して挙げられることは、本結果において一部確認

されることとなった「運動部がすべての項目にお

いて社会性得点が高く、非所属の学生との間に有

意差が確認された」ことをより詳細に検討してい

くことである。このことに関しては、先行研究に

おいても一致した結果が得られている。今後は、

「なぜ運動部所属者は高い社会性得点を獲得して

いるのか」、その要因を検証していくことが必要不

可欠であろう。 

また、学年間の比較・検討においては、ほとん

どの項目で差は見られないものの、「対人関係」に

おいては、1 年生が最も高い値を示した。この結果

は、過去の調査結果と比較しても、現 1 年生は特

別に高い値であると言えよう。先行研究において

も、1 年生が有意に高い値を示した結果は見当たら

ないため、今後、現 1 年生を追跡調査し、要因の

解明を行なう必要があろう。 

その際、一つの仮説として考えられることが、

現 1 年生から取り組んだ「部活動参加義務化」で

ある。すなわち、入学して間もないこの時期に、

人との関わり（特に他学年との関わり）の要素が

多く含まれる部活動に参加することで、「対人関係」

能力に関して特別な高まりを見せたのではなかろ

うか。「対人関係」以外の 3 項目に関しては、2 年

前の調査結果との比較においても、ほとんど差異

は見受けられないため、もともと現 1 年生が入学

前から高い社会性を獲得していたとは考え難い。

「対人関係」に焦点化した場合、「文化部」と「所

属なし」との間にも有意差が確認できることから、

高等学校期に部活動に参加することの効果の一つ

として、対人関係能力を向上させることにつなが

ると言うことができよう。 

今後の課題としては、「部活動参加義務化」の縦

断的な効果検証である。すなわち、部活動の活動

基軸を「学校内」におくことで、言わば、わが国

のスポーツ政策動向と相反する方針で動き出した

本学の取り組みを縦断的に追跡する必要があろう。

その研究結果こそ、今後の部活動の在り方、方向

性を導く一事例研究となりうるのではなかろうか。

12
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まだ始まったばかりとはいえ、社会性得点比較（特

に対人関係）により部活動の効果の一端を把捉で

きたといえよう。 

しかしながら、本学の「部活動参加義務化」の

取り組みに対する、当該学生（現 1 年生）に関し

ては、検討の余地を残した。すなわち、当該学生

（現 1 年生）が、この「部活動参加義務化」の方

針をどのように感じ、部活動へ参加し、その後、

継続しているのか。この点に関する検討作業なさ

れていない。  

アンケート調査の中で、部活動入部以前の本学

部活動に対する参加意識を訊ねている。その結果、

「入学前から本学でどの部活動に入部するか決め

ていた」77 名（42.7％）、「入学してから何かしら

の部活に入部しようと思っていた」68 名（37.8％）、

「入部するかしないかもわからなかった」24 名

（13.3％）、「いずれにも入部しないつもりだった」

11 名（6.2％）という結果であった。 

論述すべき点は、「いずれにも入部しないつもり

だった」11 名（6.2％）の学生である。彼らは、入

学前は部活動に入部する気はなかったにもかかわ

らず、入部せざるを得なくなったと捉えることが

できよう。彼らがどのような気持ちで部活動を選

択したのか、また、その後の活動はどのような状

況なのか。彼らに対しインタビュー調査を実施し、

彼らの本質に迫っていくことこそ、本学の「部活

動参加義務化」の真の「効果」があるといえよう。 

部活動参加義務化がもたらす効果検証は、「社会

性（特に対人関係）向上」といった、「数値上の効

果」検証と、部活動に参加することが自身にとっ

て良いものだ（良かった）と実感できる、学生自

身に焦点化した、「内的な効果」検証との両面の検

証作業が不可欠であろう。 

最後に、本研究において、分析を進めていく上

で認識することとなった制約事項をあげておく。 

制約事項として挙げられるのが、各種活動参加

比である。「学外クラブ所属者」が 12 名と極端に

少ないため、「部活動」と「学外クラブ」との比較・

検討作業が困難となった。今後、部活動の有効性

を論じる際、「学外クラブ」との比較・検討作業は

必須である。したがって、今後は「学外クラブ」

数の増大、さらに、本学同様に「部活動参加義務

化」を課している高等学校あるいは高等専門学校

との比較・検討作業も必要であろう。 
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柔軟で高効率な熱電素子水分解システムの開発 
 

田辺 茂* 清水 日彬** 谷口 雄亮*** 

 

Flexible and High Efficient Thermoelectric Water Electrolysis System 

Using Hot Spring Water  

 

Shigeru TANABE, Yoshiaki SHIMIZU, and Yusuke TANIGUCHI 

 

The purpose of this study is to develop flexible and high-efficient thermoelectric water electrolysis system using hot 

spring water and water of a stream nearby. The system was field tested in 2010 for the first time and several improvements 

were adopted to the system and field tests were conducted in 2011 and 2012. The consecutive improvements made it 

possible to produce twice as much hydrogen as before. In addition, we established the method which determines the best 

connection method of thermoelectric cells under various water temperature combinations.  

 Key words:  Hot Spring, Stream Water, Thermoelectric Generation, Water Electrolysis, Hydrogen Generation  

１．緒 言 

 

 熱電素子水分解システム１）は，筆者らが命名し

たものであるが，地域を科学技術で活性化させる

試みの一つであり，また 2011 年に発生した東日本

大地震の被害からの復興の一助になることを想定

した研究である。 

熱電素子を使用した発電２）は，利用されずに廃

棄されている熱エネルギーを有効利用できる点で，

持続可能社会のエネルギーを考える上での有力な

技術の一つと考えられる。さらに従来技術では利

用しにくい 100℃以下の熱でも，温度差に応じた発

電量が得られることも本発電方式の魅力である。 

熱電素子による温泉を利用した発電は，これま

でに国内では数か所で行われており，例えば鳥取

県東郷湖めぐみの湯３）や群馬県草津温泉における

温泉発電４）がある。こうしたシステムでは，発電

した電力をそのまま利用するか，あるいは蓄電池

に一度蓄えたのちに利用することが行われている。 

一方，例えば 2010 年 6 月に閣議決定された資源

エネルギー庁による「エネルギーの基本計画」５）    

においては，低炭素化のための水素エネルギー社

会の実現への期待が述べられている。水素は多様

な方法で生成することが可能であることから，エ

ネルギー安全保障の観点からも優れたエネルギー 

 

 

 

源であり，熱電素子水分解システムは将来の水素

社会を支える水素生成装置の一つになると期待で

きる。 

ここでは，過去 3 年間実施してきた湯原温泉に

おける現地試験結果を検証し，今後の課題を検討

する。 

 

２．熱電素子水分解システムの構成 

 

 図１に熱電素子水分解システムの簡単化した構

成図を示す。高温側には温泉の湯を利用すること

とした。温泉の場所によっては 80℃程度の湯を利

用できる可能性がある。熱電素子に有効に温度差

を与えるためには，高温側の面の反対側を冷却す

ることが有効である。温泉地の多くの場所で近く 

 

図 1 熱電素子水分解システム構成 

原稿受付 平成 25年 8月 30日 

＊電気電子工学科 

＊＊電子情報システム工学専攻 平成 24年度修了生 

＊＊＊電気電子工学科 平成 24年度卒業生 

水電解装置 

熱電素子 温水 

冷水 

水 

Ｈ２ 

Ｏ２大気開放 

ヒートシンク 

ヒートシンク 
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に河川が流れていることから，この河川の水を低

温側の冷却水として利用することとした。 

この温水と冷水をヒートシンクに通水すること

により，ヒートシンクに挟み込んだ熱電素子に温

度差を与える。市販されている主に電子冷却に使

用されている熱電素子（ペルチェ素子と呼称され

る）は，図 2 に示すように平板状であり，その上

下面から熱流を通過させる。ヒートシンクは熱電

素子に合わせて平板とし，2 枚のヒートシンクで熱

電素子をはさみ，片方ヒートシンクには温水を，

他方には冷水を流すことにより，熱電素子に温度

差を与えることができる。 

熱電素子の大きさは製造時の制約から 1 枚の大

きさは 40mm□程度であり，1 枚で得られる電力は

わずかである。この電力を多数集めて利用に供す

るが，その時の熱電素子の接続方法は，負荷に応

じて最適なものにする。高電圧が必要であれば直

列接続とし，大電流が必要であれば並列接続とす

る。本研究では，温度変化に応じて常に最適な熱

電素子の直・並列接続となるような自動制御をめ

ざしている。 

熱電素子の電気出力は，固体高分子形水電解装

置に接続する。別途用意した電機分解用の純水を

水電解装置に供給し，それを電気分解して水素を

生成する。生成した水素は水上置換法により容器

に貯蔵している。酸素は大気開放する。実用段階

では水素は圧縮してタンクに貯蔵することを検討

する必要がある。 

 

３．技術課題と性能向上策 

  

 3 年間の研究で明らかになった本システムの術

課題とその対策について以下に述べる。ここでは，

真庭市湯原温泉で 3 回実施した現地実証試験を便

宜上，1 回目（2010 年 12 月），2 回目（2011 年 12

月），3 回目（2012 年 12 月）と呼ぶ。 

 

３．１．熱電素子の圧接 

 ヒートシンク 2 枚で熱電素子を挟み圧接するこ

とで，熱電素子への給熱と放熱を行っている。従

ってヒートシンクと熱電素子の圧接状態が発電特 

 

図 2 熱電素子の外観 

性に大きく影響することが考えられる。なおヒー

トシンクの大きさは 350mm×190mm で，16 枚の熱電

素子を取り付けることができる。 

熱電素子が許容する荷重は 1 枚あたり 662N なの

で，ヒートシンクあたり 16 枚の熱電素子を取り付

けるとすれば，11kN と大きな荷重に耐えられるこ

とになる。しかし実際に実装するときには不均等

な加圧による熱電素子の破損が発生するための限

界があった。 

1 回目と 2 回目の現地実験では，ヒートシンクの

上に重り（1 回目：10kg，2 回目：20kg）を乗せる

ことで加圧した。3 回目の現地試験では加圧の安定

性を増すために図 3 に示すように 8 本のボルトで

加圧する方式とした。締め付けトルクは 150N･m で

ある。この改善により，水素生成量は約 20％増加

した。 

 圧接についてのもう一つの技術課題がヒートシ

ンクと熱電素子の接触状態である。以下の 3 点を

検討した。まずヒートシンクの平面度公差は，大

形パワー半導体素子を圧接する場合と同一の条件

（0.05mm）とした。また表面粗さは，Ra 記号で 6.3

とした。一方，熱電素子の厚みの公差は仕様では

±0.1mm であり，この厚みのばらつきをカバーする

ため，2 回目の現地試験以降，1mm 厚の熱伝導度の

大きなシリコンシートをヒートシンクと熱電素子

の間に挟んだ。（2回目：信越化学工業製TC-CAT-20，

3 回目：同社製 TC-(100)TXE) 

 

３．２．熱電素子の最適接続 

 熱電素子の出力電流 I と出力電圧 V の特性（I-V

特性）の実測値の例として，図 2 に外観を示した

今回の研究に使用している，(有)日本テクモ製

TEC1-12706 について図 4 に示した。高温側温度

42℃，与えた温度差は 35K である。この結果から

電力を計算して同じく図 4 に示すが，熱電素子の

最大電力は，出力電圧を開放電圧の半分で運転し

たときに得られることがわかる。 

 図 3 熱電素子の取り付け方法 
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 一方，負荷となる水電解装置の I-V 特性は図 5

のようになる。装置はアスデン(株)製 XL-MODEL，

電極が 40mm□の固体高分子形である。図から，電

圧1.5Vから電気分解が始まりその後は電流が直線

的に増加していることから，電気分解中は電気分

解セルの等価抵抗は，ほぼ一定とみなすことがで

きる。 

 熱電素子と水電解装置の I-V 特性の交点がシス

テム動作点となるが，図 4 と図 5 より，実証試験

を実施する湯原温泉で得られる温度差 35K では，

熱電素子 1 枚で水の電気分解はできないことがわ

かる。開放電圧の半分で電力最大になることを考

慮すると，熱電素子 4 枚を直列接続すればよいと

考えられる。システム全体では 64 枚の熱電素子を

使用するので，これらの素子を 4 直列－16 並列す

れば，最大の水素製造量となることが推察できる。

2，3 回目の実証試験ではこの接続方式とした。な

お 1 回目の実証試験では温度差を 30K と想定した

ため出力電圧の予測が低く，直列接続数を 8 とし

た。この並列接続数の差は 50%程度の水素生成速度

の差として現れた。 

 熱電素子の最適接続方法の決定手順を一般化す

ると以下のようになる。 

①熱電素子 1 枚で，各種温度差における I-V 特性

を測定し，得られた I-V 特性を数式化する。 

 I = -aV + b 

 ここで，a：短絡電流/開放電圧，b：短絡電流 

②熱電素子を ns個直列接続し，np個並列接続した

ときの熱電素子全体の I-V 特性は次式で表せる。 

 I = -a(np/ns)V + npb 

 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

0 200 400 600 800 1000 1200

電圧[mV]

電
流
[m

A
]

0

20

40

60

80

100

120

電
力
[m

W
]

 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5

電圧[V]

電
流
[A
]

 

③水分解装置の I-V 特性を測定し，得られた I-V

特性を数式化する。 

 I = cV + d 

 ただし，V<Vth で I=0，c：I-V カーブ傾き， 

d/c = -Vth 

④所定の温度条件と熱電素子の接続条件で，熱電

素子と水電解装置の特性の交点をもとめ，その時

の電流を計算する。 

⑤電流が最大になる熱電素子の接続条件を求める。 

 

３．３．冷却水流量の影響 

ヒートシンクに流す冷却水の流量を増加すれば

熱電素子の低温側の温度上昇を抑制できるので，

発電電力の増加が期待できる。実験室における温

度差 35K の条件で 1L/min から 4L/min まで流量を

変化させて最大電力を比較したところ，約 4 倍の

増加を確認した。この結果を受けて，3 回目の現地

実証試験では可能な限りの冷水側流量の増加を図

った。 

 

４．温泉地での実証試験 

 

3 章で述べたように，これまで 3 回の実証試験を

湯原温泉にて実施してきた。システムの設置場所

の選定にあたって，湯と河川水の両方がポンプな

しでヒートシンクに流せる場所を探した結果，田

羽根川が旭川に合流する地点が絶好であることを

見出した。この地点には 4m 上に足湯があり，湯は

そこから高低差を利用して4L/min程度の十分な流

量を確保できた。一方，水は田羽根川からホース

で容易にヒートシンクに引き入れ可能と考えたが，

実際には高低差のない川なので十分な流量を確保

するのに苦労した。3 回目の試験では特に水の流量

増大を意識して取り組み，取水部の形状を大きく

することや川自体の流量が多い場所を最大限利用

するなどの工夫により，結果として前年度より 13%

の増加となった。 

3 年間の結果をまとめて表 1 に示す。どの年も温

度差で 35K 程度が得られた。3 章で説明した出力増

大策の適用により，3 年目には 1 年目の 2 倍の水素

生成速度を得ることができた。 

本システムの出力を生成される水素エネルギー

(低位発熱量:LHV 基準)と考え，入力として温泉の

湯の温度低下から計算できる熱エネルギーを考え

ると，本システムの効率ηを以下のように定義で

きる。 

100
LHV


ら求めた熱量湯の温度低下と流量か

した水素の単位時間当たりに生成
＝  (1) 

 

(1)式において単位時間を 1 分とし，水素生成速

電力 

電流 

⊿T=35K 

図 4 熱電素子の I-V特性例 

図 5 水電解装置の I-V 特性

例 
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表１ 3 年間の現地実証試験結果のまとめ 

 2010 年 12 月 2011 年 12 月 2012 年 12 月 

熱電素子接続 8 直列－8 並列 4 直列－16 並列 4 直列－16 並列 

ヒートシンク圧接 重り 10kg 重り 20kg ボルト締め (*2) 

熱電素子接触面 処理なし シリコンシート シリコンシート 

水温 高温/低温(*1) 42.7℃/7.1℃ 41.5℃/5.8℃ 42.3℃/5.8℃ 

温度差（*1） 35.6K 35.7K 36.5K 

湯/水 流量（*1） 4.0/1.7  L/min 4.5/1.6  L/min 3.7/1.8  L/min 

水素生成速度（*1） 0.75 NL/h 1.31NL/h 1.51NL/h 

電圧/電流/電力（*1） 1.73V/1.9A/3.29W 1.81V/3.06A/5.54W 1.97V/3.09A/6.08W 

(*1)：代表値,  (*2)：M10×8, 締め付けトルク 150N･m 

 

度 Qh [Ncc/min]，水素の LHV[10.8J/cc]６）とおけ

ば次式が得られる。 

 
100

186.421

8.10







Qw

Qh


   (2) 

 

ここで Qw ：湯の流量[cc/min]，θ1,θ2：ヒー

トシンクの入口，出口の湯温 

 

 (2)式において，3 回目の実証試験結果である

Qh =25.2Ncc/min，Qw =3700cc/min，θ1=42.3℃，

θ2=41.1℃を代入するとηは 1.5%となる。 

 一方，電気出力は 3 回目の実証試験で 6.1W が得

られた。これは 1m2当たりに換算すると 60W に相当

する。水路のゴミの除去などのために設備利用率

が 80%と考えると，平均発電電力は 48W となる。

この値を効率 20%，設備利用率 12%の太陽光発電

（1000W×0.2×0.12=24W）と比較すると，2 倍とな

る。熱電素子が 24 時間安定して発電可能であるこ

とがこの差を生んでいる。 

 

５．ま と め 

 

 電子冷却に用いられている安価な熱電素子によ

り構築した熱電素子水分解システムを，岡山県真

庭市湯原温泉で 2010 年から 2012 年にかけて 3 回

の実証試験を行ってきた。使用した熱電素子は面

積が 16cm２のもの 64 枚で，これらを適切に直・並 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

列接続して，温泉の湯と河川の水を通水した 2 枚

のヒートシンクに挟みこんだ。この温度差で発電

した熱電素子の発電電力を水分解装置に供給した。

得られた温度差は 36K であったが，2012 年の実証

試験では 1時間当たり 1.5L の水素を生成すること

ができた。これは 2010 年の結果の 2 倍である。得

られたエネルギーは湯からシステムが得た熱エネ

ルギーの 1.5%であった。一方，本システムで発電

した電力を単位面積当たりで換算すると，太陽光

発電の2倍の平均電力が得られたことがわかった。 

なお本研究の一部は，科学技術振興機構平成 22

年度研究成果最適展開支援事業の支援を受けてお

こなわれた。 
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津山高専における迷惑メール独自対策の長期検証

* **岡田 正 米澤将人

Long-term Evaluation of TNCT Independently Blocking of Spam E-mail

* **Tadashi O and Masato YKADA ONEZAWA

We reported a unique blocking system of spam e-mail using Postfix mail server proguram six years ago. In this

report, a subsequent improvement and an effect of the blocking are reported on a long-term view. We introduce

additional refusal rules not only in delivery servers connected to the Internet but in the intramural last receiving

server in order to improve a blocking efficiency. Although very slight superfluous restriction has occurred, the

mail delivery system by which spam e-mail hardly enters within our campus is realizable without optional software

and/or hardware.

Blocking Spam E-mail, Postfix, Long-term Evaluation of Blocking EfficiencyKey Words:

１．はじめに

電子メール・ウェブサイト等の安全で安定な運用

は，あらゆる組織の情報交換と情報発信に必須なも

のとなっている．津山高専では，オープンソースソ

，フトウェア( )を活用しOSS: Open Source Software1)

安全なネットワークサーバを安価に自前で構築し，

年以上にわたって安定に運用している ．構築15 2)

・運用にあたっては，単に業務を遂行するためだけ

， ，でなく ここで得られた技術情報や運用ノウハウを

学生教育・地域協力にも波及させ，多面的な教育・

研究活動へと発展させてきた ．3)

ネットワークサーバの運用では，セキュリティを

重視した上で，複数人での管理を考え原則として標

準的で分かりやすい設定を心がけている．この方針

の唯一の大きな例外は，先に報告した電子メールサ

ーバの設定である ．迷惑メールを学内に入れない4)

ことを目的に，津山高専独自の拒否方針をもうけ，

固有の設定情報を使った運用を 年近く続けて効10

果を上げている．

本報告では，前回の報告以降に行った追加設定や

ログ情報を紹介し，迷惑メール独自対策の効果を長

期的に検証する．２章では，津山高専独自の迷惑メ

原稿受付 平成２５年８月３０日

情報工学科*

専攻科電子・情報システム工学専攻**

ール対策を，前回報告した以降の追加設定を含めて

述べる．３章ではログ情報に基づき迷惑メールの長

期にわたる受信状況を紹介し，４章では独自対策効

果の検証と課題について考察する．

２．津山高専の迷惑メール独自対策

津山高専の電子メールサーバに実装している迷惑

SMTP Simple Mail Transferメール拒否方法は， (

)手順に基づいて，可能な限りProtocol, RFC53215)

初期の段階で拒否することで効率を上げるものであ

る．前報で報告したとおり ，4)

a IP FQDN Fully( ) 特定の アドレスまたは (

)の制限Qualified Domain Name

( ) を持たないクライアントの制限b FQDN

( )特定のメールアドレス／ドメイン名の制限c

( )存在しないドメイン名の制限d

( )存在しないユーザ向けのメール制限e

について， のメール配送プログラム のOSS Postfix6)

機能を使って記述している．このとき許可／拒否リ

ストを，津山高専に届いた迷惑メールの情報を使っ

て作成することも特徴であ．

当初登録に使う情報は，システム管理者である本

報告筆頭著者（岡田）に届いた電子メールから抜き

出していた．その後，拒否設定の精度が向上するに

， ，つれて 個人に届く迷惑メールが少なくなったので

対外接続メールサーバのログを利用して，登録に使

う情報を増加させた．すなわち，卒業した学生利用

"User unknown & host name者や退職教職員宛に届き
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not found" client fromとなる電子メールを探し， と

DHCP Dynamicから迷惑メールと判断されるもの（ (

)で割り振られたアドレHost Configuration Protocol

ス，ドメイン情報に矛盾があるクライアントなど）

を拒否リストに登録している．

しかし， アドレスの追加だけでは，巧妙に送IP

りつけられる賞金・アダルト・違法物品等の電子メ

ールを防ぐことに限界があった．そこで，プライバ

シー保護の方針にやや反する面があることを承知

で， 年 月 日から学内の電子メールサーバ2008 5 12

において の を有効にして，Postfix header_checks7)

電子メールの一部内部情報を制限設定に利用するこ

とにした．

設定の特徴として，迷惑メールに含まれるヘッダ

の特定パターンに一致した電子メールを，拒否して

捨てるのではなく，独自コマンドを埋め込むことで

管理領域にファイルとして保存できるようにした．

， ，これにより 迷惑メールだけを自動で選別・保存し

万一間違いがあっても手動で送信先に配信可能とな

っている．

（ ） ，保存された電子メール ファイル を随時点検し

本当に迷惑メールであるかどうかを確認するととも

に，送りつけた を対外接続電子メールサIP Address

ーバに登録することで，極力前の段階で拒否できる

ようにする．

これでも一部の迷惑メール（特に，日本語で書か

れたもの）は拒否設定をすり抜けていた．そこで，

年 月 日からは内部電子メールサーバで2012 6 4

の も有効にした．ここでの設Postfix body_checks6)

定は，悪質で影響の大きいもののみに限定し，少数

の短いパターンとすることで，処理負荷を押さえて

いる．

３．迷惑メールの長期受信状況

迷惑メールの受信状況の推移を，月単位（図１）

と日単位（図２）で示す．

図１ 迷惑メール受信状況の推移（月単位）

図２ 迷惑メールの受信状況の推移（日単位）
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図１は システム管理者の一人である筆頭著者 岡， （

田）に届いた迷惑メールの件数とその１件あたりの

平均バイト数を，前報で報告した受信状況を含めて

年 月から 年 月までの 年 ヶ月分2001 1 2013 7 12 7

を示したものである．前報報告時点で月 通前後100

だった迷惑メールが， 導入以降は数header_checks

十通に下がり，現在は 通前後となっている．平10

均バイト数については，件数が減ったので，添付フ

ァイル付きメールを受け取った月は大きな影響を受

けているのがわかる．

図１では長期間のデータをまとめて示しているた

め，大量に届いていた時期と重なっていてわかりに

2007 4 1くい そこで 一日ごとの受信状況を 年 月． ，

．日から 年 月 日まで示したのが図２である2013 8 1

過去 年で見ると， 年 月 日に 件受け取2 2012 1 25 7

ったのが最大で，一週間届かない週もある．ただ，

拒否リストを追加しているにもかかわらず，その後

漸減しているわけではない． 件程度受け取る日も5

あり，新たなパターンで迷惑メールを送りつける状

況が続いているのが見て取れる．

次に の効果について述べる ロheader/body_checks （

）． ，グの詳細は省略 管理領域に保存したファイルは

通常月あたり数十通である．しかし，状況によって

大きく変動するのが，この制限の特徴である．例え

ば，特定利用者が標的になって，同じような電子メ

ールが大量に届き一定期間増加することがある．あ

るいは，新たな教職員を新規利用者として登録し，

その方が前任組織から電子メールを転送されること

があり，組織によっては迷惑メールが大量に含まれ

ていて多くのファイルが溜まることがある．いずれ

にしても， により，巧妙な迷惑header/body_checks

メールを拒否するのに効果のあることを確認でき

た．

４．独自対策効果の検証と課題

３章で示したように，最も大量に迷惑メールを受

け取るであろうシステム管理者に，現在では，数日

， ．に１通 月に 通前後届く環境を実現できている10

月平均 通程度の電子メールを受け取っている4000

なかで，まったく気にならないレベルである．シス

テム管理者以外の利用者で，迷惑メール拒否の効果

を感じられるのは，他組織との異動を経験された場

合であろう．本校に赴任された方または他機関に転

出された方から，本校で迷惑メールを読むことがほ

（ ） ，とんどない なかった との感想を複数聞いており

本校の対策が有効に機能しているからだと考えてい

る．

次に，本校のメールサーバ全体としての受信状況

を，前報と同様に制限条件ごとに比較検討する．ア

クセス解析を行ったのは，前報とほぼ同じ時期の

年 月 日から 月 日の一週間である．2013 6 15 6 22

内部に転送した割合は ％と変わらなかったもの16

の，制限条件の割合は大きく変わった．

まず，２章の条件( )が ％から ％へと大きb 29 55

く増加した．これは， を持たないクライアンFQDN

トからのアクセスで， ベースのインターネットIP

管理に起因する継続した問題である．インターネッ

トの普及に伴い，適切に管理されていないパソコン

等の存在が増えている結果と考えられる．後で述べ

る過剰制限を生じる原因の一つともなっており，引

き続き注視していく必要がある．

IP a 20一方 アドレスを拒否する２章の条件( )は， ，

8 IP％から ％へ減少した．正規に登録されている

OP25B Outbound Port 25アドレスについては， (

) の導入など適切な管理が進むという良いBlocking 8)

面の反映であろう．また，途中で接続を切るクライ

アントは ％から ％へと，こちらも減少してい33 18

る．これは，迷惑メールを送りつける手法が洗練さ

れてきて，時間のかかる接続をいやがるという悪い

面が読み取れる．

次に，内部メールサーバで をheader/body_checks

導入した効果を検討する．保存された電子メールを

見ると，新たなソフトウェアやハードウェアを追加

することなく，最小限のメール情報を使うだけで，

巧妙な迷惑メールを排除できている．この方法で，

最も気がかりなのは，処理によるサーバ負荷の増加

である．日常的にメールサーバの負荷状況を監視し

ていると，実行待ちジョブの平均数が一時的に３近

くになることがある．このときプロセスを確認する

と，外部から送られてきた電子メールを大量に処理

している．しかし，処理自体は単純なテキスト検索

で，現行サーバの ・メモリ等の資源で十分にCPU

対応できる．とはいえ，個別電子メールの内部情報

を使うので， だけでも廃止できる状況body_checks

にしたいと考えている．

2012 4最後に，過剰制限について検討する． 年

2013 3 24 13月から 年 月の一年間（平成 年度）に，

件の過剰制限が発覚した．発覚した場合は，原因を

調査し設定を修正するとともに，同様の過剰制限が

起きていないかどうか をさかのぼって確認maillog

している．少なくとも上記の期間において，発覚し

た以外の過剰制限は見つかっておらず，精度良く対

処できていると考えている．

年間 万通に達する受信メールに対しごくわず100

かな件数であるとはいえ，電子メールの重要性から

過剰制限は完全になくすのが理想である．過剰制限

の原因は，逆引きできないクライアントから，また

は ( )指定した連CIDR Classless Inter-Domain Routing

続アドレスに含まれるクライアントからのアクセス
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である．前者は外部の問題で，先に述べたようにこ

の拒否設定は外せないので，正当な を持つFQDN

メールサーバを使って欲しいというしかない．後者

は内部の問題で， による効率性を追求しながCIDR

ら，登録時に範囲をていねいに確認し過剰にならな

いよう心がけている．

maillog過剰制限かどうか，何が原因かの解析は，

の検索で簡単に行える．さらに設定変更は，単一の

テキスト形式設定ファイルを編集するだけである．

過剰制限がわかれば， アドレスとして許可設定IP

FQDN CIDRを行い， の有無にかかわらず，または

指定範囲に入るかどうかにかかわらず，受け取れる

ようにしてある．なお，ログ情報から，過剰制限を

自動的に検出できないか検討しているものの，一般

化できる有効な条件を見いだすに至っておらず，未

だ適切な方法を実装できていない．

５．あとがき

本報告では，津山高専が 年近く運用している10

独自の迷惑メール対策について，前回報告した以降

の状況を中心に設定と推移を述べた．特別なソフト

ウェアやハードウェアを必要とせず，制限の設定や

保守が容易で，メールサーバの負担を軽くし，利用

者の追加設定を必要としない制限方法をめざして，

の機能だけを使って実装している．さらに，Postfix

津山高専に届いた迷惑メールの情報を使い，徐々に

制限を強めることで，迷惑メールがほとんど届かな

い環境を実現できた．

しかし，過剰制限をなくしたり，設定リストを保

守するには，引き続きログ情報を監視したり，イン

ターネットに関する情報収集が欠かせない．とりわ

け，送信ドメイン認証 を始めとした新しい技術が8)

一般化すれば，速やかに対応しなければならない．

さらに， が普及すると現在の ベールの設IPv6 IPv4

定が使えなくなる．このとき，どのような技術で迷

惑メールを届かないようにするのか，電子メールに

まつわる課題を継続して検討していく必要がある．
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大規模イベントにおける準リアルタイム渋滞情報提供システムの 

構築と運用 
 

寺元 貴幸* 福谷 遼祐** 

 

Construction and Operation of Near-real-time Congestion Information 

Providing System in Large-scale Events 

 

Takayuki TERAMOTO
*
 and Ryosuke FUKUTANI

** 

 

In recent years, it is very major method that use internet for collecting information. Especially, social network service (SNS) is 

growing rapidly. For example, there are Twitter, Facebook, LINE, mixi, and so on. However, SNS is very difficult to understand for 

Information illiterate. In this challenge, in order to provide real-time information of "B-1 Grand prix in Tsuyama", our system was 

built. This system provides near-real-time information. Information is based on information that was sent by staff. Moreover, user 

interface is simple web-page and it is easy to use. In order to get latest information, the web browser is only required. In the day of 

event, our system acted role without incident. It seems without problem that operating our system, but exists some issues about 

construction. In this report, our system, operation, and consideration were recorded. 

Key words: Web, Real-time, Provide-Information, Smart-phone 

 

１．概  要 

 

近年，Web は情報提供の手段として定着してきてお

り，そのなかでも Twitter や Facebook，LINE などに

代表される SNS の普及によるユーザ同士の情報伝達

も一般的になってきた．しかし，これらのサービス

を活用するためには，事前にサービスの利用登録を

行うことが基本的に必要となり，正確でしかも常に

情報が更新されるタイプの情報提供は期待すること

ができない．さらに，短期間のイベントでは，常設

の駐車場のように渋滞情報を自動計測するようなシ

ステムを導入することは困難である．そこで今回，

大規模なイベントにおいても，ほぼリアルタイムに

駐車場の渋滞情報や店舗の混み具合を知る事ができ，

しかもレンタルサーバとスマートフォンを用意する

だけで，非常に安価に運用できるシステムを開発し

たので報告する． 

今回本システムを 2013 年 5 月 25・26 日に実施され

た「近畿・中国・四国 B-1 グランプリ in 津山」にお

いて運用することを試みた．B-1 グランプリにおいて

は，以前から Web ページによる情報の提供自体は行

われていたが，スタッフ同士がメールを用いて情報

交換を行い，これに従ってスタティックな Web ペー

ジを逐次書き換えて表示する情報の更新を行ってい

た．しかし，この方法では手間がかかり，リアルタ

イム性も非常に低くなりがちであった．そこで今回

本システムを適用することにより「スタッフが現在

の情報を送信するとWebページを最新の情報に更新」

というサイクルを自動化するためのシステムにより

リアルタイム性の高い情報提供を行うことができた

のでその様子を報告したい． 

 

２．システム構成 

 

２．１．システム全体と運用方法 

本システムでは，Web サーバが情報を直接受け取り，

即時に Web ページを書き換えるためにスクリプト

(PHP)を用いた動的なWebページによる情報の提供を

行う．以下の図 1に概要図を示す． 

原稿受付 平成25年8月30日 

＊情報工学科 

＊＊電子・情報システム工学専攻科 
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図１ システムの概要図 

 

また、実際の運用の手順は以下のとおりである． 

（１）スタッフが，スタッフ専用ページにスマート

フォンなどを用いてアクセスし，任意の情報を最新

のものに更新する．実際のスマートフォンでの操作

画面を以下の図 2に示す． 

 

 

図 2 情報更新画面 

 

（２）Web サーバは，情報を最新のものに更新し，以

前の状況をバックアップする． 

（３）一般の利用者は，来場者用のアドレスにアク

セスし，最新の情報を取得する．実際の画面以下の

図 3に示す． 

 

 

図 3 情報閲覧画面 

 

今回，開発を行ったシステムは基本的に「情報の

更新と取得を行うライブラリ」,「スタッフが情報を

更新するためのページ」，「一般の来場者が情報を閲

覧するためのページ」に分けることができる．また，

ライブラリを含むシステム群は今回の B-1 グランプ

リに限らず，ほかの大規模イベントにも対応できる

ように，提供するべき情報の数が増加した場合でも

容易に拡張が可能となっている．以下の表 1 に今回

のイベントで提供した情報を示す． 

 

表 1 提供した情報 

種類 個数 

駐車場の混雑状況 3 

シャトルバスの待ち時間 2 

チケット売り場の待ち時間 4 

出展団体の待ち時間 22 

 

以上のように，合計 31 箇所の情報についてリアル

タイム性の高い情報の公開サービスを提供した． 

 

２．２．情報の更新と取得を行うライブラリ 

Web サーバ上の情報を更新したり，最新の情報を取

得したりするために各 Web ページ上で使用される共

通の関数群がまとめられた PHP ファイルである．Web

サーバは，各種の情報を保持しておく必要があり，

TXT ファイルで現在の情報を保存することとした．こ

のファイルには，フォームで情報を更新する際の一

意のIDと最新の情報，更新時刻などが含まれている．

情報公開用サイト内で使用する，逐次更新されるべ
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き情報は全てこのファイル内で一括管理されている．

また，性能向上のため APC（Alternative PHP Cache）

と呼ばれる PHP を高速化するモジュールを有効化し

た．これに含まれる，apc_store という関数によって

TXT ファイルの内容を，セッションをまたいでメモリ

上に保持することが可能となった．このため，一般

ユーザからのアクセス時には TXT ファイルを読み出

す必要がなくなり，TXT ファイルの読み書きは情報の

更新時のみでよくなった． 

 

２．３．スタッフが情報を更新するページ 

スタッフが最新の情報を任意のタイミングで Web

ページに反映させるために，情報を Web サーバに送

信するためのページである．一般のユーザが利用す

るべきページではないため，HTTP リクエストの GET

パラメータを用いて簡易的なパスワードを設けてい

る．このため，仮にスタッフ専用の URL を推測でき

たとしても，GET パラメータにセットするべき値が漏

洩しない限り，スタッフ専用のページにアクセスす

ることはできない．また，GET パラメータの値を正し

く設定したとしても，セッションごとにパスワード

による認証が必要である．このパスワードは，実際

の運用時はスタッフの手間を軽減する目的で無効化

されていた． 

また，今回のシステムでは，上記のようにスタッ

フの手間を軽減することを主な目的のひとつとして

ある．このため大勢存在するスタッフは自身の担当

するべき情報以外の情報も任意に更新することが出

来る．これはセキュリティ上好ましくなく，本来な

らスタッフは個別にIDとパスワードを用いて認証を

行うべきであるが，今回のケースでは実装の手間と

利用の手間がどちらも増加することになるため，特

に個別の認証は実装されなかった． 

 

２．４．一般の来場者が情報を閲覧するページ 

一般の来場者が使用する情報公開用ページである．

先に述べたライブラリにより，ページ上の情報はア

クセス時に最新のものが適用される．単純に PHP の

echo コマンドを使用しているため，ユーザから見る

とスタティックなページと変わりはない． 

 

２．５．その他 

（１）エラーページのカスタマイズ 

Apache 標準のエラーページではなく、利用者がわ

かりやすいデザインのページが表示されるように変

更した． 

（２）PC，スマートフォン，フィーチャーフォンそ

れぞれに最適化されたページの表示 

PHP のユーザーエージェント判別機能により、それ

ぞれに適したページが表示されるようになっている． 

 

３．実際の運用 

 

本システムを運用するため，専用レンタルサーバ

を Web サーバとして稼働させた．ここで，一般的な

レンタルサーバでは APC が使用できなくなり，性能

が低下することに注意すべきである．以下の表 2 に

APC が有効化された場合と無効された場合での性能

を示す．この時の性能とは，PHP によって動的に生成

されるページを大量にリクエスト(合計10000リクエ

スト，同時接続数 20)を行った場合の秒間アクセス数

とする．この検証には Web サーバなどの負荷テスト

ツールの一つである ab を用い，さくらインターネッ

トの VPS1G プランでの性能を比較した． 

 

表 2 性能の比較 

 秒間アクセス数

（エラー含む） 

秒間アクセス数

（エラー除く） 

APC なし 47 毎秒 6 毎秒 

APC あり  54 毎秒 54 毎秒 

 

以上のように，APC によって大幅な高速化を行うこ

とができたことがわかる．また，負荷テストに使用

したネットワーク帯域の使用率がほぼ 100%に達して

いたため，実使用環境ではさらに性能が伸びる可能

性がある．以上のテストは VPS を用いたため，使用

できる帯域が不安定であるが，実際に運用に使用し

た専用サーバ上では，仮に 100Mbps の転送速度を前

提にした場合，約 2800 毎秒ものリクエストを処理で

きる性能が発揮できる見込みとなった．また，実際

に使用したサーバの仕様を以下の表 3 に示す． 

 

表 3 使用したサーバ 

サービス名 さくらインターネット 

さくらのマネージドサーバ 

Xeon プラン 

使用料金 月額\14800 初期費用\30000 

root 権限 なし 

マシンスペック CPU:Xeon, RAM:8GB, HDD:600GB 

ネットワーク 100Mbps 共用 

 

イベント当日の運用については，特に大きな混乱

もなく行われた．以下の図 2 にイベント時のサイト

へのアクセス数の推移を示す．今回のイベントでは，

日中において秒間1～2程度のアクセスしかなかった

ため，サーバに対しての負荷はほとんどかかってい

なかった（アイドル時と同程度）．このため，使用し

たサーバの性能は十分であったと思われる． 
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図２ 時間別アクセス数 

 

６．ま と め 

 

今回の例では，もともと人が行っていた作業を Web

サーバ上で自動化することが主な目的であった．PHP

によるサーバサイドの処理によって自動化は実現で

きたものの，以下のような課題も明らかとなった． 

まず，セキュリティ上の脆弱性に対しての問題が

あげられる．情報を更新するスタッフに対して認証

を行わないため，だれが何を更新したのかわからな

い．パスワードの入力などの煩雑さも，Web ブラウザ

によるパスワードの保存機能などを用いることで低

減できると考えられる． 

次に APC 実行可能環境に依存しなければならない

問題がある．今回のシステムでは，大量のアクセス

に備えて APC を導入したが，果たして十分に効果が

あったかどうか疑問である．それよりも APC を有効

化できる環境が限られる不便さのほうが問題となり

かねない．アクセス数の増加に対しては，それ以前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にネットワーク帯域の確保，サイトの効率的な設計

などのほうが重視されるべきであった．しかしなが

ら，特に大規模なイベントなどに対応するためには

やはり APC などの PHP アクセラレータが必要になっ

てくる場合がある．この場合は，自分でサーバを構

築するか，または一般的なレンタルサーバではなく

VPS や今回利用したような専用サーバ（ネットワーク

帯域が保障されていればなお望ましい）を使用して

運用を行うべきである．もちろん，APC なしでも問題

なさそうであれば無理に高価な環境を整える必要は

ないと思われる． 

最後に，更新情報の管理の方法についての問題が

ある．今回のシステムでは，サイト上で一意の ID を

持つ情報を単一の TXT ファイルに保存する手法をと

った．しかしこれでは情報そのものの管理が煩雑に

なるため，各情報は階層構造によって管理されるほ

うが効率的であると考えられる． 

今回のシステムにおいて，最も重要であるのは，

情報の更新と取得が可能な PHP のライブラリを作成

したことである．しかしこれは汎用性が低いわけで

はないが上記のような問題を抱えており，今すぐに

ほかのイベントなどで使用できるものではない．よ

って今後，汎用性を重視してシステムの設計・実装

を変更していくべきである． 
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ジェミニ２システムと ASCOM プラットフォーム 

 

佐々井 祐二*
 

 

Gemini 2 System and ASCOM Platform 

 

Yuji SASAI 

 

In March 2012, we constructed an astronomical observatory on the rooftop of our school building. This observatory is 

equipped with an equatorial mount and a 35cm diameter ACF (Advanced Coma-Free) telescope. The Gemini 2 system of 

this equatorial mount can be controlled by the Web browser of a PC on a network. ASCOM (AStronomy Common Object 

Model) is an open integrated platform that provides a standard interface for astronomy equipment including mounts, fo-

cusers, and imaging devices in a Microsoft Windows environment. We investigated the control of our astronomical obser-

vatory using the ASCOM platform.  

Key Words :  Astronomical Observatory, Gemini 2 System, ASCOM

１．緒 言 

 

津山工業高等専門学校応用物理研究室では 2009

年 3 月に，口径 35cm シュミットカセグレン式望遠

鏡と口径 4cm Hα 太陽望遠鏡を装備するスライド

ルーフ天文台（東天体観測室）を構築した．また，

2012 年 3 月に，口径 35cm ACF 鏡筒を大型赤道儀

に同架させた西天体観測室（図 1）を本校の校舎屋

上に構築し 1 )，本校 3 年の自発的学習科目チャレ

ンジゼミナールあるいは 5 年卒業研究の学生と共

に，天体の測光・分光観測など様々な天文教育研

究活動を行っている．世界天文年 2009 から小中学

生対象の公開講座「天体観測会―君も未来のガリ

レオだ！―」 2), 3) を年 4，5 回行っており，好評で

ある．さらに，近年は津山市公民館から依頼され

た「天体観測教室」も実施している． 

西天体観測室赤道儀の制御系であるジェミニ 2

システムについて，ハンドコントローラを利用す

る方法は，天体観測会などでその機動性を発揮す

る．もちろん，ジェミニ 2 は通常の制御系が使用

する Windows PC 上のプラネタリウムソフトに対

応しているが，ハンドコントローラよりも詳細な

制御を Web ブラウザから行うこともできる．また，

最近はパルスカウントによって制御できる天文機

器ドライバの統合パッケージとして，Windows 用

にオープンソースの ASCOM プラットフォームが

あり，その活用の広がりが期待されている．しか

し，ASCOM について，そのホームページに英文の

説明があるだけで，余りまとまった文献がない．

そこで，具体的な説明を試みる． 

 本稿では，西天体観測室の赤道儀の制御系であ

るジェミニ 2 システムについて，制御 PC からの

Web アクセスによる利用方法，オープンソースの

ASCOM プラットフォームについて調査したので，

報告する． 

 

２．ジェミニ 2 システム 

 

鏡筒は米国 Meade 社の口径 35cm ACF の

LX200ACF-35，赤道儀は米国 Losmandy 社の HGM 

TITAN である．TITAN 赤道儀はピリオディックエ

ラー±5 秒角以内，最大搭載重量約 45kg（撮影用

鏡筒搭載時）の性能を有している．  

 赤道儀コントローラとしては，同社のジェミニ 2

（Gemini 2）システム 4)～6)（図 2）を使用する．ジ

                              

原稿受付 平成 25年 8月 30日 

＊専門学科共通科目 sasai@tsuyama-ct.ac.jp 

(a) 

(b) 

図 1 西天体観測室（（a）外観 （b）口径 35cm鏡筒と赤道儀，メ

インコントロールパネル，ハンドコントローラ 
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ェミニ 2 は初めてタッチパネルを採用した赤道儀

コントローラであり，操作性に優れる．また，ジ

ェミニ 2 は旧モデルのジェミニ Level 4 の CPU を

強力にし，メモリを増やし，タッチパネル等より

ユーザインタフェースを向上させたモデルである． 

ジェミニ 2 の主な仕様 4) は以下の通りである． 

 内蔵データベースは 41,0 00天体（Messier=110個，

NGC=7840 個，IC=5386 個，Sh2=313 個，Bright 

Stars=79 個，SAO=17635 個）である 

 導入精度は全天で 3 分角未満，領域限定で 1 分角

以内である 

 LX-200 互換プロトコル 

 ASCOM プラットフォーム対応 

また，大きな特徴 4)～6)として，次のモデリング

と極軸修正機能がある． 

(1) モデル 

モデルはデータベース座標と望遠鏡が指向する

天球座標との正確なシンクロナイズを実現するた

めのパラメータである．複数の基準星を導入する

ことによりモデルを構築する．Meade LX200 だと 2

スターアライメントであるが，ジェミニ 2 ではド

イツ式赤道儀のコーンエラーを考慮し，子午線を

挟んだ東半球と西半球で別々にモデルを構築する．

基準星 1 個までで赤経・赤緯軸の座標エラーの補

正，5 個までで極軸エラーの補正，9 個までで赤経

赤緯両軸の非垂直パラメータを加えて補正，10 個

以上で鏡筒やカウンターウェイトのたわみまで補

正する．モデル情報は保存・読み出しが可能なた

め，自動導入とフリーストップが両立する． 

(2) 極軸修正機能 PAC（Polar Axis Correct） 

Titan 赤道儀の場合，極軸に付かない極軸望遠鏡

の使用は前提としていない．極軸修正機能 PAC で

は，天の北極から離れた天の赤道に近く子午線付

近の基準星を使う．正確なモデリング後，PAC を

実行すると，ジェミニ 2 は正確な極軸を前提とし

た“対象のあるべき位置”に鏡筒を移動させる．

赤道儀の極軸調整（方位・仰角）機構で基準星を

視野中央に入れ直すと，合致精度 2 分以内に極軸

が修正可能である．ただし実際は，西天体観測室

の赤道儀について，基準星がずれていく方向を考

慮し，手動で極軸を追い込んだ． 

 1 年程度使用して，不具合だと感じる点について，

精度不足により，内臓時計が 1 日当たり 5 秒程度

進むので，しばらく使わないと天体が赤緯方向に

移動していることが挙げられる．GPS を利用する

必要がある．また，表示が稀にドイツ語に文字化

けすることがある．これはファームウェアバージ

ョンアップで改善すると期待している． 

(a) (b) 

図 2 ジェミニ 2システム（（a）メインコントロールパネル  

（b）ハンドコントローラのタッチパネル） 

図 3 ジェミニ 2 Web ページ画面 

図 4 メニュー「ハンドコントローラ」画面 
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３．ブラウザによる操作 

 

 ジェミニ 2システムには，Ethernetポートがあり，

設定した IP アドレスに対し，ネットワーク上の PC

ブラウザからアクセスすると図 3 のような Web ペ

ージが表示される．ジェミニ 2 の全てのメニュー

にブラウザ上からコントロールできる． 

 内蔵リチウム電池が放電してしまうと，ジェミ

ニ 2は電源ケーブルが接続された状態であっても，

設定情報が消え，不安定な動作をする．この内蔵

リチウム電池の状況についても，Web 上から確認

でき，ハンドコントローラより充実したメニュー

を活用できる． 

 また，「Observation」－「Hand Control」を選択

すると，図 4 のようにハンドコントローラと同様

のウィンドウが表示される． 

 

４．ＡＳＣＯＭ 

 

４．１ ＡＳＣＯＭとは 

 ASCOM（AStronomy Common Object Model）7 )

とは，ベンダーに依存しないプラグアンドプレイ

制御を指向する天文ソフト開発者や天文機器製造

業者のグループが主導している標準規格である．

また，ASCOM は Windows コンピューターに接続

する多くの天文デバイスでサポートされている多

対多および言語非依存のアーキテクチャである． 

ASCOM に準拠する事で，機器の違いによる実装

上の問題をある程度解消することができる．その

ために，Windows に ASCOM Ver.6 をインストール

し，内蔵デバイスドライバの不足があれば，さら

にデバイスドライバをインストールする． 

ASCOM と伝統的な天文機器制御アーキテクチ

ャの違いについて図 5 に示す． 

図 5 天文機器制御アーキテクチャ 

 次に，各制御アーキテクチャの特徴を列挙する． 

モノリシック 

 各々のプログラムはデバイスコントロールのた

めにそれ自身のコードを持っていなければなら

ない． 

 ベンダーはデバイスコントロールコード全てを

書かなければならない． 

 新デバイスはプログラムの新リリースを要求す

る． 

 デバイスコントロールにおけるバグはプログラ

ムの新リリースを要求する． 

エクステンシブル 

 ベンダープログラムの幾つかはデバイスコント

ロールコードを共有できる． 

 誰でもデバイスコントロールのプラグインを書

くことができる． 

 新デバイスは新プラグインのみ要求する． 

 デバイスコントロールにおけるバグは新プラグ

インのみ要求する． 

オープン（ASCOM） 

 ベンダー独立：どのプログラムもドライバを使用

することができる． 

 誰でもドライバを書いたり，サポートすることが

できる． 

 新デバイスはドライバのみ要求する． 

 デバイスコントロールにおけるバグは新ドライ

バのみ要求する． 

 

４．２ ＡＳＣＯＭインストール 

 西天体観測室のWindows 7の制御 PCに ASCOM

をセットアップしたので，ここで，その紹介をす

る．今後の更新でファイル名等は変更されるが，

現時点での状況で説明する． 

(1) ASCOM プラットフォームインストール 

ASCOM 標準規格のホームページより，最新版

「ASCOMPlatform6SP2.exe」をダウンロードの上，

インストールする． 

(2) 赤道儀コントローラーインストール 

ASCOM 標準規格，あるいは Gemini 2 Mount 

Controller のホームページから圧縮ファイル

「GeminiTelescopeInstaller_1.0.51.0.zip」をダウンロ

ードし，解凍の上，インストールする． 

(3) フォーカーサードライバインストール 

西天体観測室では，MoonLite Telescope Accesso-

ries の MoonLite CS Focuser を導入している．カセ

グレン式鏡筒では，粗動ピントノブを回転させ，

鏡筒の底にある反射レンズセルを前後に動かすこ

とによりピント調整する．ミラーロックノブによ

り，レンズセルを固定し，鏡筒リアーにフォーカ

ーサーを組み込み，光路長を変化させ，フォーカ

モノリシック エクステンシブル 

内蔵デバイスコン
トロールを備える
天文プログラム 

内蔵プラグインの
特徴を備えるベン
ダープログラム 

任意の言語で書かれ
た任意のベンダーの
天文プログラム 

サポートデバイス 

特定デバイス 特定ベンダー 

特定デバイス 

オープン（ASCOM） 

プラグイン層 プラグイン層 

サポートデバイス サポートデバイス 

公開／ 
標準 

特定デバイス 
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スの微調整を行う．リモコンボックスのボタンを

押すことの他に，PC 上でリモート制御させること

もできるので，そのドライバをインストールする． 

nFOCUS のホームページ 8 )よりインストーラー

「GCUSB_nFOCUS_Setupv5v6a.exe」をダウンロー

ドし，実行する．次に同じページにある INF ファ

イルの圧縮ファイル「inf_gc_usb_nfocus1.zip」をダ

ウンロードの上，解凍する．次に，フォルダ内の 2

つのファイルを 

C:¥Program Files (x86)¥Common Files¥ASCOM 

¥Focuser 

にコピーする．ただし，CS Forcuser の USB ケーブ

ルを制御 PC に挿すだけでは，ドライバが認識され

ておらず，デバイスマネージャーの「ドライバの

更新」から上記フォルダを指定し，ドライバをイ

ンストールする．その後，CS Forcuser は COM ポ

ートに接続されているように認識される． 

(4) カメラドライバインストール 

ASCOM 用のドライバを提供するメーカー等も

あるが，ディジタル一眼レフカメラ（DSLR）と冷

却 CCDカメラの最大メーカーは特に ASCOM用の

ドライバは提供していない．そのため，カメラコ

ントロール用のソフトウェアは商用のものが多い．

天文用の一眼レフカメラの場合，キャノンが業界

標準となっており，カメラ通信ソフト「Canon EOS 

Utility」をインストールすれば，ASCOM 上の撮影

ソフトを利用できる．もっとも，性能も高いので

「EOS Utility」をそのまま利用すればよいのかも知

れない．また，DSLR 用のフリー撮影ソフトはかつ

て存在したが，Android 用が目に付く程度である．

今後，提供するユーザが現れる可能性もある． 

 他に，ドームコントローラ，フィルターホィー

ル，視野回転装置等については，天文専用である

ので，ASCOM に対応している装置が多い．必要で

あればインストールする． 

 

４．３ ＡＳＣＯＭ利用例 

 ディスクトップ上の「ASCOM Diagonostics」ア

イコンをダブルクリックして，各種デバイスの設

定をしても構わない．ここでは，数種のデバイス

を立ち上げ，月面を撮影する手順を紹介する． 

(1) 赤道儀（ジェミニ 2） 

赤道儀のジェミニ 2 システムの電源を投入後，

ディスクトップ上の「Gemini Telescope」アイコン

をダブルクリックして表示される「Gemini」ウィ

ンドウ（図 6）下部の「Connect」ボタンをクリッ

クし，ジェミニ 2 との通信を開始する． 

「Setup」ボタンをクリックし，プルダウンメニ

ューの中から「Advanced Gemini Settings …」を選

択すると，図 8 のように，現在のジェミニ 2 シス

テムの設定が読み出されているのが分かる． 

「Func」ボタンをクリックし，「Object and Co-

ordinates …」を選択すると「Object RA and DEC 

Coordinates」が表示され，右の「Catalogs …」ボタ

ンをクリックすると図 9 が表示される． 

「Bright Star List」から「Vega a Lyr」を選択し，

図 6 ジェミニ2 ASCOM ド

ライバ画面 
図 ７ nFORCUS ASCOM 

ドライバ画面 

図 8 Advanced Gemini Setting 
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右にある「Go To」ボタンをクリックすると，こと

座ベガに向けて鏡筒が移動する． 

(2) フォーカーサー（nFOCUS） 

ディスクトップ上の「GCUSB_nFORCUS」アイ

コンをダブルクリックすると，「GCUSB_nFORCUS」

ウィンドウが表示される（図 7）．ここで「Connect 

to nFORCUS」にチェックを入れると通信が始まる．

ライブビュー画面で確認しながら，「In」あるいは

「Out」ボタンにより，フォーカスを調整する． 

(3) カメラ（Canon 60D） 

ディスクトップ上の「EOS Utility」アイコンをダ

ブルクリックして，「EOS Utility」を起動させ，図

10 (a) のコントロール画面が表示される．ここで

「ライブビュー」を選択するとフォーカス合わせ

が簡単である．「EOS Utility」で ISO，シャッター

スピード等を調整して，撮影ボタンをクリックす

ると図 10 (b) のように撮影画像の月のプレビュー

画面が表示される． 

 代表的な冷却 CCD カメラである SBIG 社の製品

では，制御ソフトウェアの CCDOPS が利用できる． 

また，ASCOM 対応の画像解析・天文台操作統合

ソフト MaxIM DL や AstroArt などを利用すると，

一眼レフカメラも冷却 CCD カメラも，ベンダー依

存性と機種依存性を排除した，同一の操作手順が

実現できる． 

 

５．結 言 

 

本稿では，本校の西天体観測室に設置している

赤道儀コントローラ ジェミニ 2 について，ブラウ

ザによる操作などの調査を報告した．また，望遠

鏡の架台，フォーカーサー及び撮像機器のコント

ロールを行うためのオープンな標準仕様で，さま

ざまな天文観測機器のドライバが提供されている

ASCOM について調査した．ASCOM は Windows

上のパッケージであり，今後，関連するメーカー，

ベンダー，ユーザが対応を加速させることが予想

される．天体観測室の安全に十分配慮する必要が

あるが，ASCOM と Windows のリモートディスク

トップの組み合わせにより，研究室から天体観測

室の統合的リモート制御も実現可能となる． 

 同様のプラットフォームとして，Linux もカバー

するものとして，INDI（an abbreviation of Instrument 

Neutral Distributed Interface）があり，XML に対応

している．今後，ASCOM と INDI との比較も行い

たい． 

なお，本取組と調査は科学研究費補助金

（23501047）と 2012 年度本校教育研究活動支援経

費・経営戦略経費を受けて行ったものであり，こ

こに謝意を表します． 
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(a) 

(b) 

図 2 西観測室（（a）外観 （b）口径 35cm望遠鏡と赤道儀，コン

トロールボックス 

図 10 EOS Utility 画面（(a) コントローラ，(b) クイックビュー） 

(a) 

(b) 

図 9 Object Catalog Manager画面の一部 
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校 外 に お け る 研 究 発 表 等

教員の校外における研究発表等につきましては，「教育研究業績」として
本校ホームページで公開しておりますので，下記ＵＲＬからご参照くだ
さいますようお願いいたします。
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